平成　　年度
指定障害福祉サービス事業者自己点検表・指導調書

【指定障害者支援施設】

	事　業　所　名
	

	所在市町村名
	


※　記載上の注意
　　　

　　各着眼点について、貴事業所における事業所指定日以降の状況を、いずれか該当する□にのマークを記してください。
また、特に補足することがある場合は、「指導結果」欄以外の余白に記載してください。　  　 

指定障害福祉サービス事業者自己点検表・指導調書【指定障害者支援施設】

	指導年月日
	平成　　年　　月　　日

	指導担当者

職・氏名
	


第１　基本方針
	主 眼 事 項
	着　眼　点（根拠法令）
	自己点検結果
	確認書類
	指導結果

	１　基本方針
１　基本方針


	（１）利用者の意向、適性、障害の特性その他の事情を踏まえた計画（個別支援計画）を作成し、これに基づきサービスを提供するとともに、その効果について継続的な評価の実施、その他の措置を講ずることにより、利用者に対して適切かつ効果的なサービスを提供しているか。
　　（法第44条、平成18年厚生労働省令第172号（以下「平18厚令172」という。）第3条1項）

※　障害者支援施設
主として夜間において、入浴、排せつ及び食事等の介護、生活等に関する相談及び助

言その他の日常生活上の支援（施設入所支援）を行うとともに、施設入所支援以外の施設障害福祉サービス（生活介護、自立訓練及び就労移行支援）を行う。
※　対象者
１　生活介護を受けている者であって障害程度区分が区分４（５０歳以上の場合は区分３）以上である者

２　自立訓練又は就労移行支援（以下「訓練等」）を受けている者であって、入所させながら訓練等を実施することが必要かつ効果的であると認められるもの又は地域における障害福祉サービスの提供体制の状況その他やむを得ない事情により、通所によって訓練等を受けることが困難なもの
　
※　旧法指定施設が障害者支援施設に移行する場合に提供できるサービス　
１　日中活動サービスとして、生活介護、自立訓練（機能訓練）、自立訓練（生活訓練）、就労移行　支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型のうち１又は複数の事業
を、夜間サービスとして施設入所支援を提供できる。

２　ただし、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型は、経過措置として、旧法指定施設　　　

　が障害者支援施設に移行する場合にのみ認められており、平成24年4月1日以降は、障害福祉サービス事業として、別途の指定を受ける必要がある。

なお、経過措置者以外の利用者（平成18年10月1日以降に新たにサービスを利用する者）も、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型を利用できる。

３　日中活動サービスのみ利用する通所者も認められており、日中活動サービスの定員（定員は通所者も含む）が施設入所支援の定員より大きい場合があり得る。

	　□適切に行っている

　□適切に行っていない
　


	１　運営規程

２　パンフレット
	

	
	（２）利用者の意思及び人格を尊重して、常に利用者の立場に立ったサービスの提供に努めているか。（平18厚令172第3条2項）


	　□努めている

　□努めていない　
	１　運営規程

２　パンフレット
	

	
	（３）利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、責任者を設置する等必要な体制の整備を行うとともに、従業者に対し、研修を実施する等の措置を講ずるよう努めているか。
（平18厚令172第3条3項）


	　□努めている

　□努めていない
	１　運営規程

２　パンフレット
３　人権の擁護、虐待の防止等に向けた具体的対応の確認　
	


第２　人員に関する基準

　　　生活介護を実施している場合　　　　　　　Ｐ４～
　　　自立訓練（機能訓練）を実施している場合　Ｐ１１～
　　　自立訓練（生活訓練）を実施している場合　Ｐ１７～

　　　就労移行支援を実施している場合　　　　　Ｐ１９～
　　　就労継続支援Ａ型を実施している場合　　　Ｐ２３～

　　　就労継続支援Ｂ型を実施している場合　　　Ｐ２７～

　　　施設入所支援　　　　　　　　　　　　　　Ｐ３０～
第２　人員に関する基準
〔生活介護を実施している場合〕
	主 眼 事 項
	着　眼　点（根拠法令）
	自己点検結果
	確認書類
	指導結果

	１　従業者の員数

(1) 医師


	医師は、利用者に対して日常生活上の健康管理及び療養上の指導を行うために必要な数を配置し

ているか。（平18厚令171第78条1項1号）
※  「必要な数を配置」とは、定期的、非定期な勤務にかかわらず、嘱託医を確保することをもって、これを満たすものとして取扱って差し支えない。  


	　□基準を満たして配置している

　□基準を満たして配置していない


	１　事前調書Ｐ６

	

	(2) 看護職員、理学療法士又は作業療法士及び生活支援員


	ア　看護職員（保健師又は看護師若しくは准看護師）、理学療法士又は作業療法士及び生活支援員の総数は、指定生活介護の単位（サービスの提供が一体的に行われるもの）ごとに、常勤換算方法で、次の①から③に掲げる平均障害程度区分に応じた数となっているか。

　　また、特定旧法受給者等については、④に応じた数となっているか。 

（平18厚令171第78条1項2号、同3項、附則第4条1項）

　　　

　　　①  平均障害程度区分が４未満

　　　　　　→　特定旧法受給者等を除く利用者数を６で除した数以上

　　　②　平均障害程度区分が４以上５未満

　　　　　　→　特定旧法受給者等を除く利用者数を５で除した数以上

　　　③  平均障害程度区分が５以上

　　　　　　→　特定旧法受給者等を除く利用者数を３で除した数以上

④  特定旧法受給者等

      →　特定旧法受給者等の利用者数を１０で除した数以上

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（小数点第２位以下切り捨て）

※  特定旧法受給者等（→経過措置者）

　　次の①、②のいずれも満たす者

①　次のいずれかに該当する者

(一)平成18年9月30日において現に旧法指定施設、知的障害児施設、肢体不自由児施設、重症心身障害児施設、児童福祉法及び旧身体障害者福祉法に規定する指定医療機関のいずれかに入所・入院していた者のうち、平成18年10月1日から引き続き入所・入院している者

(二)平成18年9月30日において現に入院・入所していたアに掲げる施設等を退所・退院した後、やむを得ない事情により地域における生活の継続が困難になったと市町村が認めた者

　②　障害程度区分から生活介護の対象とならない者

（一）障害程度区分２（併せて障害者支援施設に入所する場合は区分３）以下である者
（二）年齢が５０歳以上の場合は、区分１（併せて障害者支援施設に入所する場合は区分２）以下である者（※ア、イともに、区分１から区分６に該当しない者を含む）　　 


	　□基準を満たして配置してい

る

　□基準を満たして配置してい

ない

　


	１　直近月の配置人員（事前調書Ｐ７）と必要人員（本調書Ｐ７の(シ）との対比

（必要に応じて直近月以外の月を確認）

２　自主点検結果Ｐ４～７
　の内容


	

	(2) 看護職員、理学療法士又は作業療法士及び生活支援員

(2) 看護職員、理学療法士又は作業療法士及び生活支援員

(2) 看護職員、理学療法士又は作業療法士及び生活支援員


	※　多機能型における従業者の取扱い
　　多機能型の場合は、各事業所ごとに配置すべき従業員（管理者及びサービス管理責任者

を除く）間での兼務は認められず、各事業所ごとに必要な従業者の員数が確保される必要

があること。

　○　多機能型事業所

　　　次の２以上の事業を一体的に行う場合、多機能型事業所として指定を受けることができる。

　　　①　児童デイサービス　　　　⑤　就労移行支援

　　　②　生活介護　　　　　　　　⑥　就労継続支援Ａ型

　　　③　自立訓練（機能訓練）　　⑦　就労継続支援Ｂ型

　　　④　自立訓練（生活訓練）　　　　
利用者数の算定

１　前年度を通年で事業実施している場合は、前年度の利用者延べ数を前年度の開所日数で除して得た数とする。（小数点第２位以下切り上げ。以下同じ。）
２　新設、再開、増床等で、前年度の実績が１年未満の場合（前年度の実績がない場合を含む。）は、

①新設等の時点から６月未満の間は、便宜上、利用定員の90％を利用者数とする。  

②新設等の時点から６か月以上１年未満の間は、直近の６月間における全利用者数の延べ数

を当該６月間の開所日数で除して得た数とする。　　

③新設等の時点から１年以上経過している場合は、直近の１年間における全利用者数の延べ数を当該１年間の開所日数で除して得た数とする。　　

  ３　定員を減少した場合は、減少後の実績が３月以上あるときは、減少後の利用者数の延べ数を当該３月間の開所日数で除して得た数とする。

４　ただし、上記により難い合理的な理由がある場合は、他の適切な方法により利用者数を推計するものとする。

５　旧法指定施設から転換する場合は、当該指定申請をした日の前日から直近の１か月間の全利用者数を当該１か月間の開所日数で除して得た数とする。
　　　また、当該指定後３か月の実績により見直すことができる。

平均障害程度区分の算定

１　新規に参入した場合（２以外の事業所）

①　新規開設後３か月間は暫定的に、登録人員の障害程度区分などから推定した平均障害程度区分を適用する。

②　移行後３か月間の実績により、平均障害程度区分の見直しを行うものとする。

③ ４月１日を基準に、前年度の実績により求める。（以後、毎年度４月１日を基準に見直し）

２  旧法指定施設から移行した場合

1 事業所への移行時においては、事業所指定申請日の前日から直近１か月により求める。

2 事業所への移行後３か月が経過した場合は、移行後３か月間の実績により、平均障害程度

区分を見直すことができる。（事業所の判断により、見直さないことも可）

3 ４月１日を基準に、前年度の実績により求める。（以後、毎年度４月１日を基準に見直し）

　

平均障害程度区分の算定式

｛（２×区分２に該当する延利用者数）＋（３×区分３に該当する延利用者数）

＋（４×区分４に該当する延利用者数）＋（５×区分５に該当する延利用者数）

＋（６×区分６に該当する延利用者数）｝／総延利用者数

　　（※　小数点第２位以下を四捨五入）

 （H18.9.29 厚労省告示第542号）
※　常勤換算方法
　　「事業所における勤務延べ時間数÷常勤の従業者が勤務すべき時間数（１週間の勤務す

べき時間数）」で算定する。（小数点第２位以下切り捨て）

　なお、１週間の勤務すべき時間数が32時間を下回る場合は32時間を基本とする。

	直近月の状況を以下Ｐ８まで自主点検してください。
利用者数の算定

　左記の「利用者数の算定」のいずれか該当する方法に基づき、

利用者数を算定

①　算定に用いた期間（直近月において該当する期間）

　□前年度（※１）

　□直近の６か月未満（※２の①）

□直近の６か月間（※２の②）

□直近の１年間（※）２の③）

□定員減後の３か月間（※３）

□その他（※４）

（　　　　　　　　　　　）

　□指定申請日の前日から１か月間（旧法指定施設からの転換）（※５）
　□指定後３か月間（旧法指定施設からの転換）（※５）

②　延利用者数（①に基づく）

障害程度区分等

延利用者数

２

人

３

人

４

人

５

人

６

人

区分２～６の合計

人(Ａ)

特定旧法受給者等

人(Ａ)

※　区分２～６は、特定旧法受給者等を除く

③　開所日数（①に基づく）

　　　　　　　　　　　　　日

④　利用者数（②の(Ａ)／③）

障害程度区分等

利用者数

区分２～６の合計

．　　　人(ア)

特定旧法受給者等

．　　　人(イ)

※　小数点第２位以下切り上げ

平均障害程度区分の算定
　左記の「平均障害程度区分の算定」をもとに、直近月において該当する方法により平均障害程度区分を算定

①　算定に用いた期間（※を参考に次のいずれか該当するものを選定）

　

□新規開設後３か月間の推定（１の①）

　　　※　事業所指定日から直近月まで３か月が経過して

いない事業所（旧法指定施設からの転換を除く）

□移行後３か月間の実績（１の②）

　　　　※　事業所指定日がH22年1月2日以降で、直近月ま

でに３か月以上経過している事業所（旧法指定施設

からの転換を除く）

□４月１日を基準に前年度の実績（１の③）

※　事業所指定日がH22年1月1日以前の事業所

（旧法指定施設からの転換を除く）

□申請日の前日から直近１か月間（２の①）

　　　　※　事業所指定日がH22年1月2日以降で、移行後３

か月の見直しをしていない事業所　

□移行後３か月間の実績（２の②）

　　※　事業所指定日がH22年1月2日以降で、移行後３

　　　か月の見直しをした事業所

□４月１日を基準に前年度の実績（２の③）

　　　　※　事業所指定日がH22年1月1日以前の事業所

□例外的取扱い等（　　　　　　　　　　　）

　

②　延利用者数等（①に基づく）

区分(Ａ)

延利用者数(Ｂ)

(Ａ)×(Ｂ)

２

人

３

人

４

人

５

人(ウ)

６

人(エ)

合　計

人(オ)

(カ)

※　特定旧法受給者等を除く

　

　→　平均障害程度区分（小数点第２位以下を四捨五入）

(カ)／(オ)　＝　　　　　．　　　（キ）　

　　　　　　　　　　　　

必要人員

　Ｐ６の平均障害程度区分(キ)をもとに、Ｐ４の着眼点のア
の①～④のうち該当する算式により、直近月の必要人員を算定

　　※　①から③のいずれかに該当。また特定旧法受給者がいる場合は④にも該当

　〔平均障害程度区分〕
　　□①に該当　→（利用者数(ア) 　　． 　人）／  ６

＝  　　　．　　人（ク）
　　□②に該当　→（利用者数(ア)　　　．　人）／  ５

＝  　　　．　　人（ケ）
　　□③に該当　→（利用者数(ア)　　　．　人）／  ３

＝  　　　．　　人（コ）
　　□④に該当　→（利用者数(イ)　　　．　人）／１０

＝  　　　．　　人（サ）)

　　　　　　　　　　　

※　小数点第２位以下切り捨て

→　従業者の必要人員（該当するものの合計）

　　　　計　　　　　．　　人(シ)※（ク）～（サ）の計

　　　　　　　　　　≪常勤換算した職員数 
	

	(2) 看護職員、理学療法士又は作業療法士及び生活支援員


	イ　看護職員及び生活支援員は、指定生活介護の単位ごとに、それぞれ１以上配置しているか。また、生活支援員のうち１人以上は常勤であるか。

（平18厚令171第78条1項2号ロ、ニ、同6項）
※　留意事項

看護職員は１以上配置することとなっているが、常勤換算方法により１人以上の配置を求めているものではなく、必ずしも常時（毎日）の配置を求めているものではない。

ただし、利用者への適切なサービス提供体制が確保されることに留意すること。


	　□基準を満たして配置している

　□基準を満たして配置していない


	１　事前調書Ｐ６～７
	

	
	ウ　理学療法士又は作業療法士は、利用者に対して日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓練を行う場合は、指定生活介護の単位ごとに、当該訓練を行うための必要な数となっているか。（平18厚令171第78条1項2号ハ、同4項）
　　　
※　留意事項
１　理学療法士又は作業療法士の確保が困難な場合には、これらに代えて、機能訓練指導

員として、日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓練を行う能力を有

する看護師、柔道整復師、あんまマッサージ指圧師、言語聴覚士を置くことができる。

　   （平18厚令171第78条4項）

２　また、利用者の日常生活やレクリエーション、行事を通じて行う機能訓練については、

生活支援員が兼務しても差し支えない。

	　□基準を満たして配置している

　□基準を満たして配置していない


	１　事前調書Ｐ６～７
	

	(3) サービス管理責任者

(3) サービス管理責任者


	ア　サービス管理責任者は、利用者数の合計の区分に応じ、それぞれ次の①又は②に掲げる数以上となっているか。（利用者数は、新規は推定、それ以外は前年度等の平均値）
　また、１人以上は常勤となっているか。

　　　　①　利用者数の合計が60人以下　　→　１人以上

②　利用者数の合計が61人以上  　→　１に、利用者数の合計が60を超えて40又はその

端数を増すごとに１を加えて得た数以上

（平18厚令171第78条1項3号、同7項）
※　多機能型事業所の特例（平18厚令171第215条2項、平18厚令174第90条2項）
多機能型事業所（多機能型児童デイサービス事業所を除く）については、各多機能型事業所を１事業所とみなして、各多機能型事業所の利用者の合計数をもとに、上記①、②に掲げる数以上とする。また、１人以上は常勤とすること。

	　□基準を満たして配置している

　□基準を満たして配置していない

　

※　利用者数は、Ｐ４の自主点検結果の（ア）と（イ）の合計。

	１　事前調書Ｐ６～７
（必要に応じて直近月以外の月を確認）


	

	
	イ　サービス管理責任者は、次の①～③のいずれの資格要件も満たしているか。

　　　（H18厚生労働省告示第544号）

　　　①　障害者の保健・医療・福祉等の分野における直接支援・相談支援等の実務経験者

（a～cのいずれかを満たすこと。）
a (ⅰ)及び(ⅱ)の実務経験が通算して５年以上あること。

（ⅰ）障害児・障害者相談支援事業、障害者・老人福祉施設等の従業者が行う相談支援業務（身体又は精神上の障害がある者等への相談、支援等）

(ⅱ) 障害者・老人福祉施設、障害福祉サービス事業所、老人居宅介護等事業所等の従事者（社会福祉主事任用資格者、児童厚生員任用資格者、保育士に限る。）が行う直接支援業務（日常生活に支障のある身体又は精神上の障害がある者への介護等）

b　直接支援業務（障害者・老人福祉施設、障害福祉サービス事業所、老人居宅介護等事業所等の従事者であって、社会福祉主事任用資格者、児童厚生員任用資格者、保育士の資格がない者）の実務経験が通算して10年以上。

c　a又はbの実務経験が３年以上で、かつ、保健師、看護師、准看護師、社会福祉士、介護福祉士等の資格に基づく業務経験が５年以上あること。

②　サービス管理責任者研修（介護に関する分野）の修了者

③　相談支援従事者研修（講義部分）修了者又は旧障害者ケアマネジメント研修修了者

　　　　

※　経過措置

　実務経験の要件を満たしていれば、平成23年度末までに、「相談支援従事者研修（講義

部分）」を受講し、「サービス管理責任者研修」を修了することを条件に、暫定的に従事可。　


	　□資格の要件を満たしている

　　→□左記の①～③を全て満たす　

　　　□暫定的に従事

　□資格の要件を満たしていない（研修の受講予定もなし）

 　
	１　事前調書Ｐ６～７
２　資格証明書、修了証明書


	

	(4)利用者数の

算定

(4)  利用者数の

算定


	　利用者数は適正に算定されているか。（平18厚令171第78条2項）
ア　前年度を通年で事業実施している場合は、前年度の利用者延べ数を前年度の開所日数で除して得た数とする。（小数点第２位以下切り上げ。以下同じ。）
イ　新設、再開、増床等で、前年度の実績が１年未満の場合は、

①　新設等の時点から６月未満の間は、便宜上、利用定員の90％を利用者数とする。  

②　新設等の時点から６か月以上１年未満の間は、直近の６月間における全利用者数の延べ数を当該６月間の開所日数で除して得た数とする。　　

③　新設等の時点から１年以上経過している場合は、直近の１年間における全利用者数の延べ数を当該１年間の開所日数で除して得た数とする。　　

  ウ　定員を減少した場合は、減少後の実績が３月以上あるときは、減少後の利用者数の延べ数を当該３月間の開所日数で除して得た数とする。

エ　ただし、上記により難い合理的な理由がある場合は、他の適切な方法により利用者数を推計するものとする。

オ　旧法指定施設から転換する場合は、当該指定申請をした日の前日から直近の１か月間の全利用者数を当該１か月間の開所日数で除して得た数とする。　また、当該指定後３か月の実績により見直すことができる。
	□適切に行っている

　□適切に行っていない


	
	

	(5) 従業者の職務の専従
	　従業者（サービス管理責任者を含む。）は、専ら当該事業所に従事しているか。

（ただし、利用者の支援に支障がない場合はこの限りでない。）　（平18厚令171第78条5項）

　
※　サービス管理責任者及び従業者の勤務形態
  １　サービス管理責任者

(1)原則として専従でなければならず、サービス管理責任者と直接サービス提供を行う

生活支援員等の兼務は認められるものではない。

　(2)ただし、サービス提供に支障がない場合は、サービス管理責任者が当該事業所の他の職務に従事することができる。

この場合、サービス管理責任者が他の職務に従事した勤務時間を、他の職務に係る常勤換算に算定することはできない。
(3)また、１人のサービス管理責任者は最大で60人までの個別支援計画の作成等の業

務を行うことができることから、この範囲内で、ア又はイのサービス管理責任者との

兼務は差し支えない。

ア　指定共同生活介護事業所又は指定生活共同援助事業所のサービス管理責任者

イ　大規模な指定障害福祉サービス事業所等において、専従かつ常勤のサービス管理責任者１人に加えて配置すべきサービス管理者

　２　従業者

　サービス管理責任者を除く従業者についても原則として専従であるが、時間を分けて

複数の事業所に勤務することも可能である。（この場合、それぞれの事業所における当

該従業者の常勤換算は、それぞれの事業所に勤務した時間を算定する。）

なお、生活支援員は１人以上常勤が必要であることに留意すること。

	　□いずれの従業者も専従である

　□一部の従業者は専従ではない

→□当該事業所の業務に支障はない

　　　□当該事業所の業務に支障がある　


	１　事前調書Ｐ６～７
２　勤務表、組織図


	


第２　人員に関する基準
〔自立訓練（機能訓練）を実施している場合〕
	主 眼 事 項
	着　眼　点（根拠法令）
	自己点検結果
	確認書類
	指導結果

	１　従業者の員数

(1) 看護職員、理学療法士又は作業療法士及び生活支援員

(1) 看護職員、理学療法士又は作業療法士及び生活支援員


	ア　看護職員、理学療法士又は作業療法士及び生活支援員の総数は、指定機能訓練事業所ごとに、常勤換算方法で、利用者の数を６で除した数以上となっているか。

    （利用者数は、新規は推定、それ以外は前年度等の平均値）

（平18厚令171第156条1項1号、同第156条3項）
※　利用者数の算定方法

　１　前年度を通年で事業実施している場合は、前年度の利用者延べ数を前年度の開所日数で除して得た数とする。（小数点第２位以下切り上げ。以下同じ。）

２　新設、再開、増床等で、前年度の実績が１年未満の場合は、

①　新設等の時点から６月未満の間は、便宜上、利用定員の90％を利用者数とする。  

②　新設等の時点から６か月以上１年未満の間は、直近の６月間における全利用者数の

延べ数を当該６月間の開所日数で除して得た数とする。　　

③　新設等の時点から１年以上経過している場合は、直近の１年間における全利用者数の延べ数を当該１年間の開所日数で除して得た数とする。　　

  ３　定員を減少した場合は、減少後の実績が３月以上あるときは、減少後の利用者数の延べ数を当該３月間の開所日数で除して得た数とする。

　４　ただし、上記により難い合理的な理由がある場合は、他の適切な方法により利用者数を推計するものとする。

　５　旧法指定施設から転換する場合は、当該指定申請をした日の前日から直近の１か月間の全利用者数を当該１か月間の開所日数で除して得た数とする。

　　　また、当該指定後３か月の実績により見直すことができる。

※　常勤換算方法

　　「事業所における勤務延べ時間数÷常勤の従業者が勤務すべき時間数（１週間の勤務す

べき時間数）」で算定する。（小数点第２位以下切り捨て）

　なお、１週間の勤務すべき時間数が32時間を下回る場合は32時間を基本とする。

※　多機能型における従業者の取扱い
　　多機能型の場合は、各事業所ごとに配置すべき従業員（管理者及びサービス管理責任者

を除く）間での兼務は認められず、各事業所ごとに必要な従業者の員数が確保される必要

があること。

　○　多機能型事業所

　　　次の事業については、一体的に事業を行うことにより、多機能型事業所として指定を受けることができる。

　　　①　児童デイサービス　　　　⑤　就労移行支援

　　　②　生活介護　　　　　　　　⑥　就労継続支援Ａ型

　　　③　自立訓練（機能訓練）　　⑦　就労継続支援Ｂ型　　　　

　　　④　自立訓練（生活訓練）

	　□基準を満たして配置している

　□基準を満たして配置していない

利用者数の算定
　　左欄の「※　利用者数の算定方法」のいずれかの方法により、利用者数を算定する。

①　算定に用いた期間

　□前年度（※１）

　□直近の６か月未満

（※２の①）

□直近の６か月間（２の②）

□直近の１年間（２の③）

□定員減後の３か月間（※３）

□その他（※４）

（　　　　　　　　　　　）

　□指定申請日の前日から１か月間（旧法指定施設からの転換）（※５）

　□指定後３か月間（旧法指定施設からの転換）（※５）

②　延利用者数（①に基づく）

　　　　　　　　　　　　　人

③　開所日数（①に基づく）

　　　　　　　　　　　　　日

④　利用者数（②／③）

　　　　　　　　　　　．  人

（小数点第２位以下切り上げ）

　　　　　　　　　　　　　人

⑤　看護職員、理学療法士又は作業療法士及び生活支援員の必要人員（④／６）　　

　　　　　　　　　　　．  人

（小数点第２位以下切り捨て）
	１　左記の自主点検結果の⑤と、実際の職員配置数（事前調書Ｐ７）との対比
（必要に応じて直近月以外の月を確認）
	

	
	イ　看護職員の数は、指定機能訓練事業所ごとに１以上となっているか。

　　　また、１人以上は常勤となっているか。

（平18厚令171第156条1項1号ロ、同第156条6項）　　
	　□基準を満たして配置している□基準を満たして配置していな　　

い
	１　事前調書Ｐ６～７
 
	

	
	ウ　理学療法士又は作業療法士の数は、指定機能訓練事業所ごとに、１以上となっているか。

（平18厚令171第156条1項1号ハ、4項）
※　留意事項

　１　理学療法士又は作業療法士は常勤換算方法で１人以上の配置を求めているものではなく、必ずしも常時（毎日）の配置を求めているものではない。

ただし、利用者への適切なサービス提供体制が確保されていることに留意すること。

２　理学療法士又は作業療法士の確保が困難な場合には、これらに代えて、機能訓練指導

員として、日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓練を行う能力を有

する看護師、柔道整復師、あんまマッサージ指圧師、言語聴覚士を置くことができる。

　   （平18厚令171第156条4項）

また、利用者の日常生活やレクリエーション、行事を通じて行う機能訓練については、

生活支援員が兼務しても差し支えない。

　


	　□基準を満たして配置している　□基準を満たして配置していな　　

い


	１　事前調書Ｐ６～７

	

	
	エ　生活支援員の数は、指定機能訓練事業所ごとに１以上となっているか。

また、１人以上は常勤となっているか。

（平18厚令171第156条1項1号ニ、同第156条7項）

	　□基準を満たして配置している　　　□基準を満たして配置していな　　

い
	１　事前調書Ｐ６～７

	

	
	オ　利用者の居宅を訪問することにより指定機能訓練を行う場合は、上記アからエに規定する員数に加えて、訪問による指定機能訓練を行う生活支援員を１人以上置いているか。（必ずしも常勤換算方法で１人以上を求めているものではない。）　（平18厚令171第156条2項）


	　□基準を満たして配置している

　□基準を満たして配置していな　　

い

　□該当なし
	１　事前調書Ｐ６～７
	

	(2) サービス管理責任者

(2) サービス管理責任者


	ア　指定機能訓練事業所ごとに、次の①又は②に掲げる利用者の合計の区分に応じ、それぞれ次の①又は②に掲げる数以上となっているか。

また、1人以上は常勤となっているか（平18厚令171第156条1項2号、同条8項）
　
　　　①　利用者数の合計が60人以下　　→　１人以上

②　利用者数の合計が61人以上  　→　１に、利用者数の合計が60を超えて40又はその

端数を増すごとに１を加えて得た数以上

※　多機能型事業所の特例（平18厚令171第215条2項、平18厚令174第90条2項）
　多機能型事業所（多機能型児童デイサービスを除く）については、各機能型事業所を１事業所とみなして、各多機能型事業所の利用者の合計をもとに、上記①、②に掲げる数とする。また、このうち1人以上は常勤とすること。

	　□基準を満たして配置している

　□基準を満たして配置していない

※　利用者数は、Ｐ１１の自主点検結果の④を用いる。


	１　事前調書Ｐ６～７　

（必要に応じて直近月以外の月を確認）


	

	
	イ　サービス管理責任者は、次のア～ウのいずれの資格要件も満たしているか。

　　
　①　障害者の保健・医療・福祉等の分野における直接支援・相談支援等の実務経験者

（1 ～③のいずれかを満たすこと。）

a　(ⅰ)及び(ⅱ)の実務経験が通算して５年以上あること。

（ⅰ）障害児・障害者相談支援事業、障害者・老人福祉施設等の従業者が行う相談支援業務（身体又は精神上の障害がある者等への相談、支援等）

(ⅱ) 障害者・老人福祉施設、障害福祉サービス事業所、老人居宅介護等事業所等の従事者（社会福祉主事任用資格者、児童厚生員任用資格者、保育士に限る。）が行う直接支援業務（日常生活に支障のある身体又は精神上の障害がある者への介護等）

b　直接支援業務（障害者・老人福祉施設、障害福祉サービス事業所、老人居宅介護等事業所等の従事者であって、社会福祉主事任用資格者、児童厚生員任用資格者、保育士の資格がない者）の実務経験が通算して10年以上。

c　a又はbの実務経験が３年以上で、かつ、保健師、看護師、准看護師、社会福祉士、介護福祉士等の資格に基づく業務経験が５年以上あること。

②　サービス管理責任者研修（地域生活（身体）に関する分野）の修了者

③　相談支援従事者研修（講義部分）修了者又は旧障害者ケアマネジメント研修修了者

　　　　　　（厚生労働省告示第544号）
※　経過措置
実務経験の要件を満たしていれば、平成23年度末までに、「相談支援従事者研修（講義

部分）」を受講し、「サービス管理責任者研修」を修了することを条件に、暫定的に従事可。

	　□資格の要件を満たしている

　　→□左記の①～③を全て満たす　

　　　□暫定的に従事

　□資格の要件を満たしていない

 　（研修の受講予定もなし）
	１　事前調書Ｐ６～７　

２　資格証明書、修了証明書


	

	(3) 従業者の職務の専従

(3) 従業者の職務の専従

	　従業者（看護職員、理学療法士又は作業療法士及び生活支援員、サービス管理責任者）は、専ら

当該事業所に従事しているか。（ただし、利用者の支援に支障がない場合はこの限りでない。）

（平18厚令171第156条5項）
　※　サービス管理責任者及び従業者の勤務形態
  １　サービス責任管理者

(1) 原則として専従でなければならず、サービス管理責任者と直接サービス提供を行う

生活支援員等の兼務は認められるものではない。

　(2) ただし、サービス提供に支障がない場合は、サービス管理責任者が当該事業所の他の職務に従事することができる。

この場合、サービス管理責任者が他の職務に従事した勤務時間を、他の職務に係る常勤換算に算定することはできない。（ただし、平18厚令171附則第5条の規定に基づき旧法施設に併設した事業所で利用定員を20人未満としている等、利用定員が20人未満の事業所については、サービス管理責任者が他の職務に従事した勤務時間を、他の職務に係る常勤換算に算定することが可能。）
(3) また、１人のサービス管理責任者は最大で60人までの個別支援計画の作成等の業

務を行うことができることから、この範囲内で、ア又はイのサービス管理責任者との

兼務は差し支えない。

ア　指定共同生活介護事業所又は指定生活共同援助事業所のサービス管理責任者

イ　大規模な指定障害福祉サービス事業所等において、専従かつ常勤のサービス管理責任者１人に加えて配置すべきサービス管理者

　２　従業者

　サービス管理責任者を除く従業者についても原則として専従であるが、時間を分けて

複数の事業所に勤務することも可能である。（この場合、それぞれの事業所における当

該従業者の常勤換算は、それぞれの事業所に勤務した時間を算定する。）

なお、看護職員及び生活支援員は、それぞれ１人以上常勤が必要であることに留意すること。

	　□いずれの従業者も専従である

　□一部の従業者は専従ではない

→□当該事業所の業務に支障はない

　　　□当該事業所の業務に支障がある　


	１　事前調書Ｐ６～７
２　勤務表、組織図


	


第２　人員に関する基準
〔自立訓練（生活訓練）を実施している場合〕
	主 眼 事 項
	着　眼　点（根拠法令）
	自己点検結果
	確認書類
	指導結果

	１　従業者の員数

(1)生活支援員

(1)生活支援員


	生活支援員の総数は、指定生活訓練事業所ごとに、常勤換算方法で、次のア及びイの合計数（指

定宿泊型自立訓練を実施していない場合は①のみ）以上となっているか。また、１人以上は常勤となっているか。（利用者数は、新規は推定、それ以外は前年度等の平均値）
ア　指定生活訓練（指定宿泊型自立訓練を除く）の利用者を６で除した数

イ　指定宿泊型自立訓練の利用者を１０で除した数

（平18厚令171第166条1項1号、同第166条4、6項）
※　利用者数の算定方法
　１　前年度を通年で事業実施している場合は、前年度の利用者延べ数を前年度の開所日数で除して得た数とする。（小数点第２位以下切り上げ。以下同じ。）

２　新設、再開、増床等で、前年度の実績が１年未満の場合は、

①　新設等の時点から６月未満の間は、便宜上、利用定員の90％を利用者数とする。  

②　新設等の時点から６か月以上１年未満の間は、直近の６月間における全利用者数の

延べ数を当該６月間の開所日数で除して得た数とする。　　

③　新設等の時点から１年以上経過している場合は、直近の１年間における全利用者数の延べ数を当該１年間の開所日数で除して得た数とする。　　

  ３　定員を減少した場合は、減少後の実績が３月以上あるときは、減少後の利用者数の延べ数を当該３月間の開所日数で除して得た数とする。

　４　ただし、上記により難い合理的な理由がある場合は、他の適切な方法により利用者数を推計するものとする。

　５　旧法指定施設から転換する場合は、当該指定申請をした日の前日から直近の１か月間の全利用者数を当該１か月間の開所日数で除して得た数とする。

　　　また、当該指定後３か月の実績により見直すことができる。
※　常勤換算方法

　　「事業所における勤務延べ時間数÷常勤の従業者が勤務すべき時間数（１週間の勤務す

べき時間数）」で算定する。（小数点第２位以下切り捨て）

　なお、１週間の勤務すべき時間数が32時間を下回る場合は32時間を基本とする。

※　多機能型における従業者の取扱い
　　多機能型の場合は、各事業所ごとに配置すべき従業員（管理者及びサービス管理責任者

を除く）間での兼務は認められず、各事業所ごとに必要な従業者の員数が確保される必要

があること。


　○　多機能型事業所

　　　次の事業については、一体的に事業を行うことにより、多機能型事業所として指定を受けることができる。

　　　①　児童デイサービス　　　　⑤　就労移行支援

　　　②　生活介護　　　　　　　　⑥　就労継続支援Ａ型

　　　③　自立訓練（機能訓練）　　⑦　就労継続支援Ｂ型　　　　

　　　④　自立訓練（生活訓練）

	　□基準を満たして配置している

　□基準を満たして配置していない

利用者数の算定
　　左欄の「※　利用者数の算定方法」のいずれかの方法により、利用者数を算定する。

（指定宿泊型自立訓練を実施していない事業所は、②、④～⑤のイを省略）

①　算定に用いた期間

　□前年度（※１）

　□直近の６か月未満

（※２の①）

□直近の６か月間（２の②）

□直近の１年間（２の③）

□定員減後の３か月間（※３）

□その他（※４）

（　　　　　　　　　　　）

　□指定申請日の前日から１か月間（旧法指定施設からの転換）（※５）
　□指定後３か月間（旧法指定施設からの転換）（※５）

②　延利用者数（①に基づく）

　ア　指定生活訓練(指定宿泊型自立訓練を除く)

　　　　　　人

イ　指定宿泊型自立訓練

　　　　　　　　　　　人

③　開所日数（①に基づく）

　　　　　　　　　　　　　日

④　利用者数（②／③）

ア　指定生活訓練(指定宿泊型自立訓練を除く)

　　　　．  人

イ　指定宿泊型自立訓練

　　　　．  人

（小数点第２位以下切り上げ）

⑤　生活支援員の必要人員

ア　指定生活訓練(指定宿泊型自立訓練を除く)

（④／６）　　　　．  人

イ　指定宿泊型自立訓練

（④／10）　　　　．  人

　（小数点第２位以下切り捨て）

　→　ア＋イ＝　　　　．  人
	１　左記の自主点検結果の⑤（次頁）と、実際の職員配置数（事前調書Ｐ７）との対比
（必要に応じて直近月以外の月を確認）

	

	(2)地域移行支援員


	　指定宿泊型自立訓練を行う場合、生活訓練事業所ごとに1以上となっているか。

　　　（平18厚令第166条1項2号）

※　地域移行支援員

　　常勤換算方法で１人以上の配置を求めているものではなく、必ずしも常時（毎日）の配

置を求めているものではない。
ただし、利用者への適切なサービス提供体制が確保されていることに留意すること。　

※　地域移行支援員の業務

　　地域生活への移行後の住まいに関する情報提供及び地域生活へ移行した利用者の定期

的な相談支援等を行う。

※　指定宿泊型自立訓練事業所の対象者

指定自立訓練事業所の対象者（Ｐ１参照）のうち、日中、一般就労や外部の障害福祉サービス並びに同一敷地内の日中活動サービスを利用している者であって、地域移行に向けて一定期間、居住の場を提供して帰宅後における生活能力等の維持・向上のための訓練その他の支援が必要な知的障害者・精神障害者

（具体的な利用対象者のイメージ）

１　養護学校を卒業して一般就労した者であって、グループホームや一般住宅等でひとり暮らしを目指して、更なる生活能力の向上を図ろうとしている者

２　精神科病院退院後、日中、自立訓練（生活訓練）を１年程度利用し、地域での日中活動が継続的に利用可能となった者であって、グループホーム等で暮らすことを目指して、更なる生活能力の向上を図ろうとしている者


	　□基準を満たして配置している

　□基準を満たして配置していない

　□該当なし
	１　事前調書Ｐ６～７
	

	(3)サービス管理責任者


	ア　指定生活訓練事業所ごとに、次のア又はイに掲げる利用者の合計の区分に応じ、それぞれ次の①又は②に掲げる数以上となっているか。

（利用者数は、新規は推定、それ以外は前年度等の平均値）

また、1人以上は常勤となっているか

　　　　①　利用者数の合計が60人以下　　→　１人以上

②　利用者数の合計が61人以上  　→　１に、利用者数の合計が60を超えて40又はその

端数を増すごとに１を加えて得た数以上

（平18厚令171第166条1項3号、同条7項）
※　多機能型事業所の特例（平18厚令171第215条2項、平18厚令174第90条2項）
多機能型事業所（多機能型児童デイサービス事業所を除く）については、各多機能型事業所を１事業所とみなして、各多機能型事業所の利用者の合計数をもとに、上記ア、イに掲げる数以上とする。また、１人以上は常勤とすること。
イ　サービス管理責任者は、次のア～ウのいずれの資格要件も満たしているか。

　　　①　障害者の保健・医療・福祉等の分野における直接支援・相談支援等の実務経験者

（a～cのいずれかを満たすこと。）

a　(ⅰ)及び(ⅱ)の実務経験が通算して５年以上あること。

（ⅰ）障害児・障害者相談支援事業、障害者・老人福祉施設等の従業者が行う相談支援業務（身体又は精神上の障害がある者等への相談、支援等）

(ⅱ) 障害者・老人福祉施設、障害福祉サービス事業所、老人居宅介護等事業所等の従事者（社会福祉主事任用資格者、児童厚生員任用資格者、保育士に限る。）が行う直接支援業務（日常生活に支障のある身体又は精神上の障害がある者への介護等）

b　直接支援業務（障害者・老人福祉施設、障害福祉サービス事業所、老人居宅介護等事業所等の従事者であって、社会福祉主事任用資格者、児童厚生員任用資格者、保育士の資格がない者）の実務経験が通算して10年以上。

c　a又はbの実務経験が３年以上で、かつ、保健師、看護師、准看護師、社会福祉士、介護福祉士等の資格に基づく業務経験が５年以上あること。

②　サービス管理責任者研修（地域生活（知的・精神）に関する分野）の修了者

③　相談支援従事者研修（講義部分）修了者又は旧障害者ケアマネジメント研修修了者

　　　　　　（厚生労働省告示第544号）

※　経過措置
実務経験の要件を満たしていれば、平成23年度末までに、「相談支援従事者研修（講義

部分）」を受講し、「サービス管理責任者研修」を修了することを条件に、暫定的に従事可。

	　□基準を満たして配置している

　□基準を満たして配置していない

※　利用者数は、Ｐ１６の自主点検結果の④を用いる。

　□資格の要件を満たしている

　　→□左記の①～③を全て満たす　

　　　□暫定的に従事

　□資格の要件を満たしていない（研修の受講予定もなし）
	１　事前調書Ｐ６～７
　（必要に応じて直近月以外の月を確認）

２　資格証明書、修了証明書


	

	(4) 看護職員
	健康上の管理等の必要がある利用者がいるために、看護職員（保健師又は看護師若しくは准看護

師）を配置している指定生活訓練事業所については、生活支援員及び看護職員の総数が、上記（１）の基準（Ｐ３～４）を満たしていればよい。

この場合、生活支援員及び看護職員は、生活訓練事業所ごとにそれぞれ1以上配置するとともに、生活支援員のうち1人以上は常勤であるか。（平18厚令171第166条2項、同6項）


	　□基準を満たして配置している

　□基準を満たして配置していない

　□該当なし


	１　事前調書Ｐ６～７

	

	(5) 訪問による指定生活訓練
	　訪問による生活訓練を提供する場合、上記（１）から（４）に規定する員数の従業員に加えて、訪問による生活訓練を担当する生活支援員を1人以上置いているか。（必ずしも常勤換算方法で１人以上を求めているものではない。）　（平18厚令171第166条3項）


	　□基準を満たして配置している

　□基準を満たして配置していない

　□該当なし


	１　事前調書Ｐ６～７

	

	(6) 従業者の職務の専従
	　従業者は（サービス管理責任者を含む。）、専ら当該事業所に従事しているか。（ただし、利用者の支援に支障がない場合はこの限りでない。）（平18厚令171第166条5項）

　
※　サービス管理責任者及び従業者の勤務形態
  １　サービス責任管理者

(1)原則として専従でなければならず、サービス管理責任者と直接サービス提供を行う

生活支援員等の兼務は認められるものではない。

　(2)ただし、サービス提供に支障がない場合は、サービス管理責任者が当該事業所の他の職務に従事することができる。

この場合、サービス管理責任者が他の職務に従事した勤務時間を、他の職務に係る常勤換算に算定することはできない。（ただし、平18厚令171附則第5条の規定に基づき旧法施設に併設した事業所で利用定員を20人未満としている等、利用定員が20人未満の事業所については、サービス管理責任者が他の職務に従事した勤務時間を、他の職務に係る常勤換算に算定することが可能。）
(3)また、１人のサービス管理責任者は最大で60人までの個別支援計画の作成等の業

務を行うことができることから、この範囲内で、ア又はイのサービス管理責任者との

兼務は差し支えない。

ア　指定共同生活介護事業所又は指定生活共同援助事業所のサービス管理責任者

イ　大規模な指定障害福祉サービス事業所等において、専従かつ常勤のサービス管理責任者１人に加えて配置すべきサービス管理者

　２　従業者

　サービス管理責任者を除く従業者についても原則として専従であるが、時間を分けて

複数の事業所に勤務することも可能である。（この場合、それぞれの事業所における当

該従業者の常勤換算は、それぞれの事業所に勤務した時間を算定する。）

なお、生活支援員は、１人以上常勤が必要であることに留意すること。

	　□いずれの従業者も専従である

　□一部の従業者は専従ではない

→□当該事業所の管理に支障はない

  　  □当該事業所の業務に支障がある　

	１　事前調書Ｐ６～７
２　勤務表、組織図


	


第２　人員に関する基準
〔就労移行支援を実施している場合〕
	主 眼 事 項
	着　眼　点（根拠法令）
	自己点検結果
	確認書類
	指導結果

	１　従業者の員数

(1) 職業指導員及び生活支援員

(1) 職業指導員及び生活支援員


	ア　職業指導員及び生活支援員の総数は、指定就労移行支援事業所ごとに、常勤換算方法で、利用者の数を６で除した数以上となっているか。

（利用者数は、新規は推定、それ以外は前年度等の平均値）

（平18厚令171第175条1項1号イ、同条2項）

※　利用者数の算定方法
　１　前年度を通年で事業実施している場合は、前年度の利用者延べ数を前年度の開所日数で除して得た数とする。（小数点第２位以下切り上げ。以下同じ。）

２　新設、再開、増床等で、前年度の実績が１年未満の場合は、

1 新設等の時点から６月未満の間は、便宜上、利用定員の90％を利用者数とする。  

2 新設等の時点から６か月以上１年未満の間は、直近の６月間における全利用者数の

延べ数を当該６月間の開所日数で除して得た数とする。　
③  新設等の時点から１年以上経過している場合は、直近の１年間における全利用者数の延べ数を当該１年間の開所日数で除して得た数とする。　　

  ３　定員を減少した場合は、減少後の実績が３月以上あるときは、減少後の利用者数の延べ数を当該３月間の開所日数で除して得た数とする。

　４　ただし、上記により難い合理的な理由がある場合は、他の適切な方法により利用者数を推計するものとする。

　５　旧法指定施設から転換する場合は、当該指定申請をした日の前日から直近の１か月間の全利用者数を当該１か月間の開所日数で除して得た数とする。

　　　また、当該指定後３か月の実績により見直すことができる。
※　常勤換算方法

　　「事業所における勤務延べ時間数÷常勤の従業者が勤務すべき時間数（１週間の勤務す

べき時間数）」で算定する。（小数点第２位以下切り捨て）

　なお、１週間の勤務すべき時間数が32時間を下回る場合は32時間を基本とする。

※　多機能型における従業者の取扱い

　　多機能型の場合は、各事業所ごとに配置すべき従業員（管理者及びサービス管理責任者

を除く）間での兼務は認められず、各事業所ごとに必要な従業者の員数が確保される必要

があること。

　　○　多機能型事業所

　　　次の事業については、一体的に事業を行うことにより、多機能型事業所として指定を受けることができる。

　　　①　児童デイサービス　　　　⑤　就労移行支援
　　　②　生活介護　　　　　　　　⑥　就労継続支援Ａ型

　　　③　自立訓練（機能訓練）　　⑦　就労継続支援Ｂ型　　　　

　　　④　自立訓練（生活訓練）


	　□基準を満たして配置している

　□基準を満たして配置していない

利用者数の算定
　　左欄の「※　利用者数の算定方法」のいずれかの方法により、利用者数を算定する。

①　算定に用いた期間

　□前年度（※１）

　□直近の６か月未満

（※２の①）

□直近の６か月間（※２の②）

□直近の１年間（※２の③）

□定員減後の３か月間（※３）

□その他（※４）

（　　　　　　　　　　　）

　□指定申請日の前日から１か月間（旧法指定施設からの転換）（※５）
　□指定後３か月間（旧法指定施設からの転換）（※５）

②　延利用者数（①に基づく）

　　　　　　　　　　　　　人

③　開所日数（①に基づく）

　　　　　　　　　　　　　日

④　利用者数（②／③）

　　　　　　　　　　　．  人

（小数点第２位以下切り上げ）

⑤　職業指導員及び生活支援員の必要人員（④／６）　　

　　　　　　　　　　　．  人

（小数点第２位以下切り捨て）
	１　左記の自主点検結果の⑤と、実際の職員配置数（事前調書Ｐ７）との対比

（必要に応じて直近月以外の月を確認）　
	

	
	イ　職業指導員の数は、指定就労移行支援事業所ごとに１以上となっているか。

（平18厚令171第175条1項1号ロ）
	□基準を満たして配置している

□基準を満たして配置していない
	１　事前調書Ｐ４
	

	
	ウ　生活支援員の数は、指定就労移行支援事業所ごとに１以上となっているか。

（平18厚令171第175条1項1号ハ）

	　□基準を満たして配置してい

　　る

　□基準を満たして配置していない
	１　事前調書Ｐ４
	

	
	エ　職業指導員又は生活支援員のうち、いずれか１人以上は常勤となっているか。

（平18厚令171第175条4項）

	　□基準を満たして配置してい

　　る

　□基準を満たして配置していない
	１　事前調書Ｐ６～７
	

	(2) 就労支援員


	就労支援員の員数は、常勤換算方法で、利用者の数を15で除した数以上となっているか。

また、1人以上は常勤となっているか。

（利用者数は、新規は推定、それ以外は前年度等の平均値）

（平18厚令171第175条1項2号、5項）

※　就労支援員は、職場実習のあっせん、求職活動の支援及び就職後の職場定着のための支援等、障害者に関する就労支援の経験を有した者が行うことが望ましい。


	　□基準を満たして配置してい

    る

　□基準を満たして配置していない

①　利用者数

　　　　　　　　　　　．  人

（Ｐ３の自主点検結果の④）

②　職業指導員及び生活支援員の必要人員（①／15）　　

　　　　　　　　　　　．  人

（小数点第２位切り捨て）
	１　左記の自主点検結果の②と、実際の職員配置数（事前調書Ｐ７）との対比

（必要に応じて直近月以外の月を確認）　
	

	(3) サービス管理責任者

(3) サービス管理責任者


	ア　指定就労移行支援事業所ごとに、次の①又は②に掲げる利用者の合計の区分に応じ、それぞれ次の①又は②に掲げる数以上となっているか。

また、1人以上は常勤となっているか。（平18厚令171第175条1項3号、6号）

（利用者数は、新規は推定、それ以外は前年度等の平均値）

　　　　①　利用者数の合計が60人以下　　→　１人以上

②　利用者数の合計が61人以上  　→　１に、利用者数の合計が60を超えて40又はその

端数を増すごとに１を加えて得た数以上

※　多機能型事業所の特例（平18厚令171第215条2項、平18厚令174第90条2項）

多機能型事業所（多機能型児童デイサービス事業所を除く）については、各多機能型事業所を１事業所とみなして、各多機能型事業所の利用者の合計数をもとに、上記①、②に掲げる数以上とする。また、１人以上は常勤とすること。


	　□基準を満たして配置している

　□基準を満たして配置していない

※　利用者数は、Ｐ１９の自主点検結果の④を用いる。

	１　事前調書Ｐ６～７
（必要に応じて直近月以外の月を確認）　

２　資格証明書、修了証明書
	

	
	イ　サービス管理責任者は、次のア～ウのいずれの資格要件も満たしているか。

　　　①　障害者の保健・医療・福祉等の分野における直接支援・相談支援等の実務経験者

（a～cのいずれかを満たすこと。）
a (ⅰ)及び(ⅱ)の実務経験が通算して５年以上あること。

（ⅰ）障害児・障害者相談支援事業、障害者・老人福祉施設等の従業者が行う相談支援業務（身体又は精神上の障害がある者等への相談、支援等）

(ⅱ) 障害者・老人福祉施設、障害福祉サービス事業所、老人居宅介護等事業所等の従事者（社会福祉主事任用資格者、児童厚生員任用資格者、保育士に限る。）が行う直接支援業務（日常生活に支障のある身体又は精神上の障害がある者への介護等）

b　直接支援業務（障害者・老人福祉施設、障害福祉サービス事業所、老人居宅介護等事業所等の従事者であって、社会福祉主事任用資格者、児童厚生員任用資格者、保育士の資格がない者）の実務経験が通算して10年以上。

C  a又はbの実務経験が３年以上で、かつ、保健師、看護師、准看護師、社会福祉士、介護福祉士等の資格に基づく業務経験が５年以上あること。

②　サービス管理責任者研修（就労に関する分野）の修了者

③　相談支援従事者研修（講義部分）修了者又は旧障害者ケアマネジメント研修修了者

　　　　　（厚生労働省告示第544号）

※　経過措置
実務経験の要件を満たしていれば、平成23年度末までに、「相談支援従事者研修（講義

部分）」を受講し、「サービス管理責任者研修」を修了することを条件に、暫定的に従事可。

	　□資格の要件を満たしている

　　→□左記の①～③を全て満たす　

　　　□暫定的に従事

　□資格の要件を満たしていない（研修の受講予定もなし）
	
	

	(4) 従業者の職務の専従

(4) 従業者の職務の専従


	　従業者（職業指導員及び生活支援員、就労支援員、サービス管理責任者）は、専ら当該事業所に従事しているか。（ただし、利用者の支援に支障がない場合はこの限りでない。）

　（平18厚令171第175条3項）

　
※　サービス管理責任者及び従業者の勤務形態
  １　サービス責任管理者

(1)原則として専従でなければならず、サービス管理責任者と直接サービス提供を行う

生活支援員等の兼務は認められるものではない。

　(2)ただし、サービス提供に支障がない場合は、サービス管理責任者が当該事業所の他の職務に従事することができる。

この場合、サービス管理責任者が他の職務に従事した勤務時間を、他の職務に係る常勤換算に算定することはできない。（ただし、平18厚令171附則第5条の規定に基づき旧法施設に併設した事業所で利用定員を20人未満としている等、利用定員が20人未満の事業所については、サービス管理責任者が他の職務に従事した勤務時間を、他の職務に係る常勤換算に算定することが可能。）
(3)また、１人のサービス管理責任者は最大で60人までの個別支援計画の作成等の業

務を行うことができることから、この範囲内で、ア又はイのサービス管理責任者との

兼務は差し支えない。

ア　指定共同生活介護事業所又は指定生活共同援助事業所のサービス管理責任者

イ　大規模な指定障害福祉サービス事業所等において、専従かつ常勤のサービス管理責任者１人に加えて配置すべきサービス管理者

　２　従業者

　サービス管理責任者を除く従業者についても、原則として専従であるが、時間を分け

て複数の事業所に勤務することも可能である。（この場合、それぞれの事業所における

当該従業者の常勤換算は、それぞれの事業所に勤務した時間を算定する。）

なお、就労支援員１人以上、職業指導員又は生活支援員のうちいずれか１人以上常勤が必要であることに留意すること。

	　□いずれの従業者も専従である

　□一部の従業者は専従ではない

→□当該事業所の業務に支障はない

　□当該事業所の業務に支障がある　


	１　事前調書Ｐ６～７
２　勤務表、組織図
	

	２　施設外就労


	施設外就労を実施している場合は、ユニット毎の利用者数に応じ、常勤換算方法に基づく生活支援員等を配置しているか。（平19障障発第0402001号)

	□配置している

　□配置していない

　□該当なし


	１　勤務表

２　サービス提供記録

	

	３　認定指定就労移行支援事業所の従業者の員数

　及び管理者

(1) 職業指導員及び生活支援員


	あんまマッサージ指圧師、はり師又はきゅう師の学校又は養成施設として認定されている指定就労移行支援事業所（認定指定就労移行支援事業所）に置くべき従業者及びその員数は、次のとおりとなっているか。

ア　職業指導員及び生活支援員の員数

　　　常勤換算方法で、利用者の数を１０で除した数以上

イ　職業指導員の数

認定指定就労移行支援事業所ごとに１以上

ウ　生活支援員の数

　　　認定指定就労移行支援事業所ごとに１以上

エ　職業指導員又は生活支援員のうち、いずれか1人以上は常勤

（平18厚令171第176条1項1号、同2項（175条2、4項））
	□認定指定就労移行支援事業所に該当しない。

□認定指定就労移行支援事業所に該当する　　

　→□基準を満たして配置してい

　　　る

　　□基準を満たして配置していない

※　利用者数の算定等は、Ｐ３参照
	１　事前調書Ｐ６～７
２　勤務表、組織図


	

	(2) サービス管理責任者

	ア　指定就労移行支援事業所ごとに、次の①又は②に掲げる利用者の合計の区分に応じ、それぞれ次の①又は②に掲げる数以上となっているか。    
また、1人以上は常勤となっているか

　　　　①　利用者数の合計が60人以下　　→　１人以上

②　利用者数の合計が61人以上  　→　１に、利用者数の合計が60を超えて40又はその

端数を増すごとに１を加えて得た数以上

（平18厚令171第176条1項2号、同2項（175条6項））

イ　サービス管理責任者は、次の①～③のいずれの資格要件も満たしているか。

　　※　①～③の資格要件は、Ｐ５を参照。


	　□基準を満たして配置している

　□基準を満たして配置していない

　
□資格の要件を満たしている

　　→□左記の①～③を全て満たす　

　　　□暫定的に従事

　□資格の要件を満たしていない（研修の受講予定もなし）
	１　事前調書Ｐ６～７
２　資格証明書、修了証明書


	

	(3) 従業者の職務の専従
	　従業者は、専ら当該事業所に従事しているか。（ただし、利用者の支援に支障がない場合はこの限りでない。）　（平18厚令171第176条2項(175条3項)

　　※　従業者の勤務形態は、Ｐ５以下を参照。


	　□いずれの従業者も専従である

　□一部の従業者は専従ではない

→□当該事業所の業務に支障はない

　□当該事業所の業務に支障がある
	１　事前調書Ｐ６～７
２　勤務表、組織図
	


第２　人員に関する基準
〔就労継続支援Ａ型を実施している場合〕
	主 眼 事 項
	着　眼　点（根拠法令）
	自己点検結果
	確認書類
	指導結果

	１　従業者の員数

(1) 職業指導員及び生活支援員


	ア　職業指導員及び生活支援員の総数は、指定就労継続支援Ａ型事業所ごとに、常勤換算方法で、利用者の数を10で除した数以上となっているか。

（利用者数は、新規は推定、それ以外は前年度等の平均値）

（平18厚令171第186条1項1号イ）
※　利用者数の算定方法
　１　前年度を通年で事業実施している場合は、前年度の利用者延べ数を前年度の開所日数で除して得た数とする。（小数点第２位以下切り上げ。以下同じ。）

２　新設、再開、増床等で、前年度の実績が１年未満の場合は、

①　新設等の時点から６月未満の間は、便宜上、利用定員の90％を利用者数とする。  

②　新設等の時点から６か月以上１年未満の間は、直近の６月間における全利用者数の

延べ数を当該６月間の開所日数で除して得た数とする。　　

③　新設等の時点から１年以上経過している場合は、直近の１年間における全利用者数の延べ数を当該１年間の開所日数で除して得た数とする。　　

  ３　定員を減少した場合は、減少後の実績が３月以上あるときは、減少後の利用者数の延べ数を当該３月間の開所日数で除して得た数とする。

　４　ただし、上記により難い合理的な理由がある場合は、他の適切な方法により利用者数を推計するものとする。

　５　旧法指定施設から転換する場合は、当該指定申請をした日の前日から直近の１か月間の全利用者数を当該１か月間の開所日数で除して得た数とする。

　　　また、当該指定後３か月の実績により見直すことができる。
※　常勤換算方法

　　「事業所における勤務延べ時間数÷常勤の従業者が勤務すべき時間数（１週間の勤務す

べき時間数）」で算定する。（小数点第２位以下切り捨て）

　なお、１週間の勤務すべき時間数が32時間を下回る場合は32時間を基本とする。

※　多機能型における従業者の取扱い
　　多機能型の場合は、各事業所ごとに配置すべき従業員（管理者及びサービス管理責任者

を除く）間での兼務は認められず、各事業所ごとに必要な従業者の員数が確保される必要

があること。

　○　多機能型事業所

　　　次の事業については、一体的に事業を行うことにより、多機能型事業所として指定を受けることができる。

　　　①　児童デイサービス　　　　⑤　就労移行支援

　　　②　生活介護　　　　　　　　⑥　就労継続支援Ａ型

　　　③　自立訓練（機能訓練）　　⑦　就労継続支援Ｂ型　　　　

　　　④　自立訓練（生活訓練）

	　□基準を満たして配置している

　□基準を満たして配置していない

利用者数の算定
　左欄の「※　利用者数の算定方法」のいずれかの方法により、利用者数を算定する。

①　算定に用いた期間

　□前年度（※１）

　□直近の６か月未満

（※２の①）

□直近の６か月間（２の②）

□直近の１年間（２の③）

□定員減後の３か月間（※３）

□その他（※４）

（　　　　　　　　　　　）

　□指定申請日の前日から１か月間（旧法指定施設からの転換）（※５）
　□指定後３か月間（旧法指定施設からの転換）（※５）

②　延利用者数（①に基づく）

　　　　　　　　　　　　　人

③　開所日数（①に基づく）

　　　　　　　　　　　　　日

④　利用者数（②／③）

　　　　　　　　　　　．  人

（小数点第２位以下切り上げ）

　　　　　　　　　　　　　人

⑤　職業指導員及び生活支援員の必要人員（④／10）　　

　　　　　　　　　　　．  人

（小数点第２位以下切り捨て）　　　　　　　　　
	１　左記の自主点検結果の⑤と、実際の職員配置数（事前調書Ｐ７）との対比

（必要に応じて直近月以外の月を確認）


	

	(1) 職業指導員及び生活支援員


	イ　職業指導員の数は、指定就労継続支援Ａ型事業所ごとに１以上となっているか。

（平18厚令171第186条1項1号ロ）


	□基準を満たして配置している□基準を満たして配置していな　　

い
	１　事前調書Ｐ６～７
	

	
	ウ　生活支援員の数は、指定就労継続支援Ａ型事業所ごとに１以上となっているか。

（平18厚令171第186条1項1号ハ）

	□基準を満たして配置している□基準を満たして配置していな　　

い
	１　事前調書Ｐ６～７
	

	
	エ　職業指導員又は生活支援員のうち、いずれか１人以上は常勤となっているか。

（平18厚令171第186条4項）

	□基準を満たして配置している□基準を満たして配置していな　　

い
	１　事前調書Ｐ６～７
	

	(2) サービス管理責任者

(2) サービス管理責任者


	ア　指定就労継続支援Ａ型事業所ごとに、次の①又は②に掲げる利用者の合計の区分に応じ、それぞれ次の①又は②に掲げる数以上となっているか。

また、1人以上は常勤となっているか。（平18厚令171第186条1項2号、5項）
（利用者数は、新規は推定、それ以外は前年度等の平均値）

　　　　①　利用者数の合計が60人以下　　→　１人以上

②　利用者数の合計が61人以上  　→　１に、利用者数の合計が60を超えて40又はその

端数を増すごとに１を加えて得た数以上

※　多機能型事業所の特例（平18厚令171第215条2項、平18厚令174第90条2項）

　多機能型事業所（多機能型児童デイサービスを除く）については、各多機能型事業所を１事業所とみなして、各多機能型事業所の利用者の合計数をもとに、上記①、②に掲げる数とする。また、1人以上は常勤とすること。　


	　□基準を満たして配置している

　□基準を満たして配置していない

※　利用者数は、Ｐ２４の自主点検結果の④を用いる。
	１　事前調書Ｐ６～７
（必要に応じて直近月以外の月を確認）　
	

	
	イ　サービス管理責任者は、次の①～③のいずれの資格要件も満たしているか。
　　　①　障害者の保健・医療・福祉等の分野における直接支援・相談支援等の実務経験者

（a～cのいずれかを満たすこと。）
a　(ⅰ)及び(ⅱ)の実務経験が通算して５年以上あること。

（ⅰ）障害児・障害者相談支援事業、障害者・老人福祉施設等の従業者が行う相談支援業務（身体又は精神上の障害がある者等への相談、支援等）

(ⅱ) 障害者・老人福祉施設、障害福祉サービス事業所、老人居宅介護等事業所等の従事者（社会福祉主事任用資格者、児童厚生員任用資格者、保育士に限る。）が行う直接支援業務（日常生活に支障のある身体又は精神上の障害がある者への介護等）

b　直接支援業務（障害者・老人福祉施設、障害福祉サービス事業所、老人居宅介護等事業所等の従事者であって、社会福祉主事任用資格者、児童厚生員任用資格者、保育士の資格がない者）の実務経験が通算して10年以上。

c　a又はbの実務経験が３年以上で、かつ、保健師、看護師、准看護師、社会福祉士、介護福祉士等の資格に基づく業務経験が５年以上あること。

②　サービス管理責任者研修（就労に関する分野）の修了者

③　相談支援従事者研修（講義部分）修了者又は旧障害者ケアマネジメント研修修了者

　　　　　（厚生労働省告示第544号）

※　経過措置
実務経験の要件を満たしていれば、平成23年度末までに、「相談支援従事者研修（講義

部分）」を受講し、「サービス管理責任者研修」を修了することを条件に、暫定的に従事可。　　


	　□資格の要件を満たしている
　　→□左記の①～③を全て満たす　

　　　□暫定的に従事

　□資格の要件を満たしていない（研修の受講予定もなし）
	１　事前調書Ｐ６～７
２　資格証明書、修了証明書


	

	(3) 従業者の職務の専従
	　従業者（職業指導員及び生活支援員、サービス管理責任者）は、専ら当該事業所に従事しているか。（ただし、利用者の支援に支障がない場合はこの限りでない。）

　（平18厚令171第186条3項）

　
※　サービス管理責任者及び従業者の勤務形態
  １　サービス責任管理者

(1) 原則として専従でなければならず、サービス管理責任者と直接サービス提供を行う

生活支援員等の兼務は認められるものではない。

　(2) ただし、サービス提供に支障がない場合は、サービス管理責任者が当該事業所の他の職務に従事することができる。

この場合、他の職務に係る常勤換算に、サービス管理責任者が他の職務に従事した勤務時間を算定することはできない。（ただし、利用定員が20人未満の事業所については、サービス管理責任者が他の職務に従事した勤務時間を算定することが可能。）

(3) また、１人のサービス管理責任者は最大で60人までの個別支援計画の作成等の業

務を行うことができることから、この範囲内で、ア又はイのサービス管理責任者との

兼務は差し支えない。

ア　指定共同生活介護事業所又は指定生活共同援助事業所のサービス管理責任者

イ　大規模な指定障害福祉サービス事業所等において、専従かつ常勤のサービス管理責任者１人に加えて配置すべきサービス管理者

　２　従業者

　サービス管理責任者を除く従業者についても、原則として専従であるが、時間を分け

て複数の事業所に勤務することも可能である。（この場合、それぞれの事業所における

当該従業者の常勤換算は、それぞれの事業所に勤務した時間を算定する。）

なお、職業指導員又は生活支援員のうち、いずれか１人以上常勤が必要であることに留意すること。

	　□いずれの従業者も専従である

　□一部の従業者は専従ではない

→□当該事業所の業務に支障はない

　　　□当該事業所の業務に支障がある　


	１　事前調書Ｐ６～７
２　勤務表、組織図


	


第２　人員に関する基準
〔就労継続支援Ｂ型を実施している場合〕
	主 眼 事 項
	着　眼　点（根拠法令）
	自己点検結果
	確認書類
	指導結果

	１　従業者の員数

(1) 職業指導員及び生活支援員

(1) 職業指導員及び生活支援員


	ア　職業指導員及び生活支援員の総数は、指定就労継続支援Ｂ型事業所ごとに、常勤換算方法で、利用者の数を10で除した数以上となっているか。

（利用者数は、新規は推定、それ以外は前年度等の平均値）

（平18厚令171第199条（第186条1項1号イ））

※　利用者数の算定方法
　１　前年度を通年で事業実施している場合は、前年度の利用者延べ数を前年度の開所日数で除して得た数とする。（小数点第２位以下切り上げ。以下同じ。）

２　新設、再開、増床等で、前年度の実績が１年未満の場合は、

①　新設等の時点から６月未満の間は、便宜上、利用定員の90％を利用者数とする。  

②　新設等の時点から６か月以上１年未満の間は、直近の６月間における全利用者数の

延べ数を当該６月間の開所日数で除して得た数とする。　　

③　新設等の時点から１年以上経過している場合は、直近の１年間における全利用者数の延べ数を当該１年間の開所日数で除して得た数とする。　　

  ３　定員を減少した場合は、減少後の実績が３月以上あるときは、減少後の利用者数の延べ数を当該３月間の開所日数で除して得た数とする。

　４　ただし、上記により難い合理的な理由がある場合は、他の適切な方法により利用者数を推計するものとする。

　５　旧法指定施設から転換する場合は、当該指定申請をした日の前日から直近の１か月間の全利用者数を当該１か月間の開所日数で除して得た数とする。

　　　また、当該指定後３か月の実績により見直すことができる。
※　常勤換算方法

　　「事業所における勤務延べ時間数÷常勤の従業者が勤務すべき時間数（１週間の勤務す

べき時間数）」で算定する。（小数点第２位以下切り捨て）

　なお、１週間の勤務すべき時間数が32時間を下回る場合は32時間を基本とする。

※　多機能型における従業者の取扱い
　　多機能型の場合は、各事業所ごとに配置すべき従業員（管理者及びサービス管理責任者

を除く）間での兼務は認められず、各事業所ごとに必要な従業者の員数が確保される必要

があること。

　○　多機能型事業所

　　　次の事業については、一体的に事業を行うことにより、多機能型事業所として指定を受けることができる。

　　　①　児童デイサービス　　　　⑤　就労移行支援
　　　②　生活介護　　　　　　　　⑥　就労継続支援Ａ型

　　　③　自立訓練（機能訓練）　　⑦　就労継続支援Ｂ型　　　　

　　　④　自立訓練（生活訓練）

	□基準を満たして配置している

□基準を満たして配置していない
利用者数の算定
　　左欄の「※　利用者数の算定方法」のいずれかの方法により、利用者数を算定する。

①　算定に用いた期間

　□前年度（※１）

　□直近の６か月未満

（※２の①）

□直近の６か月間（２の②）

□直近の１年間（２の③）

□定員減後の３か月間（※３）

□その他（※４）

（　　　　　　　　　　　）

　□指定申請日の前日から１か月間（旧法指定施設からの転換）（※５）
　□指定後３か月間（旧法指定施設からの転換）（※５）

②　延利用者数（①に基づく）

　　　　　　　　　　　　　人

③　開所日数（①に基づく）

　　　　　　　　　　　　　日

④　利用者数（②／③）

　　　　　　　　　　　．  人

（小数点第２位以下切り上げ）

　　　　　　　　　　　　　人

⑤　職業指導員及び生活支援員の必要人員（④／10）　　

　　　　　　　　　　　．  人

（小数点第２位以下切り捨て）
	１　左記の自主点検結果の⑤と、実際の職員配置数（事前調書Ｐ７）との対比

（必要に応じて直近月以外の月を確認）　
	

	
	イ　職業指導員の数は、指定就労継続支援Ｂ型事業所ごとに１以上となっているか。

（平18厚令171第199条（第186条1項1号ロ））
	□基準を満たして配置している
□基準を満たして配置していない
	１　事前調書Ｐ６～７

	

	
	ウ　生活支援員の数は、指定就労継続支援Ｂ型事業所ごとに１以上となっているか。

（平18厚令171第199条（第186条1項1号ハ））
	□基準を満たして配置している□基準を満たして配置していな　　

い
	１　事前調書Ｐ６～７
	

	
	エ　職業指導員又は生活支援員のうち、いずれか１人以上は常勤となっているか。

（平18厚令171第199条（第186条4項））


	□基準を満たして配置している□基準を満たして配置していな　　

い
	１　事前調書Ｐ６～７
	

	(2) サービス管理責任者


	ア　指定就労継続支援Ｂ型事業所ごとに、次の①又は②に掲げる利用者の合計の区分に応じ、それぞれ次の①又は②に掲げる数以上となっているか。

また、1人以上は常勤となっているか。（平18厚令171第199条（第186条1項2号、5項））

　　　（利用者数は、新規は推定、それ以外は前年度等の平均値）

①　利用者数の合計が60人以下　　→　１人以上

②　利用者数の合計が61人以上  　→　１に、利用者数の合計が60を超えて40又はその

端数を増すごとに１を加えて得た数以上

※　多機能型事業所の特例（平18厚令171第215条2項、平18厚令174第90条2項）

　多機能型事業所（多機能型児童デイサービスを除く）については、各機能型事業所を１事業所とみなして、各多機能型事業所の利用者の合計をもとに、上記①、②に掲げる数とする。また、このうち1人以上は常勤とすること。

イ　サービス管理責任者は、次の①～③のいずれの資格要件も満たしているか。

　　　①　障害者の保健・医療・福祉等の分野における直接支援・相談支援等の実務経験者

（a～cのいずれかを満たすこと。）
a　(ⅰ)及び(ⅱ)の実務経験が通算して５年以上あること。

（ⅰ）障害児・障害者相談支援事業、障害者・老人福祉施設等の従業者が行う相談支援業務（身体又は精神上の障害がある者等への相談、支援等）

(ⅱ) 障害者・老人福祉施設、障害福祉サービス事業所、老人居宅介護等事業所等の従事者（社会福祉主事任用資格者、児童厚生員任用資格者、保育士に限る。）が行う直接支援業務（日常生活に支障のある身体又は精神上の障害がある者への介護等）

b　直接支援業務（障害者・老人福祉施設、障害福祉サービス事業所、老人居宅介護等事業所等の従事者であって、社会福祉主事任用資格者、児童厚生員任用資格者、保育士の資格がない者）の実務経験が通算して10年以上。

c　aア又はbの実務経験が３年以上で、かつ、保健師、看護師、准看護師、社会福祉士、介護福祉士等の資格に基づく業務経験が５年以上あること。

②　サービス管理責任者研修（就労に関する分野）の修了者

③　相談支援従事者研修（講義部分）修了者又は旧障害者ケアマネジメント研修修了者

　　　　　　（厚生労働省告示第544号）
※　経過措置

実務経験の要件を満たしていれば、平成23年度末までに、「相談支援従事者研修（講義

部分）」を受講し、「サービス管理責任者研修」を修了することを条件に、暫定的に従事可。


	　□基準を満たして配置している

　□基準を満たして配置していない

※　利用者数は、Ｐ２７の自主点検結果の④を用いる。

　□資格の要件を満たしている

　　→□左記の①～③を全て満たす　

　　　□暫定的に従事

□資格の要件を満たしていない（研修の受講予定もなし）
	１　事前調書６～７
（必要に応じて直近月以外の月を確認）　
２　資格証明書、修了証明書


	

	(3) 従業者の職務の専従
	　従業者（職業指導員及び生活支援員、サービス管理責任者）は、専ら当該事業所に従事しているか。（ただし、利用者の支援に支障がない場合はこの限りでない。）　

（平18厚令171第199条（第186条3項））

※　サービス管理責任者及び従業者の勤務形態
  １　サービス責任管理者

(1)原則として専従でなければならず、サービス管理責任者と直接サービス提供を行う

生活支援員等の兼務は認められるものではない。

　(2)ただし、サービス提供に支障がない場合は、サービス管理責任者が当該事業所の他の職務に従事することができる。

この場合、サービス管理責任者が他の職務に従事した勤務時間を、他の職務に係る常勤換算に算定することはできない。（ただし、平18厚令171附則第5条の規定に基づき旧法施設に併設した事業所で利用定員を20人未満としている等、利用定員が20人未満の事業所については、サービス管理責任者が他の職務に従事した勤務時間を、他の職務に係る常勤換算に算定することが可能。）
(3)また、１人のサービス管理責任者は最大で60人までの個別支援計画の作成等の業

務を行うことができることから、この範囲内で、ア又はイのサービス管理責任者との

兼務は差し支えない。

ア　指定共同生活介護事業所又は指定生活共同援助事業所のサービス管理責任者

イ　大規模な指定障害福祉サービス事業所等において、専従かつ常勤のサービス管理責任者１人に加えて配置すべきサービス管理者

　２　従業者

　サービス管理責任者を除く従業者についても、原則として専従であるが、時間を分け

て複数の事業所に勤務することも可能である。（この場合、それぞれの事業所における

当該従業者の常勤換算は、それぞれの事業所に勤務した時間を算定する。）

なお、職業指導員又は生活支援員のうち、いずれか１人以上常勤が必要であることに留意すること。

	　□いずれの従業者も専従である

　□一部の従業者は専従ではない

　　→□当該事業所の業務に支障はない

　　　□当該事業所の業務に支障がある　


	１　事前調書Ｐ６～７
２　勤務表、組織図


	


第２　人員に関する基準
〔施設入所支援〕
	主 眼 事 項
	着　眼　点（根拠法令）
	自己点検結果
	確認書類
	指導結果

	(1) 生活支援員

　


	ア　生活支援員は、施設入所支援の利用者数の合計の区分に応じ、サービスの単位ごとに、それぞれ次の①又は②に掲げる数以上となっているか。（利用者数は、新規は推定、それ以外は前年度等の平均値）

　　　ただし、指定生活介護を除く昼間実施サービス（指定機能訓練、指定生活訓練、就労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型を受ける者又は厚生労働省大臣が定める者（下記参照））に対してのみサービスを提供する場合は、宿直勤務を行う生活支援員が1以上となっているか。

　　　　①　利用者数の合計が60人以下　　→　１人以上

②　利用者数の合計が61人以上  　→　１に、利用者数の合計が60を超えて40又はその端数を増すごとに１を加えて得た数以上

　　　　（平18厚令172第4条1項5号イ(1)、同2項）

※　ただし、夜勤体制により報酬区分が異なる。

※　厚生労働大臣が定める者

指定生活介護を利用している特定旧法受給者等であって、区分３（50歳以上の者は区分２）以下の者、又は区分１から区分６のいずれにも該当しない者（→障害程度区分から、本来は生活介護の対象外である者）

（厚生労働省告示第553号、平18厚告523別表第10の1の注1(3)）

※　施設入所支援のサービス提供時間

施設入所支援については、夜間の時間帯（午後10時から翌日の午前5時までの時間を含めた連続16時間をいい、原則として、指定障害者支援施設等ごとに設定する。）を通じて、利用定員の規模に応じて、夜勤を行う生活支援員を必要数配置するものであること。

※　昼間実施サービスと施設入所支援の従業者の兼務

昼間実施サービスの従業者が施設入所支援の生活支援員を兼務する場合は、当該昼間実施サービスの従業者の員数の算定に当たり、施設入所支援の生活支援員が夜間の時間帯に勤務した時間を含めても差し支えない。従って、昼間実施サービスの従業者とは別に、施設入所支援の生活支援員を確保する必要はない。

　（事例）

　　昼間、生活介護（利用者５人に従業者１人配置）を行う指定障害者支援施設であって、利用定員が50人の場合（常勤職員が１日に勤務すべき時間が８時間の場合）

　　→　 指定障害者支援施設における従業者の１日の勤務延べ時間数は、

　　　　   　・生活介護の従業者　　50人÷5 ＝ 10人

　　　10人×8時間 ＝ 80時間

　　　　　   ・施設入所支援の生活支援員    1人×16時間 ＝ 16時間

         合計96時間が必要となるのではなく、夜間の時間帯を通じて1人の生活支援員を確保した上で、合計80時間が確保すれば足りる。


	　□基準を満たして配置している
　□基準を満たして配置していない


	１　事前調書Ｐ６～７
２　勤務表、組織図


	

	(2) サービス管理責任者


	ア　次の①又は②に掲げる利用者の合計の区分に応じ、それぞれ次の①又は②に掲げる数以上となっているか。（昼間実施サービスを複数実施している場合は、当該各事業の利用者数の合計）
また、1人以上は常勤となっているか。（平18厚令172第4条1項1～5号）

　　　　①　利用者数の合計が60人以下　　→　１人以上

3 　利用者数の合計が61人以上  　→　１に、利用者数の合計が60を超えて40又はそ

の端数を増すごとに１を加えて得た数以上
※  留意事項

　１　１人のサービス管理責任者は、最大利用者60人までのサービス計画の作成等の業務を行うことができることから、この範囲内で、当該施設で実施する昼間実施サービスのサービス管理責任者を兼務することが可能である。

２　原則として、サービス管理責任者と昼間実施サービスのサービス提供職員とは異なる

ものであること。（ただし、利用者へのサービス提供に支障がない場合は、指定障害者支援施設等の他の職務に従事することができる。なお、サービス管理責任者がサービス提供職員と兼務した場合は、当該勤務時間は従業者の勤務時間に算定できないこと。）　　

３　施設入所支援のサービス管理責任者は、原則として、昼間実施サービスのサービス管理責任者が兼ねるものとする。

　
	　□基準を満たして配置している
　□基準を満たして配置していない

　

※　利用者数は、当該事業所が実施する各事業（施設入所支援を除く）の利用者数の合計

　□資格の要件を満たしている
　　→□左記の①～③を全て満たす　

　　　□暫定的に従事

　□資格の要件を満たしていない（研修の受講予定もなし）

 　

	１　事前調書Ｐ６～７
２　勤務表、組織図


	

	
	イ　サービス管理責任者は、次の①～③のいずれの資格要件も満たしているか。
①　障害者の保健・医療・福祉等の分野における直接支援・相談支援等の実務経験者

（a～cのいずれかを満たすこと。）

a　(ⅰ)及び(ⅱ)の実務経験が通算して５年以上あること。

（ⅰ）障害児・障害者相談支援事業、障害者・老人福祉施設等の従業者が行う相談支援業務（身体又は精神上の障害がある者等への相談、支援等）

(ⅱ) 障害者・老人福祉施設、障害福祉サービス事業所、老人居宅介護等事業所等の従事者（社会福祉主事任用資格者、児童厚生員任用資格者、保育士に限る。）が行う直接支援業務（日常生活に支障のある身体又は精神上の障害がある者への介護等）

b　直接支援業務（障害者・老人福祉施設、障害福祉サービス事業所、老人居宅介護等事業所等の従事者であって、社会福祉主事任用資格者、児童厚生員任用資格者、保育士の資格がない者）の実務経験が通算して10年以上。

c　a又はbの実務経験が３年以上で、かつ、保健師、看護師、准看護師、社会福祉士、介護福祉士等の資格に基づく業務経験が５年以上あること。

②　サービス管理責任者研修（昼間実施するサービスに関する分野）の修了者

③　相談支援従事者研修（講義部分）修了者又は旧障害者ケアマネジメント研修修了者

　　　　（厚生労働省告示第544号）

※　経過措置
　実務経験の要件を満たしていれば、平成23年度末までに、「相談支援従事者研修（講義

部分）」を受講し、「サービス管理責任者研修」を修了することを条件に、暫定的に従事可。　

	
	
	

	(3) 職務の専従


	障害者支援施設等の従業者（サービス管理責任者を含む）は、生活介護の単位若しくは施設入所
支援の単位ごとに専ら当該生活支援若しくは入所支援の担当に当たる者又は専ら自立支援（機能訓練・生活訓練）若しくは就労移行支援の提供に当たるものとなっているか。
（ただし、利用者の支援に支障がない場合はこの限りでない。）
　（平18厚令172第4条3項）

　
※　従業者の勤務形態
　　原則として専従であり、職種間の業務は認められるものではないが、業務に差し支えな
いと判断される場合は、当該施設の他の職種（管理者又はサービス提供責任者若しくはそ
の他の従業者）との兼務は可能。

	□適切に配置している
□適切に配置していない

　


	
	

	(4) 管理者

　（施設長）


	　障害者支援施設の管理者は、社会福祉法第１９条第１項各号のいずれかに該当する者若しくは社会福祉事業に２年以上従事した者又はこれらと同等以上の能力を有すると認められる者となっているか。（平18厚令177第5条）

①　社会福祉主事任用資格者

②　社会福祉事業に2年以上従事した者

③　これらと同等以上の能力を有すると認められる者

　　　　　　（平18厚令174第72条）(障害福祉サービス事業最低基準)


	□資格の要件を満たしている
　　→□左記の①～③を全て満たす　

　　　□暫定的に従事

　□資格の要件を満たしていない（研修の受講予定もなし）
	
	

	２　従たる事業所を設置する場合における特例


	　指定障害者支援施設等は、当該指定障害者支援施設等における主たる事務所と一体的に管理運営を行う事業所（従たる事業所）を設置する場合においては、主たる事業所及び従たる事業所の従業者（サービス管理責任者を除く。）のうちそれぞれ１人以上は、常勤かつ専ら当該主たる事業所又は従たる事業所の職務に従事しているか。
	□適切に配置している
□適切に配置していない

　


	
	


第３　設備に関する基準

	主 眼 事 項
	着　眼　点（根拠法令）
	自己点検結果
	確認書類
	指導結果

	１　設備
１　設備

	（１）訓練・作業室、居室、食堂、浴室、洗面所、便所、相談室及び多目的室その他運営上必要な設備を設けているか。（平18厚令172第6条1、4項） 

    ※　相談室及び多目的室は、利用者の支援に支障がない場合は兼用できる。

　　

※　経過措置
①　経過的指定障害者支援施設等は、就労継続支援Ａ型又は就労継続支援Ｂ型の提供に当たって支障がない場合は、訓練・作業室を設けないことができる。

　　（平18厚令172附則第5条）

①　平成18年10月1日に現存する指定身体障害者入所更生（療護、入所授産）施設、

　指定知的障害者入所更生（入所授産、通勤寮）、精神障害者生活訓練施設及び精神障害者入所授産施設（平成18年10月1日以降に増築、改築された部分を除く）については、当分の間、多目的室を設けないことができる。

　　（平18厚令172附則第15条）

（２）各設備の基準は次のとおりとなっているか。（平18厚令172第6条2項）

①　訓練・作業室

ア　専ら実施するサービスの種類ごとの用に供するものであるか。（ただし、利用者の支援に支障がない場合はこの限りではない）

イ　訓練又は作業に支障がない広さ有しているか。

ウ　訓練又は作業に必要な機械器具等を備えているか。

②  居室

　ア　１居室の定員は４人以下であるか、

　イ　地階に設けられていないか。

　ウ　利用者１人当たりの床面積は、収納設備等を除き9.9平方メートル以上となっているか。

　エ　寝台又はこれに代わる設備を備えているか。

　オ　１以上の出入口は、避難上有効な空地、廊下又は広間に直接面して設けているか。

　カ　必要に応じて利用者の身の周り品を保管することができる設備を設けているか。

　キ　ブザー又はこれらに代わる設備を設けているか。

※　経過措置
１　定員

平成18年10月1日に現存する指定知的障害者入所更生（入所授産、通勤寮）施設（平成18年10月1日以降に増築、改築された部分を除く）については、原則として１居室の定員は原則として４人以下であること。（平18厚令172附則第16条）

２　居室面積

(1) 平成18年10月1日に現存する指定身体障害者入所更生（療護、入所授産）施設、指定知的障害者入所更生（入所授産、通勤寮）施設（平成18年10月1日以降に増築、改築された部分を除く）については、１居室の面積は6.6平方メートル以上とする。

(2)　平成18年10月1日に現存する精神障害者生活訓練施設及び精神障害者入所授産施設（平成18年10月1日以降に増築、改築された部分を除く）については、１居室の面積は4.4平方メートル以上とする。

(3)　平成15年4月1日に現存する指定身体障害者入所更生（入所授産）施設、指定知的障害者入所更生（入所授産、通勤寮）施設（平成15年10月1日以降に増築、改築された部分を除く）については、１居室の面積は3.3平方メートル以上とする。　（平18厚令172附則第17条）

　③　ブザー又はこれに代わる設備

　　平成18年10月1日に現存する指定身体障害者入所更生（入所授産）施設、指定知的障害者入所更生（入所授産、通勤寮）施設、精神障害者生活訓練施設及び精神障害者入所授産施設（平成18年10月1日以降に増築、改築された部分を除く）について

は、当分の間、ブザー又はこれに代わる設備を設けないことができる。

　（平18厚令172附則第18条）

③　食堂　

　ア　食事の提供に支障がない広さを有しているか。

　イ　必要な備品を備えているか。

④　浴室

　　利用者の特性に応じたものとなっているか。

⑤　洗面所

　　ア　居室のある階ごとに設けているか。

イ　利用者の特性に応じたものであるか。

⑥　便所

ア　居室のある階ごとに設けているか。

イ　利用者の特性に応じたものであるか。

　⑦　相談室

　　　室内における談話の漏えいを防ぐための間仕切り等を設けているか。


	　□全て設けている
　□一部設けていない

　　→□経過措置の適用有り

　　　□経過措置の適用なし

設けていない設備（経過措置

の適用がない場合に記載）

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　


	１　平面図（実地確認）
２　運営規程、重要事項説明書
	

	
	
	　□いずれも満たしている

　　→□経過措置の適用有り

　　　□経過措置の適用なし

　□一部満たしていない

満たしていない内容

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　


	
	

	１　設備

	　
⑧　廊下幅

　　ア　1.5メートル以上であるか。ただし、中廊下の幅は、1.8メートル以上であるか。

　　　　（※　中廊下とは、廊下の両側に居室等利用者の日常生活に直接使用する設備のある廊下をいう。）

イ　廊下の一部の幅を拡張することにより、利用者、従業者等の円滑な往来に支障がないか。

　　　　（※　具体的には、アルコープ（廊下の壁の一部を少し交代させて作る窪みや空間）を設けることなどにより、利用者又は従業者等がすれ違う際にも支障が生じない場合を想定している。）
※　経過措置
　１　平成18年10月1日に現存する指定知的障害者入所更生（入所授産）施設につい

ては、廊下幅について1.35メートル以上とする。

２　平成18年10月1日に現存する指定知的障害者通勤寮、精神障害者生活訓練施設及び精神障害者入所授産施設については、上記ア及びイの規定は当分の間適用しない。

３　平成18年10月1日に現存する指定身体障害者入所更生（療護、入所授産）施設、

指定知的障害者入所更生（入所授産）については、上記イの規定は当分の間適用しない。　（平18厚令172附則第19条）

（３）認定指定障害者支援施設等が就労移行支援を行う場合の設備基準は、（２）に規定するほか、あん摩マッサージ指圧師、はり師及びきゅう師に係る学校養成施設認定規則の規定によりあん摩マッサージ指圧師、はり師及びきゅう師に係る学校又は養成施設として必要とされる設備を有しているか。
	　□いずれも満たしている

　□一部満たしていない

満たしていない内容

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　


	
	


第４　運営に関する基準 
※　「主眼事項」の欄に【　】で事業名が記載されている場合を除き、各事業（生活介護～施設入所支援の７事業）共通
	主 眼 事 項
	着　眼　点（根拠法令）
	自己点検結果
	確認書類
	指導結果

	１　内容及び手続
きの説明及び同

意


	（１）利用申込みがあったときは、障害の特性に配慮しつつ、利用申込者に対し、実施する施設障害福祉サービスの種類ごとに、サービスの選択に必要な重要事項（運営規程の概要、従業者の勤務体制、事故発生時の対応、苦情処理の体制等）をパンフレット等で説明を行い、同意を得ているか。
　（同意は、利用者及び事業者双方の保護の立場から、書面によって確認するのが望ましい。）

（平18厚令172第7条1項）




	　□適切に行っている
□適切に行っていない

　　　　　　　　　　　　　　
	１　運営規程、重要事項説明書、パンフレット
２　契約書（又は同意書）

３　利用申込書（作成している場合）


	

	
	（２）利用契約をしたときは、利用者に対し、社会福祉法第77条の規定に基づき、書面（契約書、重要事項説明書）を交付しているか。（平18厚令172第7条2項）
	　□交付している
□交付していない

　　　　　　　　　　　　　　　　　
	１　契約書
２　重要事項説明書
	

	２　契約支給量の報告等
	（１）契約成立後、受給者証記載事項（施設障害福祉サービスの種類ごとの内容、契約支給量、契約日等）を受給者証に記載しているか（平18厚令172第8条1項）

	□記載している
□記載していない
	１　受給者証
	

	
	（２）契約支給量は、支給量を超えていないか。（平18厚令172第8条2項）

	□超えていない
□超えている
	１　受給者証
	

	
	（３）利用契約をしたときは、受給者証記載事項その他必要な事項を市町村に対し遅滞なく報告しているか。（平18厚令172第8条3項）

	□報告している
□報告していない
	１　報告控
	

	
	（４）受給者証記載事項に変更があった場合は、（１）から（３）に準じて取り扱っているか。
　　　（平18厚令172第8条4項）


	□適正に取り扱っている
□適正に取り扱っていない
	１　受給者証
２　報告控
	

	３　提供拒否の禁
止


	正当な理由なく、サービスの提供を拒んでいないか。（平18厚令172第9条）
※　正当な理由
　１　現員からは利用申込みに応じきれない場合

　２　運営規程に主たる障害の種類を定めており、この該当者以外からの利用申込みがあった場合、その他適切なサービスの提供が困難な場合

　　３　入院治療が必要な場合　等

	　□拒んでいない
□拒んでいる

　　　拒んでいる場合の理由
	１　拒んでいる場合は、その理由の詳細を確認
	

	４　連絡調整に対
する協力　
	サービス利用の連絡調整に当たり、市町村又は相談支援事業者にできる限り協力しているか。
（平18厚令172第10条）

　
	　□協力している
□協力していない


	１　連絡調整に関する記録等
	

	５　サービス提供困難時の対応
【(1)施設入所支援を除く各事業】
【(2)各事業】
	（１）生活介護、機能訓練、生活訓練、就労移行支援、就労継続支援Ａ型又は就労継続支援Ｂ型について、通常の実施地域等を勘案し、利用者申込者に対し適切なサービス提供が困難な場合、他の事業者等の紹介等の必要な措置を講じているか。（就労継続支援Ａ型又は就労継続支援Ｂ型
　　は、旧法指定施設から移行した場合に限る。以下同じ。）

（平18厚令172第11条1項、附則第14条）


	□講じている
□講じていない


	１　連絡調整に関する記録等
	

	
	（２）利用申込者が入院治療を必要とする場合その他適切な便宜を提供することが困難な場合（前頁の「正当な理由」による場合）は、適切な病院又は診療所の紹介その他必要な措置を速やかに講じているか。（平18厚令172第11条2項）
	□講じている
□講じていない


	１　連絡調整に関する記録等
	

	６　受給資格の確認

	　サービスの提供に当たり、受給者証により、支給決定の有無、支給決定有効期間、支給量等を確かめているか。（平18厚令172第12条）

	　□確かめている
□確かめていない


	１　受給者証
	

	７　介護給付費又は訓練等給付費の支給の申請に係る援助　

	（１）支給決定を受けていない者から利用申込みがあった場合、速やかに介護給付費又は訓練等給付費の申請が行われるよう必要な援助を行っているか。（平18厚令172第13条1項）
	　□行っている
□行っていない


	１　相談記録等
	

	
	（２）支給期間の終了に伴う介護給付費又は訓練等給付費の支給申請について、支給決定に通常要する期間を考慮し、申請勧奨等の必要な援助を行っているか。（平18厚令172第13条2項）
	　□行っている
□行っていない


	１　サービス提供記録等
	

	８　心身の状況等
　の把握
	サービスの提供に当たり、利用者の心身の状況、その置かれている環境、他の保健医療サービス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努めているか。（平18厚令172第14条）

	　□努めている
□努めていない


	１　心身状況等に関する調査書等
２　サービス提供記録等
	

	９　指定障害福祉
サービス事業者等との連携等


	（１）サービスの提供に当たり、地域や家庭との結びつきを重視した運営を行い、市町村、他の指定障害福祉サービス事業者等その他の保健医療・福祉サービス提供者との密接な連携に努めているか。（平18厚令172第15条1項）
	　□努めている
□努めていない


	１　サービス提供記録
２　連絡調整に関する記録等
	

	
	（２）サービスの提供の終了に際して、利用者等に対し適切な援助を行うとともに、保健医療・福祉サービス提供者との密接な連携に努めているか。（平18厚令172第15条2項）
	　□努めている
□努めていない


	１　サービス提供記録
２　連絡調整に関する記録等
	

	10　身分を証する書類の携行
【機能訓練、生活訓練】 　
	従業者に身分を証する書類を携行させ、初回訪問時及び利用者又はその家族から求められたときは、これを提示する旨の指導をしているか。（平18厚令172第16条）
※　身分証には施設等の名称及び氏名を記載すること。また、当該従業者の写真の貼付や職能を記載するのが望ましい。


	　□身分証を携帯させている
□身分証を携帯させていない


	１　身分証
	

	11 サービスの提
供の記録

11　サービスの提
供の記録

	（１）サービスを提供した際に、サービスの種類ごとに、サービス提供日、サービスの具体的な内容、利用者負担額等の伝達すべき事項ををその都度記録しているか。
（ただし、１利用者に１サービスを提供する場合であって、当該記録を適切に行うことができる場合は、これらの事項について後日一括で記録することも差し支えない。）

（平18厚令172第17条1項）
	　□記録している
□記録していない


	１　サービス提供記録
	

	
	（２）サービス提供の記録に際して、利用者からサービスの種類ごとに、サービスを提供した旨の確認を受けているか。（平18厚令172第17条2項)
	□受けている
□受けていない
	
	

	12　利用者に求めることのできる金銭の支払の範囲等

	（１）利用者負担額以外に利用者から金銭の支払いを求める場合、使途が直接利用者の便益を向上させるものであって、利用者に支払を求めることが適当であるもの（＝その他の日常生活費）に限られているか。（平18厚令172第18条1項）

	　□限られている
□限られていない


	１　契約書、重要事項説明書

	

	
	（２）金銭の支払いを求める際に、使途、額及び支払いを求める理由を書面で明らかにし、利用者から同意を得ているか。（ただし、次の１３の（１）～（３）については、この限りではない。）
（平18厚令172第18条2項）


	　□同意を得ている
□同意を得ていない

　


	１　契約書、重要事項説明書
２　同意書（又は同意が客観的に確認できるもの）
	

	13  利用者負担額
　等の受領

13  利用者負担額
　等の受領

13  利用者負担額
　等の受領


	（１）法定代理受領による場合、利用者から利用者負担額を受領しているか。（負担額が生じる場合は必ず受領すること。）  （平18厚令172第19条1項）
※　利用者負担額
昼間実施サービス及び施設入所支援を利用した場合の利用者負担額は、原則として各サ

ービスの基準額の１割負担の合計額であるが、低所得者については、収入等に応じて利用者負担額が軽減されている。

市町村は毎年度、各利用者について、軽減後の負担上限月額を障害福祉サービス受給者

証の「負担上限月額」欄に記載しており、徴収額は「負担上限月額」の範囲内となる。

	　□受領している
□受領していない


	１　領収書控
２　受給者証、利用者負担に関する台帳


	

	
	（２）法定代理受領を行わないサービスを提供した際に、利用者負担額のほか、厚生労働大臣が定める基準額を受領しているか。（平18厚令172第19条2項）
	　□受領している
□受領していない


	１　領収書控

	

	
	（３）（１）及び（２）のほか、利用者に提供したサービスの種類ごとに、便宜に要する費用のうち、利用者から受けることができる次の費用の支払いを受けているか。
（平18厚令172第19条3項、4項、附則第14条、厚生労働省告示第545号）

　　※　ただし、日中実施サービス（下記のア、イ）の「①　食事の提供に要する費用（食費）」は、通所により日中実施サービスのみ利用する場合に適用する。
　ア　生活介護を行う場合

　　①　食事の提供に要する費用（食費）

　　   (ⅰ) 一般世帯：食材料費、調理員等の人件費相当分

　　　 (ⅱ) 低所得世帯（H19.7.1以降は所得割16万円未満の世帯、H20.7.1以降は28万円）
：食材料費

②　創作的活動に係る材料費

③　日用品費

④　日常生活において通常必要となるものに係る費用であって、利用者に負担させることが適当と認められるもの（その他の日常生活費）
イ　機能訓練、生活訓練、就労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型を行う場合
　　①　食事の提供に要する費用（食費）

　　　   (ⅰ) 一般世帯：食材料費、調理員等の人件費相当分

　　　　 (ⅱ) 低所得世帯（H20.7.1以降は28万円）
：食材料費

②　日用品費

③　日常生活において通常必要となるものに係る費用であって、利用者に負担させることが適当と認められるもの（その他の日常生活費）

　ウ　施設入所支援を行う場合

①　食事の提供に要する費用（食費）及び光熱水費（居室を含め生活全般に係る費用）
　　②　厚生労働大臣が定める基準（※次頁参照）に基づき、利用者が選定する特別な居室（国庫
補助金又はこれに準ずるものを受けて建築、買収、改造されたものを除く）の提供を行った
ことに伴い必要となる費用

③　被服費

④　日用品費

⑤　日常生活において通常必要となるものに係る費用であって、利用者に負担させることが適当と認められるもの（その他の日常生活費）
※　施設入所支援及び昼間実施サービスを利用する場合の取扱い

　１　食費及び光熱水費 

　（１）低所得の施設入所支援利用者に対しては、障害者自立支援法第34条の規定により、食費及び光熱水費の負担を補足給付（特定障害者特別給付費）により軽減する仕組みとなっている。（→よって、昼間実施サービスのみ利用する通所者を除き、食費を昼間実施サービスとして徴収しない。）
　（２）食費（１日３食）及び光熱水費に係る徴収額は、月額58,000円（基準額）以内となる必要があり、低所得者については、利用者からの徴収額（月額）と補足給付（月額）が58,000円以内である必要がある。

※　ただし、１か月を30.4日として算定しており、当該月が31日の場合は、58,000

円を上回ることは差し支えない。

※　食費及び光熱水費は、合計額が58,000円の範囲内であれば、各々は国が示した標準額（食費4.8万円、光熱水費1.0万円）を上回るのは差し支えない。

※　補足給付（月額）は、障害福祉サービス受給者証の「（五）特定障害者特別給付費支給額」（補足給付日額）に当該月のサービス利用日数を乗じた金額。
（ただし、入院・外泊等がある場合は、入院・外泊加算が適用される日についても食費を徴収することは可能。（徴収しなくとも良い。）
また、光熱水費は、入院・外泊期間でも徴収することは可能。（ただし、入院・外泊期間中に当該利用者の居室を短期入所に利用する場合を除く。））　　

２　日用品費等

　　食費及び光熱水費を除く日用品費等については、施設入所支援又は昼間実施サービス

　の種類ごとに徴収する。　

　

※　日用品費等の徴収額（日中実施サービス、施設入所支援共通）
　　介護給付費又は訓練等給付費の支給対象となっているサービスに係る費用の徴収は認められない。

また、お世話料、管理協力費等のあいまいな名目による費用の徴収や、各利用者から一律に徴収することは認められない。
　

※　厚生労働大臣が定める基準
１　特別な居室の定員が、１人又は２人であること。

２　特別な居室の定員の合計数を運営規程に定める施設入所支援に係る利用定員で除して得た数が、おおむね100分の50を超えないこと。
３　特別な居室の利用者１人当たりの床面積が、9.9平方メートル以上であること。

４　特別な居室の施設、設備等が、特別な居室の提供を行ったことに伴い必要となる費用の支払いを利用者から受けるにふさわしいものであること。

５　特別な居室の提供が、利用者への情報提供を前提として利用者の選択に基づいて行われたものであり、サービス提供上の必要性から行われるものでないこと。
６　特別な居室の提供を行ったことに伴い必要となる費用の額が、運営規程に定められていること。
（厚生労働省告示第541号）

	　□適正に支払いを受けている
□適正に支払いを受けていない


	１　重要事項説明書により利用料を確認
２　食費及び光熱水費の徴収額が適正であるかの確認

３　領収書控


	

	
	（４）（１）から（３）の費用を受領した場合に、利用者に対し領収書を交付しているか。
（平18厚令172第19条5項）


	　□交付している
□交付していない


	１　領収書控
	

	
	（５）（３）のサービス提供に当たり、利用者に対しあらかじめサービスの内容及び費用について説明し、同意を得ているか。（平18厚令172第19条6項）

	　□同意を得ている
□同意を得ていない


	１　契約書、重要事項説明書
２　同意書（又は同意が客観的に確認できるもの）
	

	14　利用者負担額に係る管理

	（１）施設入所支援を受けている利用者が他事業所で指定障害福祉サービスを受け、利用者負担額の管理（上限額管理）を行っている場合、障害福祉サービス費及び利用者負担合計額の算定は適正か。

（２）日中サービスのみを利用する利用者から依頼で、施設での障害福祉サービス及び他の指定障害福祉サービスを受け、利用者負担額の管理（上限額管理）を行っている場合、障害福祉サービス費及び利用者負担合計額の算定は適正か。

（３）上限額管理を行う場合は、利用者負担合計額を市町村に報告するとともに、利用者及び他事業者に通知しているか。（平18厚令172第20条）


	　□該当なし
□適正に上限額管理を行っている
□適正に上限額管理を行っていない

□上限額管理結果を報告等している

□上限額管理結果を報告等してない　
	１　上限額管理依頼書
２　上限額管理関係書類
	

	15　介護給付費又は訓練等給付費の額に係る通知等

	（１）法定代理受領により市町村から介護給付費又は訓練等給付費を支給された場合、利用者に対しその額を通知しているか。（平18厚令172第21条1項）
	　□通知している
□通知していない


	１　通知書控
	

	
	（２）利用者から法定代理受領を行わないサービスの費用を受領した場合、サービスの種類ごとの内容、費用の額その他利用者が市町村に介護給付費等の請求をする上で必要な事項を記載したサービス提供証明書を利用者に交付しているか。（平18厚令172第21条2項）
	　□交付している
□交付していない


	１　サービス提供証明書控
	

	16　施設障害福祉サービスの取扱方針

	取扱方針は次に掲げるところとなっているか。（平18厚令172第22条1項）
　①　施設等は、施設障害福祉サービス計画に基づき、利用者の心身の状況等に応じて支援を適切に行うとともに、サービスの提供が漫然かつ画一的なものとならないよう配慮しているか。

②　従業者は、サービスの提供に当たっては、懇切丁寧を旨とし、利用者又は家族に対し、支援上必要な事項について、理解しやすいように説明を行っているか。

③　施設等は、提供するサービスの質の評価を行い、常にその改善を図っているか。


	　□取扱方針は左記の基本方針に沿ったものとなっている
□取扱方針は左記の基本方針に沿ったものとなっていない


	１　運営規程、重要事項説明書、パンフレット
２　施設障害福祉サービス計画書、サービス提供記録

３　各種会議録　
	

	17　施設障害福祉サービス計画の作成等
17　施設障害福祉サービス計画の作成等　　　　　


	（１）管理者は、サービス管理責任者に、サービスに係る個別支援計画（施設障害福祉サービス計画）の作成に関する業務を担当させているか。（平18厚令172第23条1項）

	　□担当させている    
　□その他


	１　施設障害福祉サービス計画書
２　計画作成に関する会議録
	

	
	（２）サービス管理責任者は、施設障害福祉サービス計画の作成に当たり、利用者の能力、その置かれている環境及び日常生活全般の状況等の評価を通じて、利用者の希望する生活や課題等の把握（アセスメント）を行い、利用者が自立した日常生活を営むことができるよう適切な支援内容の検討を行っているか。（平18厚令172条第23条2項）
	　□適切に行っている
□適切に行っていない


	１　施設障害福祉サービス計画書
２　計画作成に関する会議録
	

	
	（３）アセスメントに当たっては、利用者に面接して行っているか。
この場合において、サービス管理責任者は、面接の趣旨を利用者に対し十分説明し、理解を得ているか。（平18厚令172第23条3項）
	　□適切に行っている
□適切に行っていない


	１　施設障害福祉サービス計画書
（アセスメントを含む）
	

	
	（４）サービス管理責任者は、アセスメント及び支援内容の検討結果に基づき、利用者及び家族の生活に関する意向、総合的な支援の方針、生活全般の質を向上させるための課題、各サービスごとの目標及びその達成時期、各サービスを提供する上での留意事項等を記載した施設障害福祉サービス計画の原案を作成しているか。
　　　この場合において、他の保健医療サービス又は福祉サービス等との連携も含めて、計画の原案に位置付けるよう努めているか。

（平18厚令172第23条4項）


	　□適切に行っている
□適切に行っていない


	１　施設障害福祉サービス計画書
２　計画作成に関する会議録
	

	
	（５）サービス管理責任者は、施設障害福祉サービス計画作成に係る会議を開催し、計画の原案について意見を求めているか。（平18厚令172第23条5項）

	　□適切に行っている
□適切に行っていない


	１　計画作成に関する会議録
	

	
	（６）サービス管理責任者は、施設障害福祉サービス計画の原案について、利用者又は家族に説明し、文書により利用者の同意を得ているか。（平18厚令172第23条6項）


	　□同意を得ている
□同意を得ていない


	１　同意書（又は同意が客観的に確認できるもの）
	

	
	（７）サービス管理責任者は、施設障害福祉サービス計画を作成した際に、計画を利用者に交付しているか。（平18厚令172第23条7項）
	　□交付している
□交付していない


	１　交付控（又は交付が客観的に確認できるもの）
	

	
	（８）サービス管理責任者は、施設障害福祉サービス計画の作成後、計画の実施状況の把握（モニタリング）（利用者についての継続的なアセスメントを含む。）を行うとともに、少なくとも６月に１回以上、計画の見直しを行っているか。（機能訓練、生活訓練又は就労移行支援を提供する場合は、少なくとも３月に１回以上）　（平18厚令172第23条8項）


	　□適切に行っている
□適切に行っていない


	１　施設障害福祉サービス計画書
２　計画作成に関する会議録
	

	
	（９）サービス管理責任者は、モニタリングに当たっては、利用者及び家族等と連絡を継続的に行うとともに、特段の事情がない限り、①定期的な利用者との面接、②定期的なモニタリングの結果の記録を行っているか。（平18厚令172第23条9項）


	　□適切に行っている
□適切に行っていない


	１　施設障害福祉サービス計画書
２　モニタリングの記録
	

	
	（10）施設障害福祉サービス計画に変更のあった場合、（２）から（７）に準じて取り扱っているか。（平18厚令172第23条10項）
	　□適切に行っている
□適切に行っていない


	１　施設障害福祉サービス計画書
２　計画作成に関する会議録 
	

	18　サービス管理責任者の責務

	サービス管理責任者は、施設障害福祉サービス計画の作成のほか、次に掲げる業務を行っている
か。（平18厚令172第24条）

①　利用申込者の利用に際し、利用中の他の障害福祉サービス事業所等への照会等により、心身の状況及び他の障害福祉サービスの利用状況等を把握すること。

　②　利用者の心身の状況、その置かれている環境等に照らし、利用者が自立した日常生活を営むことができるよう定期的に検討するとともに、自立した日常生活を営むことができると認められる利用者に対し、必要な支援を行うこと。

　③　他の従業者に対し技術的指導及び助言を行うこと。


	　□適切に行っている
□適切に行っていない


	１　サービス提供記録
２　各種会議録、研修記録
	

	19 相談等

【(1)各事業】

【(2)施設入所支援を除く各事業】
	（１）常に利用者の心身の状況、その置かれている環境等の的確な把握に努め、利用者又は家族に対し、適切に相談に応じるとともに、必要な助言等を行っているか。
（平18厚令172第25条第1項）


	　□適切に行っている
□適切に行っていない


	１　サービス提供記録
２　相談記録等
	

	
	（２）利用者が当該施設以外において、生活介護、機能訓練、生活訓練、就労移行支援、就労継続支援Ａ型又は就労継続支援Ｂ型の利用を希望する場合は、他の事業者等との利用調整等の支援を行っているか。（平18厚令172第25条第2項）
	　□適切に行っている
□適切に行っていない


	１　連絡調整に関する記録等
	

	20　介護

【生活介護又は施設入所支援】
	（１）利用者の心身の状況に応じ、利用者の自立の支援と日常生活の充実に資するよう、適切な技術をもって介護を行っているか。（平18厚令172第26条1項）
	　□適切に行っている
　□適切に行っていない
	
	

	
	（２）施設入所支援の提供に当たっては、適切な方法により利用者を入浴させ、又は清しきしているか。（平18厚令172第26条2項）
	　□適切に行っている
　□適切に行っていない


	１　施設障害福祉サービス計画書
２　サービス提供記録
	

	
	（３）生活介護又は施設入所支援の提供に当たっては、利用者の心身状況に応じ、適切な方法により、排せつの自立（トイレ誘導や排泄介助等）について必要な援助を行っているか。

（平18厚令172第26条3項）
	　□適切に行っている
　□適切に行っていない


	１　施設障害福祉サービス計画書
２　サービス提供記録
	

	
	（４）生活介護又は施設入所支援の提供に当たっては、おむつを使用せざるを得ない利用者のおむつを適切に取り替えているか。（おむつ交換は、頻繁に行えばよいということではなく、利用者の排せつ状況を踏まえて実施すること。）　（平18厚令172第26条4項）
	　□適切に行っている
　□適切に行っていない


	１　施設障害福祉サービス計画書
２　サービス提供記録
	

	
	（５）生活介護又は施設入所支援の提供に当たっては、利用者に対し、離床、着替え及び整容その他必要な支援を適切に行っているか。（平18厚令172第26条5項）
	　□適切に行っている
　□適切に行っていない
	１　施設障害福祉サービス計画書
２　サービス提供記録
	

	
	（６）常時１人以上の従業者を介護に従事させているか。（平18厚令172第26条6項）
※　夜間も含めて適切な介護が提供できる生活支援員の勤務体制を定めておくとともに、複数の施設入所支援の単位など２以上の生活支援員の勤務体制を組む場合は、それぞれの勤務体制において常時１人以上の生活支援員を配置すること。
　　　
	□従事させている
□従事させていない
	１　サービス提供記録

	

	
	（７）利用者の負担により、当該施設の従業員以外の者による介護を受けさせていないか。
（平18厚令172第26条7項）
	□受けさせていない
□受けさせている
	
	

	21  訓練

【機能訓練・生活訓練・就労移行支援・就労継続支援Ａ型・Ｂ型】


	（１）利用者の心身の状況に応じ、利用者の自立の支援と日常生活の充実に資するよう、適切な技術をもって訓練を行っているか。（平18厚令172第27条1項）
	　□適切に行っている
　□適切に行っていない


	
	

	
	（２）機能訓練、生活訓練、就労移行支援、就労継続支援Ａ型又は就労継続支援Ｂ型のサービス提供に当たり、利用者に対し、その能力を活用することにより、自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、利用者の心身の特性に応じた必要な訓練を行っているか。

　（平18厚令172第27条2項、附則第14条）


	　□適切に行っている
　□適切に行っていない


	１　施設障害福祉サービス計画書

	

	
	（３）常時１人以上の従業者を訓練に従事させているか。（平18厚令172第27条2項）

※　２以上の生活支援員の勤務体制を組む場合は、それぞれの勤務体制において常時１人以上の常勤の生活支援員を配置すること。

	　□従事させている
　□従事させていない


	１　勤務表
	

	
	（４）利用者の負担により、当該施設の従業者以外の者による訓練を受けさせていないか。

　（平18厚令172第27条4項）


	　□受けさせていない
　□受けさせている
	
	

	22  雇用契約の締結等
【就労継続支援Ａ型】
	（１）就労継続支援Ａ型においては、利用者と利用契約を締結しているか。
（平18厚令172附則第6条1項）
※　就労継続支援Ａ型の特例
上記の規定にかかわらず、下記の条件をいずれも満たす場合は、雇用契約によらない者の利用も可能である。

　①　対象者は、通常の事業所に雇用されることが困難であって、雇用契約に基づく就労が困難である者であること。

　　②　雇用契約による利用者に係る定員数が10人以上であること。

　　③　雇用契約によらない利用者の定員数が、雇用契約による利用者の定員数の半数未満であること。ただし、当該利用者は10人を超えないこと。

　　　④　雇用契約による利用者と雇用契約によらない利用者の作業場所及び作業内容を明確に区分すること（別棟であることや、施設の別の場所で別の作業を実施していること等、誰が見ても明確に区分されている状態とすること）

（平18厚令172附則第6条2項）
※　留意事項
　１　Ａ型（雇用有）

　労働基準法上の労働者であることから、雇用に当たっては、労働基準関係法令を遵守

すること。

２　Ａ型（雇用無）　※Ｂ型も同様

労働基準法上の労働者ではないことから、

①　利用者の出欠、作業時間、作業量等が利用者の自由であること。

②　各障害者の作業量が予約された日に完成されなかった場合も、工賃の減額、作業員の割当の停止、資格剥奪等の制裁は課さないものであること。　　　　

	□雇用契約を締結している
□雇用契約を締結していない

□雇用契約によらない利用者がいる

→□定員数は適正である

□定員数は適正でない

□雇用契約によらない利用者がいない


	１　事前調書Ｐ５（雇用契約の有無別の利用者数）
２　雇用契約書
	

	23　就労

【就労継続支援Ａ型】
	（１）就労継続支援Ａ型においては、生産活動の機会の提供に当たっては、地域の実情並びに製品及びサービスの需給状況等を考慮するよう努めているか。（平18厚令172附則第7条1項）
※　地域の実情、製品及びサービスの需給状況及び業界の動向を常時把握するよう努めるほか、利用者の心身の状況、利用者本人の意向、適性、障害の特性、能力等を考慮し、多種多様な生産活動の場を提供できるよう努めること。

	　□努めている
　□努めていない


	
	

	
	（２）就労継続支援Ａ型においては、生産活動の機会の提供に当たり、生産活動の能率の向上が図られるよう利用者の障害の特性等を踏まえた工夫を行っているか。

（平18厚令172附則第7条2項）

※　能率の向上を図るため、作業設備、作業工具、作業工程の改善に常に取り組むこと。
	　□行っている
　□行っていない


	
	

	24　賃金等

【就労継続支援Ａ型】
	（１）就労継続支援Ａ型においては、雇用契約を締結する利用者が自立した日常生活又は社会生活営むことを支援するため、賃金の水準を高めるよう努めているか。
（平18厚令172附則第8条1項）
※　Ａ型（雇用有）に関する留意事項
１　契約上の賃金を支払うこと。また、原則として労働基準法に定める最低賃金を保障するものであること。

２　特例的に最低賃金の適用除外を受けるためには、労働基準監督署への手続が必要であること。

	　□努めている
　□努めていない

	１　事前調書Ｐ８
２　雇用契約書

３　工賃規程

４　工賃台帳


	

	
	（２）就労継続支援Ａ型においては、雇用契約を締結しない利用者に対し、生産活動に係る事業の収入から生産活動に係る事業に必要な経費を控除した額に相当する金額を工賃として支払っているか。（平18厚令172第8条2項）

※　工賃の算定及び積立金等
１　工賃は工賃規程及び作業能力評価マニュアルに基づき、適正に算定すること。

２　会計処理は、「就労支援等の事業に関する会計処理の取扱について」（平成18年社援

発第1002001号厚生労働省社会・援護局長通知）及び「就労支援の事業の会計処理の基

準」のＱ＆Ａ」に基づき処理すること。（ただし、年度中途から事業を実施した場合は、

新規事業所を除き、実施初年度は従前の授産会計基準を適用する。）

　３　特に、人件費等の積立については条件があるため、イに掲げる通知に留意すること。

	　□適正に支払っている
　□適正に支払っていない

	１　事前調書Ｐ5及びＰ8
２　工賃規程

３　工賃台帳

４　作業能力評価マニュアル
	

	
	（３）就労継続支援Ａ型においては、雇用契約を締結していない利用者の自立した日常生活又は社会生活を支援するため、（２）の規定により支払われる工賃の水準を高めるよう努めているか。
（平18厚令172第8条3項）
	　□努めている
　□努めていない
	
	

	
	（４）就労継続支援Ａ型においては、雇用契約を締結していない利用者それぞれに対し支払われる1月当たりの工賃の平均額は、3,000円を下回っていないか。（平18厚令172第8条4項）

	　□3,000円以上である
　□3,000円未満である
	１　事前調書Ｐ８
	

	25　生産活動

【生活介護（生産活動を行う場合）、就労移行支援、就労継続支援Ｂ型】
25　生産活動

【生活介護（生産活動を行う場合）、就労移行支援、就労継続支援Ｂ型】

	（１）生活介護、就労移行支援又は就労継続支援Ｂ型における生産活動の機会の提供に当たっては、地域の実情並びに製品及びサービスの需給状況等を考慮するよう努めているか。
（平18厚令172第28条1項、附則第14条）
※　地域の実情、製品及びサービスの需給状況及び業界の動向を常時把握するよう努めるほか、利用者の心身の状況、利用者本人の意向、適性、障害の特性、能力等を考慮し、多種多様な生産活動の場を提供できるよう努めること。

	　□努めている
　□努めていない

　□該当なし
　　
	
	

	
	（２）生活介護、就労移行支援又は就労継続支援Ｂ型における生産活動の機会の提供に当たっては、生産活動に従事する者の作業時間、作業量等がその者に過重な負担とならないよう努めているか。（平18厚令172第28条2項、附則第14条）

※　利用者の障害の特性や能力等に配慮し、生産活動への参加が利用者の過重な負担とならないよう、生産活動への従事時間の工夫、休憩時間の付与、効率的に作業を行うための設備や備品等の活用等により、利用者の負担ができる限り軽減されるよう配慮すること。

	　□努めている
　□努めていない


	　　
	

	
	（３）生活介護、就労移行支援又は就労継続支援Ｂ型における生産活動の機会の提供に当たっては、生産活動の能率の向上が図られるよう、利用者の障害の特性等を踏まえた工夫を行っているか。（平18厚令172第28条3項、附則第14条）
※　能率の向上を図るため、作業設備、作業工具、作業工程の改善に常に取り組むこと


	　□行っている
　□行っていない
	
	

	
	（４）生活介護、就労移行支援又は就労継続支援Ｂ型における生産活動の機会の提供に当たっては、防塵設備又は消火設備の設置等生産活動を安全に行うために必要かつ適切な措置を講じているか。（平18厚令172第28条4項、附則第14条）

	　□講じている
　□講じていない
	
	

	26  工賃の支払等
【(1)生活介護、就労移行支援、就労継続支援Ｂ型】

【(2)～(4)就労継続支援Ｂ型】

26  工賃の支払等

【就労継続支援Ｂ型】


	（１）生活介護、就労移行支援又は就労継続支援Ｂ型において行われる生産活動に従事している者に、各サービスごとに、生産活動に係る事業の収入から生産活動に係る事業に必要な経費を控除した額に相当する金額を工賃として支払っているか。（平18厚令172第29条、附則第9条）

※　工賃の算定及び積立金等
１　工賃は工賃規程及び作業能力評価マニュアルに基づき、適正に算定すること。

２　就労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型、生活介護（生産活動を行って

いる場合であって就労支援会計を適用する場合）は、就労支援会計の適用後は、一定の

要件のもとで人件費等の積立が可能であり、その取扱いについては、下記に掲げる通知

に留意すること。

○　関係通知

「就労支援等の事業に関する会計処理の取扱について」（平成18年社援発第1002001

号厚生労働省社会・援護局長通知）及び「就労支援の事業の会計処理の基準」のＱ＆Ａ」

	　□適正に支払っている
　□適正に支払っていない


	１　事前調書Ｐ８
２　工賃規程

３　工賃台帳

４　作業能力評価マニュアル　


	

	
	（２）就労継続支援Ｂ型においては、利用者それぞれに支払われる１月当たりの工賃の平均額は、

    3,000円を下回っていないか。（平18厚令附則第9条2項）
	　□3,000円以上である

　□3,000円未満である

　□該当なし→以下（３）、（４）

　　省略
	１　事前調書Ｐ８

	

	
	（３）就労継続支援Ｂ型においては、利用者の自立した日常生活を支援するため、工賃の水準を高めるよう務めているか。（平18厚令附則第9条3項）
	　□努めている
　□努めていない


	
	

	
	（４）就労継続支援Ｂ型においては、年度ごとに、工賃の目標水準を設定し、当該工賃の目標水準及び前年度に利用者に支払われた工賃の平均額を利用者に通知するとともに、都道府県に報告しているか。（平18厚令附則第9条4項）


	　□利用者に通知している
　□利用者に通知していない

　□都道府県に報告している
　□都道府県に報告していない
	１　利用者への通知文

２　県への届出書
	

	27　実習の実施

【就労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型】


	（１）就労移行支援、就労継続支援Ａ型又は就労継続支援Ｂ型においては、利用者が施設障害福祉サービス計画に基づいて実習できるよう、実習の受け入れ先を確保しているか。
（平18厚令172第30条1項、附則第10条1項）

※　留意事項
１　利用者の心身の状況や希望に応じた適切な受入先が複数確保できるよう、就労支援員を中心に開拓に努めること。

　２　実習時に、事業所の就労支援員等の職員が随行しない期間がある場合には、当該期間

中の実習先の利用者の状況について、利用者本人や実習先事業者からの聞き取りを行う

ことにより日報を作成するとともに、少なくとも１週間ごとに、聞き取り内容等を下に

して個別支援計画の内容の確認と必要に応じた見直しを行うように努めること。

	　□確保している
　□確保していない


	１　実習の日報

２　施設障害福祉サービス計画書
	

	
	（２）就労移行支援、就労継続支援Ａ型又は就労継続支援Ｂ型においては、実習の受入先の確保に当たっては、公共職業安定所、障害者就業・生活支援センター、特別支援学校等の関係機関と連携して、利用者の意向及び適性を踏まえて行うよう努めているか。
　　　（平18厚令172第30条2項、附則第10条2項）


	　□努めている
　□努めていない


	１　連携に関する資料等
	

	28  求職活動の支

援等の実施

【就労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型】
	（１）就労移行支援、就労継続支援Ａ型又は就労継続支援Ｂ型においては、公共職業安定所での求職登録その他の利用者が行う求職活動を支援しているか。
（平18厚令172第31条1項、附則第11条1項）

	　□支援している

　□支援していない
	１　求職活動の支援に関する記録
	

	
	（２）就労移行支援、就労継続支援Ａ型又は就労継続支援Ｂ型においては、公共職業安定所、障害者就業・生活支援センター、特別支援学校等の関係機関と連携して、利用者の意向及び適性に応じた求人の開拓に努めているか。（平18厚令172第31条2項、附則第11条2項）

	　□努めている

　□努めていない
	１　求職活動の支援に関する記録
	

	29　職場への定着のための支援の実施

【就労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型】
	就労移行支援、就労継続支援Ａ型又は就労継続支援Ｂ型においては、利用者の職場への定着を促進するため、公共職業安定所、障害者就業・生活支援センター、特別支援学校等の関係機関と連携して、利用者が就職した日から６月以上、職業生活における相談等の支援を継続しているか。　　
（平18厚令172第32条、附則第12条）

※　支援の内容

事業主への助言、就職後に生じた職場不適応への対応等について、職場訪問や家庭訪問

等による適切な相談支援等を実施すること。

職場への定着支援は無期限に行う必要はない。（6ヶ月経過後は、就労支援機関（障害者就業・生活支援センター等）により相談支援が継続的に行われるよう、必要な調整を行うこと。）


	　□継続している

　□継続していない
　□該当なし

	１　相談支援に関する記録
	

	30　就職状況の報告

【就労移行支援】
	就労移行支援においては、毎年、前年度における就職した利用者数等（就職者数、就職後6月以上職場へ定着した者の数）を、都道府県知事に報告しているか。（平18厚令172第33条）


	　□報告している

　□報告していない
	１　報告控
	

	31　利用者及び従業者以外の者の雇用
【就労継続支援Ａ型】
	就労継続支援Ａ型においては、利用者及び従業者以外の者を指定就労支援Ａ型に従事する作業員として雇用する場合は、次の各号に掲げる就労継続支援Ａ型の利用定員の区分に応じ、当該各号に定める数を超えて雇用していないか。（平18厚令172第附則第13条）

（１）利用定員が10～20人：利用定員×0.5

（２）　利用定員が21～30人：10または利用定員×0.4のいずれか多い数

（３）　利用定員が31人以上：12または利用定員×0.3のいずれか多い数

※　留意事項

障害者以外の者の雇用に当たっては、当該雇用により利用者の賃金や工賃の低下を招か

ないよう、人数等について十分配慮すること。

※　経過措置

既に障害者以外の者の雇用が上限数を超えている身体・知的・精神障害者福祉工場が障害者支援施設に転換する場合は、当分の間、上記の基準を満たすための改善計画を県知事へ提出することにより、上限数を超えた職員の雇用が可能である。

　
	□利用者及び従業者以外の者を雇用している　　　

　　　　　　　　　　　　　人　　　　　　

→□定員数は適正である

□定員数は適正でない

□利用者及び従業者以外の者を雇用していない

	１　利用定員に対する雇用の割合の確認

２　経過措置により上限数を超えている場合は、

　県への改善計画提出の有無（福祉工場）
	

	32　食事
32　食事


	（１）正当な理由なく、食事の提供を拒んでいないか。（施設入所支援を提供する場合に限る。）

（平18厚令172第34条1項）
※　正当な理由

１　明らかに利用者が適切な食事を確保できる状態にある場合

２　利用者の心身状況から、明らかに適切でない内容の食事を求められた場合


	　□拒んでいない    
　□拒んでいる

　　　正当な理由

	
	

	
	（２）あらかじめ、利用者に対し食事の提供の有無を説明しているか。
食事を提供する場合には、その内容及び費用について説明を行い、利用者の同意を得ているか（平18厚令172第34条2項）


	　□内容を説明し、同意を得ている
　□同意を得ていない


　
	１　重要事項説明書
	

	
	（３）食事の提供に当たっては、利用者の心身の状況及び嗜好を考慮し、適切な時間に食事の提供を行うとともに、利用者の年齢及び障害の特性に応じた、適切な栄養量及び内容の食事の提供を行うため、必要な栄養管理を行っているか。（平18厚令172条34条3項）

※　食事提供に係る留意事項
１　管理栄養士又は栄養士による栄養管理が行われる必要があること

（事業所内に栄養士がいない場合は（５）参照）

　２　利用者の嗜好、年齢、障害特性に配慮し、できるだけ変化に富み、栄養のバランスに
配慮すること

　３　適切な衛生管理（食器その他の設備）がなされていること

 ４　食事提供を外部委託することは差し支えない。ただし、利用者の嗜好や障害特性等が
食事内容に反映されるよう、委託事業者に対して定期的に調整を行うこと。

	□栄養士を配置している
□栄養士を配置していない

調理方法

　□直接実施

　□外部委託

　□適切に行っている

　□適切に行っていない


	１　献立表等関係帳簿　
２　委託契約書

（外部委託の場合）


	

	
	（４）調理はあらかじめ作成された献立に従って行われているか。
（平18厚令172第34条4項）
	　□献立に従っている
　□献立に従ってしていない


	１　予定献立表

	

	
	（５）食事の提供を行う場合で、施設に栄養士を置かないときは、献立の内容、栄養価の算定及び調理方法について保健所等の指導を受けているか。（平18厚令172第34条5項）
	□指導を受けている
□指導を受けていない


	１　指導記録
	

	33　社会生活上の
便宜の供与
	（１）適宜レクリエーション行事を行うよう努めているか。（平18厚令172第35条1項）
	　□努めている
　□努めていない
	１　事業計画書、事業実績報告書
	

	
	（２）日常生活を営む上で必要な行政機関に対する手続き等について、利用者又は家族が行うことが困難な場合は、利用者の同意を得て代わりに行っているか。（平18厚令172第35条2項）
     
	　□同意を得て行っている
　□行っていない（又は同意を得ずに行っている）
	１　手数料等を徴する場合は重要事項説明書
	

	
	（３）利用者の家族との連携を図るとともに、利用者と家族との交流の機会を確保するよう努めているか。（会報の送付、行事への参加の呼びかけ等）　（平18厚令172第35条3項）
    
	　□努めている
　□努めていない
	
	

	34　健康管理

【(1)各事業】

【(2)施設入所支

援】
	（１）常に利用者の健康の状況に注意するとともに、健康保持のための適切な措置を講じているか。
（平18厚令172第36条1項）


	　□講じている
　□講じていない


	
	

	
	（２）施設入所支援を利用する利用者に対して、年２回以上定期に健康診断を行っているか。
（平18厚令172第36条2項）

　
	　□行っている
　□行っていない


	１　健康診断結果表
	

	35　緊急時等の対
応


	従業者は、現にサービスを提供しているときに利用者に病状の急変があった場合、その他必要な場合に、速やかに医療機関へ連絡する等必要な措置を講じているか。（あらかじめ職員に対し、緊急時の対応方法に関して周知を図ること。運営規程への記載等）
（平18厚令172第37条）


	　□必要な措置を講じている
□必要な措置を講じていない


	１　事故対応マニュアル（努力義務）
２　職員への周知に関する資料等
	

	36  施設入所支援

利用者の入院期
間中の取扱い

【施設入所支援】
	　施設入所支援を利用する利用者について、入院後おおむね３月以内での退院が見込まれるときは、利用者の希望等を勘案し、必要に応じて適切な便宜を供与するとともに、やむを得ない事情がある場合を除き、退院後再び当施設の施設入所支援を円滑に利用できるようにしているか。
（平18厚令172第38条）

※　留意事項

１　「必要に応じて適切な便宜を供与する」とは、利用者及び家族の同意の上での入退院の手続きやその他個々の状況に応じた便宜を図ることを指す。

２　「やむを得ない事情がある場合」とは、利用者の退院が予定より早まるなどにより、ベッドの確保が間に合わない場合等を指す。施設側の都合は基本的に該当しない。
３　利用者の入院期間中のベッドは、短期入所等に利用しても差し支えないが、利用者が退院する際に円滑に再入所できるよう計画的に行う必要がある。


	　□適切に行っている

　□適切に行っていない


	
	

	37　利用者に関す
る市町村への通
知
	利用者（支給決定障害者）が次のいずれかに該当する場合は、遅滞なく、意見を付してその旨を市町村に通知しているか。（平18厚令172第39条）
１　正当な理由なしに、施設障害福祉サービスの利用に関する指示に従わないことにより、障害の状態等を悪化させたと認められるとき。

２　偽りその他不正な行為によって介護給付費又は訓練等給付費の支給を受け、又は受けようとしたとき。


	　□通知している
□通知していない

□該当なし


	１　通知書控
	

	38　管理者による管理等

	（１）専らその職務に従事する管理者を置いているか。（ただし、管理上支障がない場合はこの限りではない。）　（平18厚令172第40条）

※　管理者の勤務形態

　原則として専任であるが、業務に差し支えないと判断される場合は、当該事業所の他の職務との兼務、又は他の事業所、施設等の管理者又はサービス管理責任者若しくはその他の従業者の職務に従事することは差し支えない。（ただし、サービス管理責任者が従業者と兼務した場合、当該勤務時間は従業者の勤務時間に算定できない。）


	　□専従の管理者を配置している

　□兼務の管理者を配置している

→□当該事業所の管理に支障はない

　　　□当該事業所の管理に支障がある（業務過剰等）　

　


	１　事前調書Ｐ６～７
２　勤務表、組織図
	

	
	（２）　管理者は、当該指定障害者支援施設等の従業者及び業務の管理その他の管理を一元的に行っているか。
	　□行われている。

　□行われていない。

	１　事前調書Ｐ６～７
２　勤務表、組織図
	

	
	（３）　管理者は、指定障害福祉サービス基準（本調書の各着眼点）を遵守させるため、必要な指揮命令を行っているか。
	　□行われている。

　□行われていない。


	１　事前調書Ｐ６～７
２　勤務表、組織図
	

	39　運営規程

	次に掲げる重要事項に関する運営規程を定めているか。（平18厚令172第41条）

①　障害者支援施設の目的及び運営の方針
②　提供する施設障害福祉サービスの種類（施設入所支援以外の昼間実施サービス）

③　従業者の職種、員数及び職務の内容

④　昼間実施サービスに係る営業日及び営業時間
⑤　提供する施設障害福祉サービスの種類ごとの利用定員

　　　※　生活介護、施設入所支援は、複数の単位の場合は単位ごとの利用定員

　　　※　施設入所支援の利用定員は、専用の居室のベッド数と同数

⑥　提供する施設障害福祉サービスの種類ごとの内容並びに利用者から受領する費用の種類及びその額

⑦　昼間実施サービスに係る通常の事業の実施地域
　　　※　客観的にその区域が特定されるようにすること。なお、通常の事業の実施地域は利用申込みに係る調整等の観点からの目安であり、当該地域を越えてサービスが行うことは差し支えない。

　　　　　また、通所の場合は、利用者が自ら通うことが基本だが、障害程度等により通所が困難な利用者に対しては、事業所が送迎を実施するなどの配慮を行う必要がある。

⑧　サービスの利用に当たっての留意事項

⑨　緊急時等における対応方法

⑩　非常災害対策

⑪　提供する施設障害福祉サービスの種類ごとに主たる対象とする障害の種類を定めた場合には当該障害の種類

⑫　虐待の防止のための措置に関する事項

⑬　その他運営に関する重要事項（苦情解決体制、事故発生時の対応等）

	　□適正に定めている

　□適正に定められていない


	１　運営規程

	

	40　勤務体制の確保等
40　勤務体制の確保等

	（１）利用者に対して適切なサービスが提供できるよう、サービスの種類ごとに従業者の勤務体制を定めているか。（平18厚令172第42条1項）

　※　月ごとの勤務表を作成し、従業者の日々の勤務時間、常勤・非常勤の別、管理者との兼務関係等を明確にすること。


	□勤務体制を定めている
　□勤務体制を定めていない
	１　事務分担表
２　勤務表


	

	
	（２）サービスの種類ごとに、当施設の従業者によってサービスを提供しているか。
（平18厚令172第42条2項）

※　ただし、調理業務、洗濯等の利用者に対するサービス提供に直接影響を及ぼさない業務については、第三者への委託も可能。


	　□当該施設の従業者がサービスを提供している
□当該施設以外の者がサービスを提供している

　外部委託をしている場合

　□委託業務が適切である

　□委託業務が適切でない
	１　勤務表
	

	
	（３）従業者の資質向上のため、研修の機会を確保しているか。
（平18厚令172第42条3項）


	□確保している
□確保していない
	１　研修記録
２　研修予定表
	

	41  定員の遵守

	各サービスごとの利用定員を超えて、サービスの提供を行っていないか。（平18厚令172第43条）
（ただし、災害等その他のやむを得ない事情がある場合はこの限りではない。）
１　対象となる障害福祉サービス

　療養介護、生活介護、児童デイサービス、短期入所、施設入所支援、自立訓練（機能）、自立訓練（生活）（生活訓練サービス費（Ⅱ）は除く。）、就労移行支援、就労継続支援Ａ型・Ｂ型）

２　具体的取扱い

(1) 日中活動サービスの場合 

ア　１日の利用者数が次のいずれかに該当する場合

①定員50人以下：定員×150/100を超える場合
②定員51人以上：75＋（定員－50）×125/100を超える場合
イ　過去３月間の利用者数の平均値が定員×125/100を超える場合

（ただし、定員11人以下：定員＋３を超える場合）

　例：利用定員30人、１月の開所日数が22日の施設の場合

　　　30人×22日×3月＝1,980人

　　　1,980人×1.25＝2,475人（受入れ可能延べ利用者数）

（※３月間の総述べ利用者数が2,475人を超えると減算）

※　多機能型事業所等における定員超過利用減算
　　複数のサービスごとに、当該利用定員を超える受入れ可能人数を算出する。

（例１）定員40人（生活介護20、自立訓練（生活）10、就労継続Ｂ10）の1日当たりの実績による受入れ可能人数

　　→　生活介護　　　 ：20人×150％＝30人、自立訓練（生活）：10人×150％＝15人、

        就労継続Ｂ     ：10人×150％＝15人

　 　 　よって、サービスごとに次の人数を超える場合に減算となる。

        生活介護：30人、生活訓練：15人、就労継続Ｂ15人

（例２）定員40人（生活介護20、自立訓練（生活）10、就労継続Ｂ10）、月の開所日数が22日の場合の過去3ヶ月の利用実績によるによる受入れ可能人数

　　→　生活介護　　　 ：20人×22日×3月＝1,320人×125％＝1,650人

　　　　自立訓練（生活）：10人×22日×3月＝  660人×125％＝  825人

就労継続Ｂ　　 ：10人×22日×3月＝　660人×125％＝　825人

　 　 　よって、サービスごとに次の人数を超える場合に減算となる。

        生活介護：1,650人、自立訓練（生活）：825人、就労継続Ｂ825人

(2) 療養介護、短期入所、宿泊型自立訓練及び施設入所支援の場合

ア　１日の利用者数が次のいずれかに該当する場合

①定員50人以下：定員×110/100を超える場合
②定員51人以上：55＋（定員－50）×105/100を超える場合
イ　過去３月間の利用者数の平均値が定員×105/100を超える場合
　例：利用定員50人の施設の場合

　　　(50人31日)×（50人×30日）＋（50人×31日）＝4,600人

　　　4,600人×1.05＝4,830人（受入れ可能延べ利用者数）

（※３月間の総述べ利用者数が4,830人を超えると減算）

※定員超過の算定の際の利用者数

　上記の利用者数の算定に当たっては、次の１～３までに該当する利用者を除くことができる。

１　市町村の措置による利用者

２　「地域生活への移行が困難になった障害者及び離職した障害者の入所施設等への受入について」（平18年4月3日付け障障発第0403004号）により定員の枠外として取り扱われる入所者

３　災害等やむを得ない理由により定員の枠外として取り扱われる入所者

	　□利用定員を超えていない
　□利用定員を超えている

　→□適正なサービス提供が行われている

　　□適正なサービス提供が行われていない

　→□受入者数が基準以内である

　　　□受入者数が基準を超えている
	１　事前調書Ｐ３～５
	

	42　非常災害対策


	（１）消火設備その他非常災害に際して必要な設備を設置するとともに、非常災害に関する具体的計画の策定、非常災害時の関係機関への通報及び連絡体制を整備し、それらを定期的に従業者に周知しているか。（平18厚令172第44条1項）
※　補足事項
　①「消火設備その他の非常災害に際して必要な設備」

　　→　消防法その他法令等に規定された設備（詳細は管轄の消防署等に確認のこと）

　②「非常災害に関する具体的計画」

　　→　消防法施行規則第3条に規定する消防計画（これに準ずる計画を含む）及び風水害、地震等の災害に対処するための計画をいう。

　　　　この場合、消防計画の策定及びこれに基づく消防業務の実施は、消防法第8条の規定により、防火管理者を置くこととされている。

　③「関係機関への通報及び連携体制の整備」

　　→　火災等の災害時に、地域の消防機関へ速やかに通報する体制をとるよう職員に周知徹底するとともに、日頃から消防団や地域住民との連携を図り、火災等の際に消火・避難等に協力してもらえるような体制作りを図ること。

	　□適切に行っている
□適切に行っていない


	１　消火設備
２　消防計画等の消防署への届出状況

３　関係機関への通報・連絡体制の整備、従業者への周知状況の確認
	

	
	（２）非常災害に備え、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行っているか。
　（平18厚令172第44条2項）


	　□適切に行っている
□適切に行っていない


	１　避難訓練等に関する記録
	

	43　衛生管理等

	（１）利用者の使用する設備及び飲用水について、衛生的な管理及び衛生上必要な措置を講じているか。（平18厚令172第45条1項）

	　□必要な措置を講じている
□必要な措置を講じていない


	１　講じている措置（対応）の確認
	

	
	（２）感染症又は食中毒の発生防止、まん延防止に必要な措置（従業者へ周知等）を講ずるよう努めているか。（平18厚令172第45条2項）
	　□努めている
　□努めていない
	１　講じている措置（対応）の確認
	

	44 協力医療機関
等
	（１）利用者の病状の急変等に備えるため、あらかじめ協力医療機関を定めているか。
（平18厚令172第46条1項）

※　協力医療機関、協力歯科医療機関は近距離にあることが望ましい。


	　□協力医療機関を定めている
　□協力医療機関を定めていない
	１　契約書（契約している場合であり、必須ではない。）
	

	
	（２）あらかじめ協力歯科医療機関を定めるよう努めているか。（平18厚令172第46条2項）


	　□協力医療機関を定めている
　□協力医療機関を定めていない

	１　契約書（契約している場合であり、必須ではない。）
	

	45　掲示

	施設の見やすい場所に、運営規程の概要、勤務体制、協力医療機関及び協力歯科医療機関その他
利用者申込者のサービスの選択に資する重要事項を掲示しているか。（平18厚令172第47条）

	　□掲示している
□掲示していない


	１　重要事項の掲示状況
	

	46  秘密保持等

	（１）従業者及び管理者は、正当な理由なく、業務上知り得た利用者又は家族の秘密を漏らしていないか。（平18厚令172第49条1項）

	　□適切に配慮している
□適切に配慮していない


	
	

	
	（２）従業者及び管理者であった者が、正当な理由なく業務上知り得た利用者等の秘密を漏らすことのないよう、必要な措置を講じているか。（一例として、従業者と雇用契約時に取り決めを行う等、退職後の秘密の保持も必要）（平18厚令172第49条2項）

	　□必要な措置を講じている
□必要な措置を講じていない

　
	１　講じている措置（対応）の確認
	

	
	（３）他の事業者に対し、利用者又は家族に関する情報を提供する際は、あらかじめ文書により利用者又は家族の同意を得ているか。（平18厚令172第49条3項）
	　□同意を得ている
□同意を得ていない


	１　書面、同意書（又は同意が客観的に確認できるもの）
	

	47　情報の提供等

　


	（１）利用希望者が適切かつ円滑に利用できるよう、当該施設が実施する事業内容の情報提供に努めているか。（平18厚令172第50条1項）

	　□努めている
□努めていない


	１　パンフレット
２　その他情報提供に関する資料等 
	

	
	（２）当該施設について広告をする場合、その内容が虚偽又は誇大なものとなっていないか。
（平18厚令172第50条2項）


	　□虚偽又は誇大な表現はない
□虚偽又は誇大な表現がある

　□該当なし
	１　パンフレット
２　その他広告に関する資料等
	

	48  利益供与等の
禁止

	（１）相談支援事業者若しくは他の障害福祉サービス事業者又はその従業者に対し、利用者又は家族に当該施設を紹介することの対償として、金品その他の財産上の利益を供与していないか。
      （平18厚令172第51条1項）

	　□供与していない
□供与している


	
	

	
	（２）相談支援事業者若しくは他の障害福祉サービス事業者又はその従業者から、利用者又は家族を紹介することの対償として、金品その他の財産上の利益を収受していないか。
　　（平18厚令172第51条2項）
	　□収受していない
□収受している


	
	

	49　苦情解決　

	（１）利用者又は家族からのサービスに関する苦情に迅速かつ適切に対応するため、必要な措置（相談窓口、苦情解決体制の整備、運営規程への記載等）を講じているか。
（平18厚令172第52条1項）
	　□必要な措置を講じている
□必要な措置を講じていない

　
	１　事前調書Ｐ11
２　苦情解決処理に関する規程等
	

	
	（２）（１）の苦情をついて、受付日、内容等を記録しているか。
（平18厚令172第52条2項）


	　□記録している
□記録していない

　□該当なし
	１　苦情に関する記録
	

	
	（３）提供したサービスに関し、障害者自立支援法（以下「法」という。）第10条第1項の規定により市町村が行う文書等の提出、提示の命令、当該職員からの質問、当該施設の帳簿書類等の検査に応じているか。
また、利用者等からの苦情に関して市町村が行う調査に協力し、市町村から指導等があった場合は、必要な改善を行っているか。（平18厚令172第52条3項）
	　□適切に対応している
□適切に対応していない

　□該当なし


	１　関係書類控
	

	
	（４）提供したサービスに関し、法第11条第2項の規定により県知事が行う帳簿書類等の提出、提示の命令、当該職員からの質問に応じているか。
また、利用者等からの苦情に関して県知事が行う調査に協力し、県知事から指導等があった場合に、必要な改善を行っているか。（平18厚令172第52条4項）


	　□適切に対応している
□適切に対応していない

　□該当なし


	１　関係書類控
	

	
	（５）提供したサービスに関し、法第48条第1項の規定により県知事又は市町村長が行う帳簿書類等の提出、提示の命令又は当該職員からの質問、帳簿書類等の検査に応じているか。
また、利用者等からの苦情に関して県知事又は市町村長が行う調査に協力し、県知事又は市町村長から指導等があった場合は、必要な改善を行っているか。（平18厚令172第52条5項）
	　□適切に対応している
□適切に対応していない

　□該当なし

　


	１　関係書類控
	

	
	（６）県知事等から求めがあった場合に、（３）から（５）の改善内容を報告しているか。
　（平18厚令172第52条6項）

　　
	　□報告している
□報告していない


	１　関係書類控

	

	
	（７）運営適正化委員会が社会福祉法第85条の規定により行う苦情解決に向けた調査、斡旋にできる限り協力しているか。（平18厚令172第52条7項）
	　□協力している
□協力していない

□該当なし
	１　関係書類控
	

	50　事故発生時の対応

	（１）利用者へのサービス提供に際し事故が発生した場合は、県、市町村、当該利用者の家族に連絡を行うとともに、必要な措置を講じているか。（あらかじめ職員に対し、事故発生時の対応方法に関して周知を図ること。運営規程への記載等）
　  　（平18厚令172第54条1項）
	　□必要な措置を講じている
□必要な措置を講じていない

　□該当なし　


	１　事前調書Ｐ１2
２　事故処置に関する記録
	

	
	（２）事故の状況及び事故に際して採った処置について、記録しているか。
（平18厚令172第54条2項）
	　□記録している
□記録していない

　□該当なし
	１　事故処置に関する記録
	

	
	（３）利用者へのサービス提供に際し賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行っているか。（平18厚令172第54条3項）
※　事業者は、損害賠償保険に加入するのが望ましい。
	　□適切に行っている
□適切に行っていない

　□該当なし
	１　事故処置に関する記録

	

	51　会計の区分

	実施する施設障害福祉サービスの種類ごとに経理を区分するとともに、指定障害者支援施設の事業の会計を他の事業の会計と区分しているか。（平18厚令172第55条）

また、その会計は就労支援事業会計処理基準に従い適切に処理されているか。（平18社援発第1002001号）
	　□適切に区分している
□適切に区分していない


	１　会計に関する書類
	

	52　身体拘束等の禁止

	（１）サービスの提供に当たり、利用者又は他の利用者の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為を行っていないか。
（平18厚令172第48条1項）
	　□行っていない
□行っている（ことがある）

　□該当なし
	
	

	
	（２）やむを得ず（１）を行う場合には、その態様、時間、その際の利用者の心身状況、緊急やむを得ない理由その他必要な事項を記録しているか。
（平18厚令172第48条2項）
	　□記録している
□記録していない

　□該当なし　
	１　関係記録
	

	53　地域との連携

	地域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等、地域との交流に努めているか。
（平18厚令172第53条）


	　□努めている
□努めていない


	１　地域交流に関する記録、ちらし等

	

	54　記録の整備

	従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備しているか。
また、次の記録についてサービスを提供した日から５年間保存しているか。

①　サービス提供記録
②　施設障害福祉サービス計画
③　利用者（支給決定障害者）に関する市町村への通知に係る記録

④　身体拘束等の記録

⑤　苦情の内容等の記録

⑥　事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録

（平18厚令172第56条）

	　□適切に行っている
□適切に行っていない


	１　関係記録
	

	55　預り金の状

況
55　預り金の状

況


	（１）利用者からの預り金（現金、通帳の形態にかかわらず）の管理を実施しているか。

※　預り金に関する通知

１　平成18年12月6日障発第1206002号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知「障害福祉サービス等における日常生活に要する費用の取扱いについて」

２　昭和63年5月6日青社第150号青森県生活福祉部長通知「入所者所持金の取扱いについて」


	　□実施している

□実施していない

→　実施している場合のみ、以

下の項目について自主点検

してください。

	１　事前調書Ｐ13

（以下同じ）

	

	
	（２）預り金の管理を行うに当たり、利用者又は家族から保管する金品の内容及び入出金の委任事項を明示した保管依頼書（又は契約書等）を徴するとともに、預り証を発行しているか。

　　　また、利用者又は家族に現金、通帳、印鑑等を返還した場合には、利用者又は家族から受取書を徴していますか。

※　留意事項

１　預り金の管理等について、預り金の管理を始める際に文書により明確にすること。

２　使用済みの通帳については、利用者又は家族に返却するか又は施設で保管するか等について、あらかじめ利用者及び家族に確認するのが望ましいこと。


	　□徴している

　□徴していない

　□発行している

　□発行していない


	１　保管依頼書（又は契約書等）

２　預り証
	

	
	（３）預り金に係る管理規程は適正に整備されているか。

※　留意事項

事業所によって、預り金の内容（例えば現金のみ預かっている場合など）や内部牽制体

制が異なることから、預り金規程に盛り込むべき内容は必ずしも各事業所が共通である必

要はないが、出納事務等を行う上で必要な手続が省略されている場合は、預り金規程につ

いて所要の改正が必要である。


	　□整備されている

□整備されていない


	１　預り金規程
	

	
	（４）現金、通帳、印鑑等の保管に当たっては、保管責任者がそれぞれ選任され、かつ通帳と印鑑が別々に保管されているか。

※　留意事項

１　現金、通帳、印鑑の保管責任者が選任され、金庫等に適切に保管されていること。

２　通帳、印鑑の保管責任者は別々の職員とし、かつ通帳と印鑑は別々に保管されていること。（通帳（又は印鑑）の保管責任者と鍵保管者が同一職員であることは差し支えない。）

３　職員の勤務配置状況等から当該事業所において預り金の管理を適正に実施することが困難な場合は、一部の事務（例えば利用者からの現金の預りや引き渡しを除く事務）をについてバックアップ施設が代わって行う方法も考えられる。


	　□適切に行っている

□適切に行っていない


	
	

	
	（５）出納事務に当たっては、出納責任者が選任され、かつ複数の職員が出納事務及び預り金の管理に関してチェックできる体制がとられているか。
	　□とられている

□とられていない


	
	

	
	（６）出納事務は、預り金規程に基づき、適切に行われているか。

また、利用者から入金（出金）依頼があった際に、入金（出金）依頼書を徴しているか。

※　出納事務の一般的な流れ

１　利用者から入金（出金）依頼があった際に、入金（出金）依頼書を徴する。

２　利用者から入金（出金）依頼があった場合、又は利用者負担金の支払い、小口現金への補充など定時の入金（出金）がある場合は、入金（出金）依頼書その他の挙証資料を添えて、入金（出金）伺を起案する。

３　管理者による決裁を得た後に、入金（出金）事務を行う。

４　個人別の預り金台帳に必要事項を記載し、領収書等の関係書類を保管する。

５　利用者に現金を引き渡す際は、利用者から受領の証し（サイン又は押印）を徴する。

６　小口の現金出納を行う場合は、管理者の確認を得た上で小口現金から出納し、小口現金出納帳に必要事項を記載するとともに、領収書等を保管する。

また、利用者に現金を引き渡す際は、⑤と同様の方法をとる。


	　□適切に行っている

□適切に行っていない

　□徴している

　□徴していない


	１　入金（出金）伺

２　入金（出金）依頼書

３　預り金台帳

４　小口現金出納帳

５　領収書等挙証資料
	

	
	（７）利用者から現金を預る際、及び利用者に現金を引き渡す際には、複数の職員が立ち合うとともに、利用者から受領の証し（サイン又は押印）を徴しているか。


	　□立ち合っている

□立ち合っていない

　□徴している

　□徴していない
	１　受領の証し
	

	
	（８）領収書等の挙証資料を適正に保管しているか。


	　□適正に保管している

　□適正に保管していない
	１　領収書等
	

	
	（９）預り金の状況について管理者に毎月報告するとともに、管理者は年４回以上、自主点検を行っているか。

※　報告に関する留意事項

出納責任者は、預り金台帳及び小口現金出納を毎月末で締め切り、入金（出金）伝票、通帳と照合の上、管理者に報告すること。

※　自主点検に関する留意事項等

１　管理者による自主点検は、個人別残高一覧のみならず、通帳残高、入金（出金）伺及び領収書等についても点検すること。

２　自主点検の内容（例）

　　通帳と預り金台帳・個人別残高一覧表との照合、入金（出金）伺・領収書と預り金台

帳・小口現金出納帳との照合　等

　　なお、今回と前回又は前年度の個人別残高一覧表を照合し、預り金が大幅に減っているケースがないか確認することも一つの方法である。


	　□適切に報告している

□適切に報告していない

　□適切に自主点検している

□適切に自主点検していない


	１　報告に関する起案

２　自主点検記録等
	

	
	（10）預り金の状況について、利用者（家族）に対し少なくとも年１回以上、預り金の状況を報告しているか。

※　留意事項

１　利用者のほか、原則として家族に対しても、少なくとも年１回以上報告すること。

（トラブルを避けるため、あらかじめ利用者及び家族と、家族への報告の必要性について確認するのが適当である。）

２　報告に当たっては、トラブル回避等のため、文書によるのが適当である。

　　また、通帳の種類、口座番号、預金残高等できる限り詳細な内容を報告すること。


	　□適切に報告している

□適切に報告していない


	１　報告控
	

	
	（11）預り金が有料の場合、利用者と文書で契約し、その契約内容は妥当であるか。

　　　また、手数料を徴している場合、その積算根拠は明確となっているか。

　　※　利用者から出納管理に係る費用を徴収する場合は、その積算根拠を明らかにし、適切な額

　　　を定めなければならないこと。


	　□適切に行っている

□適切に行っていない

　□手数料を徴していない


	１　契約書
	

	
	（12）寄付金等の名目で半強制的な引き落としが行われていないか。


	　□行われていない

□行われている


	
	

	
	（13）利用者自ら所持金を自己管理している場合は、自己管理のため必要となる保管場所の確保等について配慮がなされているか。


	　□適切に行っている

□適切に行っていない

　□該当なし
	
	

	
	（14）遺留金品は適正に遺族に引き渡されているか。


	　□適切に行っている

□適切に行っていない

　□該当なし
	１　遺留金品引き渡し関係書類
	


第５　変更の届出等

	主 眼 事 項
	着　眼　点（根拠法令）
	自己点検結果
	確認書類
	指導結果

	1． 変更の届出

	次の事項に変更があったとき、又は当該事業を廃止し、休止し、若しくは再開したときは、10
日以内に県知事に届け出ているか。

①　施設の名称及び設置の場所
②　設置者の名称及び主たる事務所の所在地並びに代表者の氏名及び住所

③　設置者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書又は条例等

　（当該指定に係る事業に関するものに限る。）

④　建物の構造概要及び平面図並びに設備の概要

⑤　施設の管理者及びサービス管理責任者の氏名、経歴及び住所

⑥　運営規程

⑦　協力医療機関の名称及び診療科名並びに当該協力医療機関との契約の内容（協力歯科医療機関があるときは、その名称及び当該歯科協力医療機関との契約の内容を含む。）

⑧　指定障害者支援施設基準第30条第2項、第31条第2項及び第32条の規定により、連携する公共職業安定所その他関係機関の名称（就労移行支援事業により、実習、求職活動の支援等及び職場への定着のための支援を実施する場合に限る。）
⑨　当該申請に係る事業に係る介護給付費及び訓練等給付費の請求に関する事項

　　　（法第46条第1項、第２項　施行規則第34条の26）
	　□適正に届け出ている
□適正に届け出ていない

　　→□10日以内に届け出ていない

　　　□変更、又は廃止等について届け出ていない

届け出ていない内容

□該当無し


	
	

	２．変更の申請
	（１）福祉サービスの種類の変更のため、施設障害者支援施設の指定の変更を受けようとする者は、次の事項について、変更申請書又は書類を県知事に提出しているか。

①　施設の名称及び設置の場所

②　設置者の名称及び主たる事務所の所在地並びに代表者の氏名及び住所

③　設置者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書又は条例等

　（当該指定に係る事業に関するものに限る。）

④　建物の構造概要及び平面図並びに設備の概要

⑤　利用者の推定数
⑥　当該申請に係る事業に係る従業者の勤務の体制及び勤務形態（提供する施設障害福祉サービスの種類ごとの従業者の勤務の体制及び勤務形態を明示するものとする。）
（２）当該指定に係る入所定員（生活介護に係るものに限る。）を増加するために指定障害者支援施設の指定の変更を受けるようとする者は、次の事項について、変更申請書又は書類を県知事に提出しているか。

①　施設の名称及び設置の場所

②　設置者の名称及び主たる事務所の所在地並びに代表者の氏名及び住所

③　建物の構造概要及び平面図並びに設備の概要

④　利用者の推定数

⑤　当該申請に係る事業に係る従業者の勤務の体制及び勤務形態（提供する施設障害福祉サービスの種類ごとの従業者の勤務の体制及び勤務形態を明示するものとする。）

⑥　入所定員　　　　　　　　　　　　　　　　（法第39条第1項、　施行規則第34条の25）
	　□適正に申請している
□適正に申請していない

□該当無し

　□適正に申請している
□適正に申請していない

□該当無し


	
	


第６　介護給付費等の算定及び取り扱い
（1） 各事業共通
	主 眼 事 項
	着　眼　点（根拠法令）
	自己点検結果
	確認書類
	指導結果

	１　基本事項等
（共通事項）
１　基本事項等
（共通事項）
１　基本事項等
（共通事項）
１　基本事項等
（共通事項）
１　基本事項等
（共通事項）
１　基本事項等
（共通事項）

	（１）サービスに要する費用の額は、平成18年厚生労働省告示第523号の別表「介護給付費等単位数表」の第５により算定する単位数に、10円を乗じて得た額を算定しているか。
　（平18厚告523の一）（法第29条3項）
	　□適正に算定している
□適正に算定していない


	１　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票
	

	
	（２）端数処理

　　　加算減が必要となる所定単位数の算定に当たり、小数点以下の端数が生じた場合、その都度四捨五入し整数値にして計算しているか。（計算例参照）
　　　また、算定された単位数から金額に換算する際に生ずる1円未満（小数点以下）の端数については、切り捨てとする。（平18厚告523の二）
※（計算例）居宅介護（身体介護30分未満で254単位）

・３級ヘルパーの場合　所定単位の70%

　254×0.7＝177.8→178単位

・３級ヘルパーで夜間又は早朝の場合

　178×1.25＝222.5→223単位

※254×0.7×1.25＝222.25として四捨五入するのではない。

	　□適正に算定している
□適正に算定していない

　
	１　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票
　
	

	
	（３）障害福祉サービス種類相互の算定関係

特別な事情がある場合を除き、利用者が他の障害福祉サービスを受けている間又は旧法施設支援を受けている間に、当該サービス費を算定していないか。

（平18厚生告523別表第5の1の注5）
※　介護給付費等については、同一時間帯に複数の障害福祉サービスに係る報酬を算定できない。例えば、日中活動サービス（生活介護、児童デイサービス、自立訓練（機能）、自立訓練（生活）、就労移行支援、就労継続支援Ａ型・Ｂ型）を受けている時間帯に本人不在の居宅を訪問して掃除等を行うことについては、本来、居宅介護の家事援助として行う場合は、本人の安否確認、健康チェック等も併せて行うべきであることから、居宅介護の所定単位数は算定できない。

また、日中活動サービスの報酬については、１日当たりの支援に係る費用を包括的に評価していることから、日中活動サービスの報酬を算定した場合には、同一日に他の日中活動サービスの報酬は算定できない。

	　□算定していない
□算定している

　　→特別な事情


□該当なし


	１　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票
	

	
	（４）減算の取扱

生活介護サービス費の算定に当たっては、次のいずれかに該当する場合に、それぞれに掲げる割合を所定単位数に乗じているか。
（平18厚告523別表第5の1の注4）

ア　定員超過の場合　→　所定単位数（加算前）の100分の70
１　対象となる障害福祉サービス

　療養介護、生活介護、児童デイサービス、短期入所、施設入所支援、自立訓練（機能）、自立訓練（生活）（生活訓練サービス費（Ⅱ）は除く。）、就労移行支援、就労継続支援Ａ型・Ｂ型）

２　具体的取扱い

(1) 日中活動サービスの場合 

ア　１日の利用者数が次のいずれかに該当する場合

①定員50人以下：定員×150/100を超える場合
②定員51人以上：75＋（定員－50）×125/100を超える場合
イ　過去３月間の利用者数の平均値が定員×125/100を超える場合

（ただし、定員11人以下：定員＋３を超える場合）

　例：利用定員30人、１月の開所日数が22日の施設の場合

　　　30人×22日×3月＝1,980人

　　　1,980人×1.25＝2,475人（受入れ可能延べ利用者数）

（※３月間の総述べ利用者数が2,475人を超えると減算）

※　多機能型事業所等における定員超過利用減算
　　複数のサービスごとに、当該利用定員を超える受入れ可能人数を算出する。

（例１）定員40人（生活介護20、自立訓練（生活）10、就労継続Ｂ10）の1日当たりの実績による受入れ可能人数

　　→　生活介護　　　 ：20人×150％＝30人、自立訓練（生活）：10人×150％＝15人、

        就労継続Ｂ     ：10人×150％＝15人

　 　 　よって、サービスごとに次の人数を超える場合に減算となる。

        生活介護：30人、生活訓練：15人、就労継続Ｂ15人

（例２）定員40人（生活介護20、自立訓練（生活）10、就労継続Ｂ10）、月の開所日数が22日の場合の過去3ヶ月の利用実績によるによる受入れ可能人数

　　→　生活介護　　　 ：20人×22日×3月＝1,320人×125％＝1,650人

　　　　自立訓練（生活）：10人×22日×3月＝  660人×125％＝  825人

就労継続Ｂ　　 ：10人×22日×3月＝　660人×125％＝　825人

　 　 　よって、サービスごとに次の人数を超える場合に減算となる。

        生活介護：1,650人、自立訓練（生活）：825人、就労継続Ｂ825人

(2) 療養介護、短期入所、宿泊型自立訓練及び施設入所支援の場合

ア　１日の利用者数が次のいずれかに該当する場合

①定員50人以下：定員×110/100を超える場合
②定員51人以上：55＋（定員－50）×105/100を超える場合
イ　過去３月間の利用者数の平均値が定員×105/100を超える場合
　例：利用定員50人の施設の場合

　　　(50人31日)×（50人×30日）＋（50人×31日）＝4,600人

　　　4,600人×1.05＝4,830人（受入れ可能延べ利用者数）

（※３月間の総述べ利用者数が4,830人を超えると減算）

※定員超過の算定の際の利用者数

　上記の利用者数の算定に当たっては、次の１～３までに該当する利用者を除くことができる。

１　市町村の措置による利用者

２　「地域生活への移行が困難になった障害者及び離職した障害者の入所施設等への受入について」（平18年4月3日付け障障発第0403004号）により定員の枠外として取り扱われる入所者

３　災害等やむを得ない理由により定員の枠外として取り扱われる入所者
イ　人員欠如の場合　→　所定単位数（加算前）の100分の70
１　対象となる障害福祉サービス

　療養介護、生活介護、児童デイサービス、短期入所、共同生活介護、自立訓練（機能）、自立訓練（生活）（生活訓練サービス費（Ⅱ）は除く。）、就労移行支援、就労継続支援Ａ型・Ｂ型、共同生活援助

２具体的取扱い

(1) 居宅介護の従業者、生活支援員、看護職員、理学療法士、作業療法士、（児童）指導員、保育士、地域移行支援員、職業指導員、就労支援員及び世話人

ア　人員基準上必要とされる員数から１割を超えて減少した場合には、その翌月から人員欠如が解消されるに至った月まで、利用者の全員について減算

イ　人員基準上必要とされる員数から１割の範囲内で減少した場合には、その翌々月から人員欠如が解消されるに至った月まで、利用者の全員について減算

(2) (1)以外の人員欠如（サービス管理責任者等）については、その翌々月から人員欠如が解消されるに至った月まで、利用者の全員について減算

(3) 常勤又は専従など、従業者の員数以外の要件を満たしていない場合には、その翌々月から人員欠如が解消されるに至った月まで、利用者の全員について減算

(4) 多機能型事業所等であって、複数の障害福祉サービス又は昼間実施サービスの利用者の数の合計数に基づき、配置すべきサービス管理責任者の員数等を満たしていない場合には、当該複数の障害福祉サービス又は昼間実施サービスの利用者の全員について減算
ウ　夜勤職員欠如の場合　→　所定単位数（加算前）の100分の95

１　対象となる障害福祉サービス

　　施設入所支援

２　具体的取扱い

夜勤を行う生活支援員の員数が指定障害者支援施設基準の規定に満たない場合の減算については、ある月（暦月）において次のいずれかに該当する場合、その翌月の利用者の全員について減算

(1) 夜勤時間帯（午後10時から翌日の午前5時までの時間を含めた連続する16時間をいい、原則として、指定障害者支援施設等ごとに設定するものとする。）において夜勤を行う生活支援員の員数が指定障害者支援施設基準に定める員数に満たない事態が2日以上連続して発生した場合

(2) 夜勤時間帯において夜勤を行う生活支援員の員数が指定障害者支援施設基準に定める員数に満たない事態が4日以上発生した場

　エ　個別支援計画が作成されていない場合　→　所定単位数（加算前）の100分の95
　
１　対象となる障害福祉サービス

　療養介護、生活介護、児童デイサービス、共同生活介護、施設入所支援、自立訓練（機能）、自立訓練（生活）（生活訓練サービス費（Ⅱ）は除く。）、就労移行支援、就労継続支援Ａ型・Ｂ型、共同生活援助

２　具体的取扱い

　個別支援計画の作成が適切に行われていない場合には、次のいずれかに該当する月から当該状態が解消されるに至った月の前月まで、次のいずれかに該当する利用者につき減算

(1) サービス管理責任者による指揮の下、個別支援計画が作成されていない。

(2) 個別支援計画の作成に係る一連の業務が適切に行われていない。

オ　平均利用期間が標準利用期間を超える場合　→　所定単位数（加算前）の100分の95　

１　対象となる障害福祉サービス

　自立訓練（機能）、自立訓練（生活）（宿泊型自立訓練を除く。）、就労移行支援

２　具体的取扱い

　事業所等が提供する各サービスの利用者（サービスの利用開始から１年を経過していない者を除く。）ごとの利用期間の平均値が標準利用期間に６月間を加えて得た期間を超えている１月間について、利用者全員につき減算

※「標準利用期間に６月間を加えて得た期間」

　・自立訓練（機能訓練）２４月間（１年６月間＋６月間）

　・自立訓練（生活訓練）３０月間（２年　　　＋６月間）

　・就労移行支援 ３０月間（２年　　　＋６月間　※４２月間又は６６月間の場合有）

(1) 利用者ごとのサービス利用期間は、当該利用者のサービス利用開始日から各月の末日までの間の月数を算出するものとする。この場合において、サービス利用開始日が月の初日の場合にあってはサービス利用開始日の属する月を含み、月の２日目以降の場合にあっては当該月を含まず、翌月以降から起算する。

(2) 頸髄損傷により四肢に麻痺がある者であって、標準利用期間が36月間とされる自立訓練（機能訓練）の利用者については、上記aにより算定した期間を1.75で除して得た期間とする。

(3) １年間以上にわたり入院をしていた者又は１年間以上にわたり入退院を繰り返していた者であって、標準利用期間が36月間とされる自立訓練（生活訓練）の利用者については、上記aにより算定した期間を1.4で除して得た期間とする。
カ　複数の減算事由に該当する場合の取扱い　

　原則として、それぞれ減算割合を乗ずることとになるが、定員超過利用と人員欠如の双方の事由に該当する減算割合を乗じるが、定員超過利用と人員欠如の双方の事由に該当する場合については、いずれか一方の事由のみに着目して減算を行うこと
キ　大規模住居に該当する場合の取扱　

1 共同生活介護の場合

a  共同生活住居の入居定員か8人以上   100分の95

b  共同生活住居の入居定員が21人以上  100分の93
2 共同生活援助の場合

a  共同生活住居の入居定員か8人以上   100分の90

b  共同生活住居の入居定員が21人以上  100分の87
	□適正に算定している

　□適正に算定していない

　□該当なし


	１　事前調書Ｐ１１
２　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票
	

	
	（５）その他注意事項

ア　日中活動サービスのサービス提供時間

　　　日中活動サービスの報酬の算定に当たって、当該日中活動サービスに係るサービス提供時間の下限が設定されているものではないが、日中活動サービスは、個々の利用者について、適切なアセスメントを通じて、個別支援計画を作成することから、計画に沿ったサービスを提供する上で必要となるサービス提供時間が確保される必要がある。

イ　事業所等とは別の場所で行われる企業実習等への支援

　　就労移行支援、就労継続支援Ａ型・Ｂ型の事業所とは別の場所の場所で行われる企業実習等への支援（事業所外等支援）は、次のいずれも満たす場合に限り、１年度につき180日間（実際に利用した日数）を限度に算定する。


	
	
	

	
	
	
	
	

	
	※要件

１　事業所外等支援が運営規程に位置付けられていること。

２　事業所外等支援の内容が、事前に個別支援計画に位置付けられ、１週間ごとに計画の見直しが行われ、就労能力や工賃の向上及び一般就労への移行が認められること。

３　利用者又は実習受入事業者等から利用者の状況を聞き取りして日報が作成されていること。

４　事業所外等支援の期間中における緊急時の対応ができること。
ウ　加算の算定要件等を満たすべき数を算定する際の利用者数

①　報酬算定上満たすべき従業者の員数又は加算等若しくは減算の算定要件を算定する際の利用者数は、当該年度の前年度の平均を用いる（新規開設又は再会の場合は推定数による）。この場合、利用者数の平均は、前年度の全利用者の延べ数を当該前年度の開所日数を除して得た数（小数点第2位以下を切り上げ）とする。

②　新設又は増改築等の場合（前年度において１年未満の実績しかない場合）の利用者数は、次のとおりとする。

・６月未満の間　　　　…便宜上、定員の90％を利用者数とする。

・６月以上１年未満の間…直近の６月における全利用者の延べ数を６月間の開所日数で除して得た数とする。

・１年以上　　　　　　…直近１年間における全利用者の延べ数を１年間の開所日数で除して得た数とする。

③　定員を減少する場合には、減少後の実績が３月以上あるときは、減少後の述べ利用者数を３月間の開所日数で除して得た数とする。

④　これにより難い合理的な理由がある場合で、都道府県知事が認めた場合は、他の適切な方法により、利用者数を推定できる。

エ　定員規模別単価の取扱い

①　療養介護、生活介護、児童デイサービス、施設入所支援、自立訓練（機能）、自立訓練（生活）、就労移行支援、就労継続支援Ａ型・Ｂ型については、運営規程の利用定員に応じた報酬を算定する。

②　多機能型事業所又は複数の昼間実施サービスを実施する指定障害者支援施設等については、昼間実施サービスの利用定員の合計数を利用定員数とした場合の報酬を算定する。

③　多機能型指定児童デイサービス事業所は、児童デイサービスの利用定員、児童デイサービスを除く多機能型事業所の利用定員、それぞれの規模に応じて報酬を算定する。がある。


	
	
	


第６　介護給付費等の算定及び取り扱い

（２）施設入所支援

	主 眼 事 項
	着　眼　点（根拠法令）
	自己点検結果
	確認書類
	指導結果

	１　施設入所支援サービス費
	(1) 次のいずれかに該当する利用者に対して、指定障害者支援施設が行う施設入所支援に係るサービスを行った場合に、利用定員及び障害程度区分に応じ、1日につき所定単位数を加算しているか。

(平18厚告523別表第10の1の注1)
※対象者
１　障害程度区分4（50歳以上の者にあっては、区分3）以上に該当する者

２　自立訓練又は就労移行支援を受ける者であって、入所によって訓練等を実施することが必要かつ効果的であるもの又は通所によって訓練等を受けることが困難なもの
３　特定旧法指定施設に入所した者であり、継続して指定障害者支援施設等に入所している者又は当該施設を退所後に再度入所する者
　          

□　利用定員が40人以下                      □　利用定員が41人以上60人以下
　ア　障害程度区分6　　　　　　400単位      　ア　障害程度区分6　　　　　　309単位

　イ　障害程度区分5　　　　　　328単位      　イ　障害程度区分5　　　　　　249単位
　ウ　障害程度区分4　　　　　　256単位      　ウ　障害程度区分4　　　　　　188単位

　エ　障害程度区分3　　　　　　180単位      　エ　障害程度区分3　　　　　　138単位

　オ　障害程度区分2以下  　　　115単位     　オ　障害程度区分2以下  　　　 99単位

□　利用定員が61人以上80人以下             □　利用定員が81人以上

　ア　障害程度区分6　　　　　　255単位       ア　障害程度区分6　　　　　　231単位

　イ　障害程度区分5　　　　　　207単位       イ　障害程度区分5　　　　　　186単位
　ウ　障害程度区分4　　　　　　158単位       ウ　障害程度区分4　　　　　　141単位

　エ　障害程度区分3　　　　　　121単位       エ　障害程度区分3　　　　　　109単位

　オ　障害程度区分2以下  　　　 92単位      オ　障害程度区分2以下  　　　 88単位

（２）地方公共団体が設置する指定施設入所支援の場合は、所定単位数の965/1000に相当する単位数を算定しているか。（平18厚告523別表第10の注2）


	　□適正に算定している

　□適正に算定していない

　

	１　事前調書Ｐ４
２　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票
３　受給者証
	

	主 眼 事 項
	着　眼　点（根拠法令）
	自己点検結果
	確認書類
	指導結果

	〔各種加算〕

２　夜勤職員配置体制加算


	(1)施設入所支援の単位ごとに、施設入所支援の提供を行った場合、当該指定施設入所支援の単位の利用定員に応じ、１日につき利用定員に応じた所定単位数を加算しているか。

（平18厚告523別表第10の1の注2）

※　配置基準

　　次のいずれかの配置基準を満たす場合に加算

１　前年度の利用者の数の平均値が21人以上40人以下の場合は、夜勤2人以上
２　前年度の利用者の数の平均値が41人以上60人以下の場合は、夜勤3人以上

３　前年度の利用者の数の平均値が61人以上の場合は、夜勤3人に前年度の利用者の数の平均値が60を超えて40又はその端数を増すごとに1を加えて得た数以上

ア　利用定員が21人以上40人以下　　　38単位

イ　利用定員が41人以下60人以下　　　30単位

ウ　利用定員が61人以下　　　　　　　 25単位

(2) 地方公共団体が設置する指定施設入所支援の場合は、所定単位数の965/1000を加算する。（平18厚告523別表第10の2の注）
	　□適正に算定している
□適正に算定していない

　□該当なし　


	１　事前調書Ｐ１０
２　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票


	

	３　重度障害者支援加算
３　重度障害者支援加算

	(1)重度障害者支援加算…28単位
医師の意見書により特別な医療が必要とされる利用者（生活介護利用者に限る）の数が、利用者の数の100分の20以上であって、指定基準の員数に加えて、看護職員又は生活支援員を1人以上配置しているものとして、県に届け出た場合に、1日につき所定単位数を加算しているか。

また、その利用者のうち区分6に該当し、かつ気管切開を伴う人工呼吸器による呼吸管理が必要なもの等が2人以上利用すると県に届け出た場合に、1日につき更に22単位を加算しているか。

（平18厚告523別表第10の3の注1～6）

(2)重度障害者支援加算（Ⅱ）　　　

ア　生活介護の人員配置体制加算（Ⅰ）が算定されていて、指定基準の員数に加えて生活支援員を0.5人以上配置した場合
1� 障害程度区分6   … 10単位

2� 障害程度区分5　 …198単位

3� 障害程度区分4  … 440単位

4� 障害程度区分3  … 538単位

イ　生活介護の人員配置体制加算（Ⅱ）が算定されていて、指定基準の員数に加えて生活支援員を0.5人以上配置した場合
1� 障害程度区分6   … 20単位

2� 障害程度区分5　 …255単位

3� 障害程度区分4  … 496単位

4� 障害程度区分3  … 594単位

ウ　生活介護の人員配置体制加算（Ⅲ）が算定されていて、指定基準の員数に加えて生活支援員を0.5人以上配置した場合
1� 障害程度区分6   … 78単位

2� 障害程度区分5　 …343単位

3� 障害程度区分4  … 585単位

4� 障害程度区分3  … 683単位

エ　生活介護の人員配置体制加算が算定されていないが、指定基準の員数に加えて生活支援員を1人以上配置した場合
1� 障害程度区分6   …130単位

2� 障害程度区分5　 …395単位

3� 障害程度区分4  … 637単位

4� 障害程度区分3 　…735単位

(3) 重度障害者支援加算（Ⅱ）については、加算の算定を開始した日から起算して90日以内の期間について、1日につき所定単位数に700単位を加算する。（平18厚告523別表第10の3の注7）
	　□適正に算定している
□適正に算定していない

　□該当なし　


	１　事前調書Ｐ１０
２　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票

３　県知事への届出状況の確認
	

	４　夜間看護体制加算
	夜勤職員配置体制加算が算定されている指定障害者支援施設等において、指定生活介護等を受ける利用者に対して指定施設入所支援等を提供する時間に、生活支援員に代えて看護職員（重度障害者支援加算（Ⅰ）の算定対象となる看護職員を除く。）を1以上配置しているものとして県に届け出た施設入所支援の単位において、指定施設入所支援の提供を行った場合に、1日につき所定単位数を加算しているか。【60単位】（平18厚告523別表第10の4の注）
※留意事項

原則として、毎日予感看護体制を確保していることを評価するものであり、通常は夜間看護体制をとっていない施設において不定期に看護職員が夜勤を行う場合は算定できない。

	　□適正に算定している
□適正に算定していない

　□該当なし　


	１　事前調書Ｐ１０
２　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票

３　県知事への届出状況の確認
	

	５　入院時特別支援加算
 
	新たに入所者を受け入れた日から起算して30日以内の期間において、指定施設入所支援の提供を行った場合に、1日につき所定単位数を加算しているか。【30単位】

（平18厚告523別表第10の5の注）

	　□適正に算定している
□適正に算定していない

　□該当なし　


	１　事前調書Ｐ１０
２　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票

３　県知事への届出状況の確認
	

	６　土日等日中支援加算

　

	次のいずれかに該当する日において昼間の時間帯に介護等の支援を行った場合、1日につき所定単位数を加算しているか。【90単位】（平18厚告523別表第10の6の注）
(1)土曜日、日曜日等であって日中活動サービスに係るサービス費が算定されない日において、昼間の時間帯における介護、介助及び見守り等の支援を行った場合
(2)利用者が入所している障害者支援施設において実施されている日中活動サービス以外の日中活動サービスを利用する場合において、心身の状況等により当該サービスを利用できない日に介護、介助及び見守り等の支援を行った場合
	　□適正に算定している
□適正に算定していない

　□該当なし　


	１　事前調書Ｐ１０
２　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票

３　県知事への届出状況の確認
	

	７　入院・外泊時加算
	利用者が病院又は診療所への入院した場合又は居宅への外泊を認めた場合に、１月に８日（継続して入院又は外泊した初日から起算して3月に限る。）を限度として、施設入所支援サービス費に代えて、利用定員に応じて、所定単位数を加算しているか。（地方公共団体が設置する指定障害者支援施設は、単位数の1000分の965に相当とする額とする。）　（平18厚告523別表第10の7の注）
(1)利用定員が60人以下　　　　　…320単位

(2)利用定員が61人以上80人以下 …272単位
(3)利用定員が81人以上　　　　　…247単位
※　留意事項
１　入院又は外泊の初日及び最終日は、施設入所支援サービス費を算定し、本加算は算定しない。

２　入院又は外泊期間が月をまたがる場合は、当該加算を算定できる月を含め、最大３か月（２４日分（８日×３か月）算定可能。）算定が可能なこと。
３　利用者の入院に伴い、空きベッドを短期入所として活用した場合は、その期間について本加算を算定できない。 

	□適正に算定している
□適正に算定していない

　□該当なし　

　


	１　事前調書Ｐ１０
２　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票


	

	８　長期入院等支援加算
	利用者が病院又は診療所への入院を要した場合及び利用者に対して外泊を認めた場合に、施設従業者のうち、いずれかの職種の者が、施設障害福祉サービス計画に基づき支援を行った場合に、入院又は外泊期間（入院又は外泊の初日及び最終日並びに入院・外泊時加算が算定される期間を除く
。）について、1日につき利用定員に応じ、所定単位数を算定しているか。（地方公共団体が設置する指定障害者支援施設は、単位数の1000分の965に相当とする額とする。）
（平18厚告523別表第10の8の注）

(1)利用定員が60人以下　　　　　…160単位

(2)利用定員が61人以上80人以下 …136単位
(3)利用定員が81人以上　　　　　…123単位
※　留意事項
１　利用者が入院・外泊時加算が算定される期間を超えて入院・外泊したした際、従業者が原則として1週間に1回以上、病院又は診療所を訪問し、入院期間中の被服費等の準備や利用者の相談支援など、日常生活上の支援を行い、入院以外の外泊にあっては、家族等との連絡調整や交通手段の確保等を行った場合に算定する。
２　入院・外泊の際に支援を行った場合は、そり支援内容を記録する。

３　１回の入院又は外泊で月をまたがる場合は、当該加算を算定できる月を含め、最大３か月（２４日分（８日×３か月）算定可能。）算定が可能なこと。
４　入院時支援特別加算を算定する月については算定できない。 

	□適正に算定している
□適正に算定していない

　□該当なし　

　


	１　事前調書Ｐ１０
２　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票


	

	９　入院時支援特別加算

	家族等からの入院に係る支援が困難な利用者の病院又は診療所への入院に当たり、施設従業者のいずれかが、施設障害福祉サービス計画に基づき、病院等を訪問し、病院等との連絡調整及び被服等の準備その他の日常生活の支援を行った場合に、１月に１回を限度として、１月の入院期間の合計日数（入院初日、退院日、及び入院・外泊加算が算定される期間を除く。）に応じ、所定単位数を加算しているか。（平18厚告523別表第10の9の注）
(1) 当該月の入院期間（入院の初日及び最終日並びに入院・外泊時加算が算定される期間を除く。）の日数の合計が4日未満の場合…561単位

(2) 当該月の入院期間の日数の合計が4日以上の場合…1,122単位

※　算定に関する留意事項

１　「当該月の入院期間が4日未満の場合（加算額561単位のイを算定）」を算定する場合は少なくとも１回以上、「当該月の入院期間が4日以上の場合（加算額1,122単位のロを算定）」を算定する場合は少なくとも２回以上、病院等を訪問する必要があること。

　　また、入院期間4日以上の場合で、病院等への訪問回数が１回の場合は、561単位を算定すること。

２　利用者か入所する指定障害者支援施設の近隣に家族等の居宅がある場合であって、家族等からの支援を受けることが可能である者については算定しない。

	　□適正に算定している
□適正に算定していない

　□該当なし　

　


	１　事前調書Ｐ１０
２　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票


	

	10　地域移行加算

10　地域移行加算

	入院期間が１月を超えると見込まれる利用者の退院に先立って、指定障害者支援施設に置くべきいずれかの職種の者（昼間サービス及び施設入所支援に係る人員基準にある従業者。サービス管理責任者を含む。）が、利用者に対して、退院後の生活について相談助言を行い、かつ、利用者が退院後生活する居宅を訪問し、利用者及び家族等に対して退院後の障害福祉サービスその他の保健医療サービス又は福祉サービスについて相談援助及び連絡調整を行った場合に、入院中１回を限度として所定単位数を加算しているか。【500単位】
また、利用者の退院後30日以内に利用者の居宅を訪問し、利用者及び家族等に対して相談援助を行った場合に、退院後１回を限度として所定単位数を加算しているか。

（平18厚告523別表第10の10の注）
※　留意事項
１　加算は退院日に算定し、退院後の訪問相談については訪問日に算定すること。

２　次のいずれかに該当する場合は加算を算定できない。
(1) 退院して病院又は診療所へ入院する場合
(2) 退院して他の社会福祉施設等へ入所する場合
(3) 死亡退院の場合
３　加算の対象となる相談援助を行った場合は。相談援助を行った日及び相談援助の内容の要件を記録すること。
４　加算の相談援助の内容は、次のようなものであること。
(1) 退院後の障害福祉サービスの利用等に関する相談援助
(2) 食事、入浴、健康管理等居宅における生活に関する相談援助
(3) 退院する者の運動機能及び日常生活動作能力の維持及び向上を目的として行う各種訓練等に関する相談援助

(4) 住宅改修に関する相談援助
(5) 退院する者の介護等に関する相談援助

５　退院前の相談援助に係る加算を算定していない場合であっても、退院後の訪問による相談援助を行えば、当該支援について加算を算定できること。

	　□適正に算定している
□適正に算定していない

　□該当なし　


	１　事前調書Ｐ１０
２　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票

３　個別支援計画


	

	11　地域生活移行個別支援特別加算


	　次の基準に適合するとして県に届け出た場合、1日につき所定単位数を加算しているか。

（平18厚告523別表第10の11の注）
□　地域生活移行個別支援特別加算（Ⅰ）…12単位
　

※要件

１　社会福祉士又は精神保健福祉士の資格を有する職員を配置

２　精神科医師による定期的指導（月に2回以上）が行われていること

３　医療観察法に基づく通院中の者等の支援に関する研修を年1回以上行っていること

４　保護観察所等との協力体制が整っていること。

□　地域生活移行個別支援特別加算（Ⅱ）…306単位
上記が加算されていて、医療観察法により入院によらない医療を受けさせる決定があった日から3年を経過していない者等に支援した場合、3年以内の期間において所定単位数を加算しているか。
	　□適正に算定している
□適正に算定していない

　□該当なし　


	１　事前調書Ｐ１０
２　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票

３　個別支援計画

４　県知事への届出状況の確認
	

	12　栄養士配置加算
	　次の①及び②の基準にいずれも適合するものとして、県知事に届け出た指定障害者支援施設において、利用定員に応じ、１日につき所定単位数を算定しているか。（平18厚告523別表第10の12の注1、2）

　※要件

（1）管理栄養士又は栄養士を1名以上配置していること。

（2）利用者の日常生活状況、嗜好等を把握し、安全で衛生に留意し、適切な食事管理を行っていること。
□　栄養士配置加算（Ⅰ）…常勤の管理栄養士又は栄養士の場合
　(1)利用定員が40人以下　　　　　　27単位

　(2)利用定員が41人以上60人以下 　22単位

　(3)利用定員が61人以上80人以下　 15単位

  (4)利用定員が81人　　　　　　　　12単位

□　栄養士配置加算（Ⅱ）
　(1)利用定員が40人以下　　　　　　15単位

　(2)利用定員が41人以上60人以下 　12単位

　(3)利用定員が61人以上80人以下　  8単位

  (4)利用定員が81人　　　　　　　　 6単位


	　□適正に算定している
□適正に算定していない

　□該当なし　

　


	１　事前調書Ｐ１０
２　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票

３　県知事への届出状況の確認
	

	13　栄養マネジメント加算


	　次の基準にいずれも適合するものとして、県知事に届け出た指定障害者支援施設において、１日につき所定単位数を算定しているか。【10単位】（平18厚告523別表第10の13の注）

　※要件

１　常勤の管理栄養士（平成24年3月31日までの間にあっては、管理栄養士又は栄養管理業務に関し5年以上の実務経験を有する栄養士）を1名以上配置していること。

２　入所者の栄養状態を施設入所時に把握し、医師、管理栄養士、看護師その他の職種の者が共同して、入所者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態にも配慮した栄養ケア計画を作成していること。

３　入所者ごとの栄養ケア計画に従い栄養管理を行っているとともに、入所者の栄養状態を定期的に記録していること。

４　入所者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価し、必要に応じて当該計画を見直ししていること。

	　□適正に算定している
□適正に算定していない

　□該当なし　

　


	１　事前調書Ｐ１０
２　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票

３　県知事への届出状況の確認
	

	14　経口移行加算

　
	　医師の指示に従い、その他の職種の者が共同して、入所者ごとに経口移行計画を作成し、管理栄養士又は栄養士が、経口による食事の摂取を進めるための栄養管理を行った場合に、計画作成の日から180日以内に限り（必要と認められる場合は、継続も可。）、1日につき所定単位数を加算しているか。【28単位】（平18厚告523別表第10の14の注1、2）


	　□適正に算定している
□適正に算定していない

　□該当なし　

　


	１　事前調書Ｐ１０
２　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票


	

	15　経口維持加算


	　医師の指示に従い、その他の職種の者が共同して、摂食機能障害を有し誤嚥が認められる入所者ごとに経口維持計画を作成し、管理栄養士又は栄養士が、経口による食事の摂取を進めるための特別な管理を行った場合に、計画作成の日から180日以内に限り（必要と認められる場合は、継続も可。）、1日につき所定単位数を加算しているか。（平18厚告523別表第10の15の注1、2）

· 経口維持加算（Ⅰ）　造影撮影又は内視鏡検査による誤嚥が認められるもの…28単位
· 経口維持加算（Ⅱ）　水飲みテスト等により誤嚥が認められるもの…5単位

	　□適正に算定している
□適正に算定していない

　□該当なし　

　


	１　事前調書Ｐ１０
２　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票


	

	16　療養食加算

　
	　管理栄養士又は栄養士が、医師の発行する食事せんに基づき提供された適切な栄養量、及び内容を有する糖尿病食等を提供した場合に、1日につき所定単位数を加算しているか。【23単位】
（平18厚告523別表第10の16の注）


	　□適正に算定している
□適正に算定していない

　□該当なし　

　


	１　事前調書Ｐ１０
２　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票


	


第６　介護給付費等の算定及び取り扱い〔生活介護〕

	主 眼 事 項
	着　眼　点（根拠法令）
	自己点検結果
	確認書類
	指導結果

	２　生活介護サービス費

（一）～（五）
	（１）生活介護サービス費（一）～（五）については、次のいずれかに該当する利用者に対して、指定生活介護を行った場合に、利用定員及び障害程度区分に応じ、所定単位数を算定しているか。 (平18厚告523別表第5の1の注1)
※対象者

１　施設入所者のうち、区分４（50歳以上の者にあっては区分３）以上に該当するもの

２　施設入所者以外の者のうち、区分３（50歳以上の者にあっては区分２）以上に該当するもの

３　経過措置利用者（特定旧法指定施設に入所している者）で、現に利用している者又は再度利用する者

□　生活介護サービス費（一） 定員20人以下

　ア　障害程度区分6      1,299単位

　イ　障害程度区分5　　  　981単位

　ウ　障害程度区分4        703単位

　エ　障害程度区分3        635単位

　オ　障害程度区分2以下　 583単位

□　生活介護サービス費（二） 定員21人以上40人以下

　ア　障害程度区分6      1,170単位

　イ　障害程度区分5　　  　884単位

　ウ　障害程度区分4        633単位

　エ　障害程度区分3        572単位

　オ　障害程度区分2以下　 525単位

□　生活介護サービス費（三） 定員41人以上60人以下

　ア　障害程度区分6      1,138単位

　イ　障害程度区分5　　  　854単位

　ウ　障害程度区分4        604単位

　エ　障害程度区分3        538単位

　オ　障害程度区分2以下　 494単位
□　生活介護サービス費（四） 定員61人以上80人以下

　ア　障害程度区分6      1,090単位

　イ　障害程度区分5　　  　825単位

　ウ　障害程度区分4        589単位

　エ　障害程度区分3        533単位

　オ　障害程度区分2以下　 481単位

□　生活介護サービス費（五） 定員81人以上

　ア　障害程度区分6      1,076単位

　イ　障害程度区分5　　  　811単位

　ウ　障害程度区分4        576単位

　エ　障害程度区分3        518単位

　オ　障害程度区分2以下　 466単位

※利用定員について、多機能型事業所の場合は一体的に事業を行う多機能型事業の利用定員の合計数とし、複数の昼間実施サービスを実施している障害者支援施設の場合は、昼間実施サービスの利用定員の合計数とする。

（２）地方公共団体が設置する指定生活介護事業所の場合は、所定単位数の965/1000に相当する単位数を算定しているか。（平18厚告523別表第5の1の注2ほか）


	　□適正に算定している
□適正に算定していない


	１　事前調書Ｐ３

２　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票
３　受給者証
	

	〔各種加算〕

３　人員配置体制加算


	　別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合するものとして、県に届け出た指定生活介護事業所が１日につき所定単位数を加算しているか。（平18厚生告523別表第5の2の注1）

　人員配置体制加算（Ⅰ）～（Ⅲ）については、次の(1)～(3)ごとに以下の条件をそれぞれ満たした場合に、いずれかのみを算定できる。

□（１）人員配置体制加算（一）…（1.7：1）に該当

　ア　利用定員が60人以下　…265単位
　イ　利用定員が61人以上　…246単位
　　※直接処遇職員について、常勤換算方法で前年度の利用者数の平均値を１．７で除した数以上に配置していること。

　　※通所の場合は、区分5若しくは区分6に該当する者又はこれに準ずる者（区分4以下であって、厚生労働大臣が定める基準別表に掲げる行動関連項目の欄の区分に応じ、その行動関連項目が見られる頻度等をそれぞれ同表の0点の欄から2点の欄までに当てはめて算出した点数の合計が15点以上である者）の総数が利用者の数の合計数の100分の60以上であること。
□（２）人員配置体制加算（二）…（2：1）に該当

　ア　利用定員が60人以下　…181単位

　イ　利用定員が61人以上　…166単位
※直接処遇職員について、常勤換算方法で前年度の利用者数の平均値を２で除した数以上に配置していること。

　　※通所の場合は、区分5若しくは区分6に該当する者又はこれに準ずる者の総数が利用者の数の合計数の100分の50以上であること。

□（３）人員配置体制加算（三）…（2.5：1）に該当

　ア　利用定員が60人以下　… 51単位

　イ　利用定員が61人以上　… 44単位
※直接処遇職員について、常勤換算方法で前年度の利用者数の平均値を２．５で除した数以上に配置していること。
	□適正に算定している

　□適正に算定していない

　□該当なし


	１　事前調書Ｐ６
２　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票

３　県知事への届出状況の確認
	

	４　福祉専門職員配置等加算


	　生活支援員の配置が次の条件に該当して県に届出している場合、１日につき所定単位数を加算しているか。（平18厚生告523別表第5の3の注1、2）

·  福祉専門職員配置等加算（Ⅰ）…10単位
生活支援員として常勤で配置されている従業員のうち、社会福祉士、介護福祉士又は精神保健福祉士である従業員の割合が100分の25以上であるものとして県に届け出た指定生活介護事業所でサービスを提供した場合

· 福祉専門職員配置等加算（Ⅱ）… 6単位
　次のいずれかに該当するものとして県に届出し、サービスを提供した場合

（１）生活支援員として配置されている従業員のうち、常勤で配置されている従業者の割合が100分の75以上であること。

（２）生活支援員として常勤で配置されている従業員のうち、３年以上従事している従業者の割合が100分の30以上であること。
	□適正に算定している

　□適正に算定していない

　□該当なし


	１　事前調書Ｐ６
２　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票

３　県知事への届出状況の確認
	

	５　視覚・聴覚言語障害者支援体制加算


	視覚障害者等である利用者数が利用者数（重複障害（重度の視覚障害、聴覚障害、言語機能障害又は知的障害のうち2以上の障害を有する）のダブルカウントする。）の100分の30以上であって、視覚障害者等との意思疎通に関し専門性を有する者として専ら視覚障害者等の生活支援に従事する従業者を、指定基準に加えて、常勤換算方法で指定生活介護事業所の利用者の数を30で除して得た数以上配置しているものとして県知事に届け出た事業所においてサービスを行った場合に、1日につき所定単位数を算定しているか。【41単位】（平18厚告523別表第5の4の注）

※留意事項
１　「視覚障害者等」とは、次のいずれかに該当する者をいう。

　　(1)身体障害者手帳１級又は２級に該当し、日常生活上のコミュニケーションや移動等に支障があると認められる視覚障害者

(2)身体障害者手帳２級に該当し、日常生活上のコミュニケーションに支障があると認められる聴覚障害者

(3)身体障害者手帳３級に該当し、日常生活上のコミュニケーションに支障があると認められる言語機能障害者
２　「重度の視覚障害、聴覚障害、言語機能障害又は知的障害のうち２以上の障害を　　有する利用者」については、当該利用者１人で２人分の視覚障害者等として数えて算定要件（全利用者の100分の30が視覚障害者等）に該当するか否かを計算することとしているが、この場合の知的障害は重度である必要はない。

　多機能型事業所においては、当該事業所で実施する複数の障害福祉サービスの利用者全体のうち、視覚障害者等である利用者数が利用者の数に100分の30を乗じて得た数以上であり、従業者の加配が当該多機能型事業所等の利用者の合計数を50で除して得た数以上なされていれば満たされる。

３　「視覚障害者等との意思疎通に関し専門性を有する者」とは、次のいずれかに該当する者をいう。

　　(1) 視覚障害

　　　　点字の指導、点訳、歩行支援等を行うことができる者

　　(2) 聴覚障害又は言語機能障害

　　　　手話通訳等を行うことができる者

	　□適正に算定している
□適正に算定していない

　□該当なし　


	１　事前調書Ｐ６
２　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票

３　県知事への届出状況の確認
	

	６　初期加算

	指定生活介護事業所において指定生活介護を行った場合に、当該指定生活介護の利用開始日から起算して30日以内の期間について、1日につき所定単位数を算定しているか。【30単位】
（平18厚告523別表第5の5の注）

※　留意事項
　１　加算の算定は、暦日で30日間のうち利用者が実際に利用した日数となる。

　 　初期加算の算定期間が終了した後、同一敷地内の他の障害福祉サービス事業所等へ添書する場合は、加算対象としない。

　２　利用者が過去３月間に、当該指定障害者支援施設等に入所したことがない場合に限り算定できる。
 ３30日（入院・外泊時加算が算定される期間を含む。）を超える病院又は診療所への入院後に再度利用した場合は、初期加算を算定できる。ただし、事業所の同一敷地内に併
設する病院等へ入院した場合は算定できない。  
４　旧法施設支援における入所時特別加算が算定されていた特定旧法受給者については、「入所特別支援加算」が初期加算と同趣旨の加算であることから、初期加算の対象とならない。（ただし、旧法施設で入所時特別加算を算定期間中に指定障害者支援施設へ転換した場合は、30日間から加算した日数を差し引いた残りの日数を加算できる。
　
	　□適正に算定している
□適正に算定していない

　□該当なし　

　


	１　事前調書Ｐ６
２　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票


	

	７　訪問支援特別加算


	連続して5日間利用がなかった場合（※１）において、当該事業所に置くべき従業者のうちいずれかの職種の者が、生活介護計画に基づき、予め当該利用者の同意を得て、当該利用者の居宅を訪問して相談援助等（※２）を行った場合に、1月につき2回を限度として、生活介護計画に位置づけられた内容の指定生活介護を行うのに要する標準的な時間で所定単位数を算定しているか。
（平18厚告523別表第5の6の注）
（１）所要時間1時間未満の場合　　…187単位

（２）所要時間1時間以上の場合　　…280単位

※　留意事項
１　「利用がなかった場合」

　当該利用所を3ヶ月以上継続的に利用していた者について、最後に利用した日から中5日間以上連続して利用がなかった場合。

この場合の「5日間」とは、開所日数で5日間のこと（利用者の利用予定日ではない。）

２　「相談援助等」

　　　　家族等との連絡調整、引き続き生活介護を利用するための働きかけ、当該利用者に

係る生活介護計画の見直し等の支援

　３　1月に2回算定する場合は、当該加算の算定後又は指定生活介護の利用後、再度5日間以上連続して指定生活介護の利用がなかった場合にのみ対象となること。

	　□適正に算定している
□適正に算定していない

　□該当なし　


	１　事前調書Ｐ６
２　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票

３　個別支援計画


	

	８　欠席時対応加算


	利用者が生活介護の利用を予定していた日に急病等により利用を中止した場合、従業員が家族等への連絡調整を行うとともに、利用者の状況を記録し、引き続き生活介護の利用を促すなどの相談援助を行った場合に、１月に4回を限度として所定単位数を算定しているか。【94単位】
（平18厚告523別表第5の7の注）
	　□適正に算定している
□適正に算定していない

　□該当なし　


	１　事前調書Ｐ６
２　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票
	

	９　リハビリテーション加算


	　次のいずれにも適合するものとして県に届け出た場合、リハビリテーション実施計画を策定して

いる利用者に対して、１日につき所定単位数を算定しているか。【20単位】
①　様々な職種の者が共同して、利用者ごとのリハビリテーション実施計画を作成すること。

②　リハビリテーション実施計画に従って、サービスを提供し、その状況を記録していること。

③　リハビリテーション実施計画の進捗状況を定期的に評価し、見直ししていること。

④　障害者支援施設利用者について、関係する職種の職員に日常生活上の留意点等情報を伝達していること。

⑤　上記④以外の利用者については、事業所間で日常生活上の留意点等情報を伝達していること。（平18厚告523別表第5の8の注）
	　□適正に算定している
□適正に算定していない

　□該当なし　


	１　事前調書Ｐ６
２　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票

３　県知事への届出状況の確認
	

	10　利用者負担上限管理加算
	指定生活介護事業者が利用者負担額合計額の管理を行った場合に、1月に月所定単位数を算定しているか。【150単位】（平18厚告523別表第5の9の注）
※　次に該当する場合には加算は算定できない。
　　上限額管理事業所のみを利用し、他の事業所の利用がない場合は、上限額に達しているか否かにかかわらず、加算を算定できない。

	　□適正に算定している
□適正に算定していない

　□該当なし　

　


	１　事前調書Ｐ６
２　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票


	

	11　食事提供体制加算


	食事提供体制加算について適正に算定しているか。【42単位】

（平18厚告523別表第5の10の注0）
　○　加算の算定要件

　食事提供体制を整えているものとして知事に届け出た施設が、市町村民税所得割の合算した額が28万円未満の低所得者の利用者に対して食事提供を行った場合に算定

（※平成24年3月31日までの経過措置延長）

※留意事項
１　原則として当該事業所内の調理室を使用して調理した場合に算定するものであるが、食事の提供に関する業務を当該事業所の最終的責任の下で第三者に委託することは差し支えない。

２　事業所外で調理されたものを提供する場合（クックチル、クックフリーズ、クックサーブ又は真空調理（真空パック）法により調理を行う過程において急速冷凍したものを再度加熱して提供するものに限る。）、運搬手段等について衛生上適切な措置がなされているものについては、事業所外で調理し搬入する方法も認められる。

この場合、例えば出前の方法や市販の弁当を購入して、利用者に提供するような方法は加算の対象とならない。

　３　本加算は、本体報酬が算定されている日のみ算定が可能。

　　→　事業所に来てサービスを受けたが途中で体調を崩して食事を取らなかった場合は本加算の算定は可能であるが、事業所を急に休んでしまった場合は事業所が当該利用者の食事を準備していても算定できない。（この場合は、利用者からキャンセル料として食材料費を徴収できるかは、契約内容による。）

	　□適正に算定している
□適正に算定していない

　□該当なし　

　


	１　事前調書Ｐ６
２　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票

３　県知事への届出状況の確認
４　外部委託している場合は委託契約書
	


第６　介護給付費等の算定及び取り扱い〔自立訓練（機能訓練）〕
	主 眼 事 項
	着　眼　点（根拠法令）
	自己点検結果
	確認書類
	指導結果

	２　機能訓練サービス費

（Ⅰ）～（Ⅱ）
	（１）機能訓練サービス費（Ⅰ）（Ⅱ）については、次のいずれかに該当する利用者に対して、自立訓練（機能訓練）を行った場合に、所定単位数を算定しているか。

　　　 (平18厚告523別表第11)

ア　機能訓練サービス費（Ⅰ）

　　利用者を通所させて自立訓練（機能訓練）を提供した場合又は施設入所支援を併せて利用する者に対し、自立訓練（機能訓練）を提供した場合(平18厚告523別表第11の1の注1)
　①　利用定員が20人以下　　　　　　 785単位　

　②　利用定員が21人以上40人以下　　701単位

　③　利用定員が41人以上60人以下　　667単位

　④　利用定員が61人以上80人以下　　639単位

　⑤　利用定員が80人以上　　　　　　 601単位

イ　機能訓練サービス費（Ⅱ）

自立訓練（機能訓練）計画に基づき、日中活動サーヒスを利用する日以外の日に、通所による自立訓練（機能訓練）の利用者の居宅を訪問して自立訓練（機能訓練）を提供した場合

(平18厚告523別表第11の1の注2)
　①　所要時間1時間未満　　　　　　　254単位　

　②　所要時間1時間以上　　　　　　　584単位

　③　視覚障害者に対する専門的訓練　　750単位

※留意事項

１　居宅を訪問して自立訓練（機能訓練）を提供した場合

(1) 運動機能及び日常生活動作能力の維持及び向上を目的として行う各種訓練等及びこれらに関する相談援助

(2) 食事、入浴、健康管理等居宅における生活に関する訓練及び相談援助

(3) 住宅改修に関する相談援助

(4) その他必要な支援

２　機能訓練サービス費（Ⅱ）は、原則として通所による訓練と訪問による訓練を組み合わせて利用する場合に限り、算定されるものであるが、医療機関において一定のリハビリテーションを終了した視覚障害者であって、通所による機能訓練の利用を希望しないものについては、この限りではない。

３　視覚障害者に対する専門的訓練機能訓練サービス費（Ⅱ）は、原則として通所による訓練と訪問による訓練を組み合わせて利用する場合に限り、算定されるものであるが、医療機関において一定のリハビリテーションを終了した視覚障害者であって、通所による機能訓練の利用を希望しないものについては、この限りではない。
（２）地方公共団体が設置する指定自立訓練（機能訓練）事業所の場合は、所定単位数の965/1000に相当する単位数を算定しているか。（平18厚告523別表第11の注1）
	　□適正に算定している
□適正に算定していない


	１　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票
２　受給者証
	


	主 眼 事 項
	着　眼　点（根拠法令）
	自己点検結果
	確認書類
	指導結果

	〔各種加算〕

３　福祉専門職員配置等加算


	　生活支援員の配置が次の条件に該当して県に届出している場合、１日につき所定単位数を加算しているか。（平18厚生告523別表第11の1の2注1、2）

·  福祉専門職員配置等加算（Ⅰ）…10単位
生活支援員として常勤で配置されている従業員のうち、社会福祉士、介護福祉士又は精神保健福祉士である従業員の割合が100分の25以上であるものとして県に届け出た指定機能訓練事業所でサービスを提供した場合

· 福祉専門職員配置等加算（Ⅱ）…6単位
　次のいずれかに該当するものとして県に届出し、サービスを提供した場合

（１）生活支援員として配置されている従業員のうち、常勤で配置されている従業者の割合が100分の75以上であること。

（２）生活支援員として常勤で配置されている従業員のうち、３年以上従事している従業者の割合が100分の30以上であること。


	□適正に算定している

　□適正に算定していない

　□該当なし


	１　事前調書Ｐ１０
２　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票

３　県知事への届出状況の確認
	

	４　視覚・聴覚言語障害者支援体制加算
	視覚障害者等の利用者の数（重度の視覚、聴覚、言語機能障害又は知的障害のうち２以上の障害を有する利用者は、当該利用者の数に２を乗じて得た数）が、利用者の数に100分の30を乗じて得た数以上であって、視覚障害者との意思疎通に関し専門性を有する者として専ら視覚障害者等の生活支援に従事する従業者を指定基準に加えて、常勤換算方法で利用者の数を50で除した数以上配置しているとして県に届け出た場合において、サービスを行った場合に１日につき所定単位数を加算しているか。【41単位】（平18厚告523別表第11の2の注）


	　□適正に算定している

□適正に算定していない

　□該当なし　


	１　事前調書Ｐ１０
２　訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票

３　県知事への届出状況の確認
	

	５　初期加算
	指定機能訓練事業所において指定機能訓練を行った場合に、当該指定機能訓練の利用開始日から起算して30日以内の期間について、1日に月所定単位数を算定しているか。【30単位】
（平18厚告523別表第11の3の注）

※　留意事項
　１　加算の算定は、暦日で30日間のうち利用者が実際に利用した日数となる。

　 　初期加算の算定期間が終了した後、同一敷地内の他の障害福祉サービス事業所等へ添書する場合は、加算対象としない。

　２　利用者が過去３月間に、当該指定障害者支援施設等に入所したことがない場合に限り算定できる。


	　□適正に算定している

□適正に算定していない

　□該当なし

	１　事前調書Ｐ１０
２　訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票


	

	５　初期加算
	３　30日（入院・外泊時加算が算定される期間を含む。）を超える病院又は診療所への入院後に再度利用した場合は、初期加算を算定できる。ただし、事業所の同一敷地内に併
設する病院等へ入院した場合は算定できない。  
４　旧法施設支援における入所時特別加算が算定されていた特定旧法受給者については、「入所特別支援加算」が初期加算と同趣旨の加算であることから、初期加算の対象とならない。（ただし、旧法施設で入所時特別加算を算定期間中に指定障害者支援施設へ転換した場合は、30日間から加算した日数を差し引いた残りの日数を加算できる。）

	　


	
	

	６　欠席時対応加算


	利用者が利用を予定していた日に急病等により利用を中止した場合、従業員が家族等への連絡調整を行うとともに、利用者の状況を記録し、引き続き機能訓練の利用を促すなどの相談援助を行った場合に、１月に4回を限度として所定単位数を算定しているか。【94単位】
（平18厚告523別表第11の4の注）

	　□適正に算定している
□適正に算定していない

　□該当なし　


	１　事前調書Ｐ１０
２　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票
	

	７　リハビリテーション加算


	　次のいずれにも適合するものとして県に届け出た場合、リハビリテーション実施計画を策定して

いる利用者に対して、１日につき所定単位数を算定しているか。【20単位】

①　様々な職種の者が共同して、利用者ごとのリハビリテーション実施計画を作成すること。

②　リハビリテーション実施計画に従って、サービスを提供し、その状況を記録していること。

③　リハビリテーション実施計画の進捗状況を定期的に評価し、見直ししていること。

④　障害者支援施設利用者について、関係する職種の職員に日常生活上の留意点等情報を伝達していること。

⑤　上記④以外の利用者については、事業所間で日常生活上の留意点等情報を伝達していること。（平18厚告523別表第11の4の2の注）

	　□適正に算定している
□適正に算定していない

　□該当なし　


	１　事前調書Ｐ１０
２　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票

３　県知事への届出状況の確認
	

	８　利用者負担上限管理加算
	指定自立訓練（機能訓練）事業者が利用者負担額合計額の管理を行った場合に、1月に月所定単位数を算定しているか。【150単位】（平18厚告523別表第11の5の注）

	　□適正に算定している

□適正に算定していない

　□該当なし　

　


	１　事前調書Ｐ１０
２　訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票


	

	９　食事提供体制加算

９　食事提供体制加算


	食事提供体制加算について適正に算定しているか。【42単位】（平18厚告523別表第11の6の注）
　○　加算の算定要件

　食事提供体制を整えているものとして知事に届け出た施設が、市町村民税所得割の合算した額が28万円未満の低所得者の利用者に対して食事提供を行った場合に算定

（※　平成24年3月31日までの経過措置延長）
※　留意事項
１　原則として当該事業所内の調理室を使用して調理した場合に算定するものであるが、食事の提供に関する業務を当該事業所の最終的責任の下で第三者に委託することは差し支えない。

２　事業所外で調理されたものを提供する場合（クックチル、クックフリーズ、クックサーブ又は真空調理（真空パック）法により調理を行う過程において急速冷凍したものを再度加熱して提供するものに限る。）、運搬手段等について衛生上適切な措置がなされているものについては、事業所外で調理し搬入する方法も認められる。

この場合、例えば出前の方法や市販の弁当を購入して、利用者に提供するような方法は加算の対象とならない。

　３　本加算は、本体報酬が算定されている日のみ算定が可能。

　　→　事業所に来てサービスを受けたが途中で体調を崩して食事を取らなかった場合は本加算の算定は可能であるが、事業所を急に休んでしまった場合は事業所が当該利用者の食事を準備していても算定できない。（この場合は、利用者からキャンセル料として食材料費を徴収できるかは、契約内容による。）

	　□適正に算定している
□適正に算定していない

　□該当なし　

　


	１　事前調書Ｐ１０
２　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票

３　県知事への届出状況の確認
４　外部委託している場合は委託契約書
	


第６　介護給付費等の算定及び取り扱い〔自立訓練（生活訓練）〕
	主 眼 事 項
	着　眼　点（根拠法令）
	自己点検結果
	確認書類
	指導結果

	２　生活訓練サービス費

（Ⅰ）～（Ⅲ）
	（１）生活訓練サービス費（Ⅰ）～（Ⅲ）については、次のいずれかに該当する利用者に対して、指定生活訓練を行った場合に、所定単位数を算定しているか。

　　　 (平18厚告523別表第12)

□　生活訓練サービス費（Ⅰ）…通所により行った場合
指定生活訓練事業所において利用者を通所させ、又は施設入所支援を併せて利用する者に対し、指定生活訓練を行った場合に、利用定員に応じ、所定単位数を算定しているか。

（平18厚告523別表第12の1の注1）
  ア  利用定員が20人以下　　　　　　　…748単位

　イ  利用定員が21人以上40人以下　　 …668単位 

　ウ  利用定員が41人以上60人以下　　 …635単位

エ  利用定員が61人以上80人以下　　 …609単位

オ  利用定員が81人以上           　 …572単位

※利用定員について、多機能型事業所の場合は一体的に事業を行う多機能型事業の利用定員の合計数とし、複数の昼間実施サービスを実施している障害者支援施設の場合は、昼間実施サービスの利用定員の合計数とする。

□　生活訓練サービス費（Ⅱ）…居宅を訪問して行った場合

指定生活訓練事業所に置くべき従業者のいずれかの職種の者が、利用者の居宅を訪問して指定生活訓練を行った場合に、訪問を開始した日から起算して180日間ごとに50回かつ月14回を限度として、生活訓練計画等に位置づけられた内容の標準的な時間で算定しているか。
（平18厚告523別表第12の1の注2）
  ア  所要時間1時間未満の場合　　　　…254単位

　イ  所要時間1時間以上の場合　　　　…584単位

※　留意事項

　１　日中活動サービスを利用する日以外の日に、利用者の居宅を訪問して指定生活訓練を

提供した場合に算定する。

　２　「居宅を訪問して指定生活訓練を行った場合」の具体的内容は次のとおり。

　　(1) 日常生活動作能力の維持及び向上を目的として行う各種訓練等及びこれらに関する相談援助

　(2) 食事、入浴、健康管理等居宅における生活に関する訓練及び相談援助　
　　(3) 地域生活のルール、マナーに関する相談援助

　　(4) 交通機関、金融機関、役所等の公共機能活用に関する訓練及び相談援助

(5) その他必要な援助

３　「居宅」には、グループホーム及びケアホームの共同生活住居は含まれない。
　　ただし、②エのうち、共同生活住居外で実施する訓練については、この限りでない。
□　生活訓練サービス費（Ⅲ）…指定宿泊型自立訓練を行った場合

指定生活訓練事業所で指定宿泊型自立訓練を行った場合に、利用期間に応じ1日につき所定単位数を算定しているか。（平18厚告523別表第12の注3）
ア  利用期間が2年間以内の場合　　　　…270単位

　イ  利用期間が2年間を超える場合　　　…162単位

※  留意事項

１　日中、一般就労又は外部の障害福祉サービスを利用する者が対象。

（具体例）養護学校を卒業して就職した者、日中の生活訓練において一定期間訓練を行

ってきた者等

２　指定宿泊型自立訓練を利用している日に、日中、外部又は同一敷地内の障害福祉サービス等を利用した場合は、生活訓練サービス費（Ⅲ）及び当該障害福祉サービスの報酬いずれも算定できる。
（２）地方公共団体が設置する指定自立訓練（生活訓練）事業所の場合は、所定単位数の965/1000に相当する単位数を算定しているか。（平18厚告523別表第12の注1）

※  留意事項

生活訓練サービス費（Ⅰ）の場合のみ所定単位数の965/1000を乗じること。


	　□適正に算定している
□適正に算定していない


	１　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票
２　受給者証
	


	主 眼 事 項
	着　眼　点（根拠法令）
	自己点検結果
	確認書類
	指導結果

	〔各種加算〕

３　福祉専門職員配置等加算


	　生活支援員の配置が次の条件に該当して県に届出している場合、１日につき所定単位数を加算しているか。（平18厚生告523別表第12の1の2注1、2）

· 福祉専門職員配置等加算（Ⅰ）…【10単位（宿泊型は7単位）】
生活支援員又は地域移行支援員として常勤で配置されている従業員のうち、社会福祉士、介護福祉士又は精神保健福祉士である従業員の割合が100分の25以上であるものとして県に届け出た指定自立訓練（生活訓練）事業所でサービスを提供した場合

· 福祉専門職員配置等加算（Ⅱ）…【 6単位（宿泊型は4単位）】
　次のいずれかに該当するものとして県に届出し、サービスを提供した場合

（１）生活支援員として配置されている従業員のうち、常勤で配置されている従業者の割合が100分の75以上であること。

（２）生活支援員として常勤で配置されている従業員のうち、３年以上従事している従業者の割合が100分の30以上であること。


	□適正に算定している

　□適正に算定していない

　□該当なし


	１　事前調書Ｐ１０
２　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票

３　県知事への届出状況の確認
	

	４　地域移行支援体制強化加算
（宿泊型自立訓練の場合）
	地域移行支援員の配置について、厚生労働大臣が定める施設基準（下記参照）に適合するとして、県知事に届け出た指定宿泊型自立訓練を行う指定自立訓練（生活訓練）事業所において支援を行った場合、１日につき所定単位数を加算しているか。【55単位】（平18厚告523別表第12の1の3注）

※　施設基準
１　地域移行支援員の員数が、常勤換算方法で、指定宿泊型自立訓練の前年度の利用者の数の平均値を15で除して得た数以上配置されていること。

２  地域移行支援員のうち、1人以上が常勤であること。

※　地域移行支援員の支援内容
１　利用者が地域生活への移行後に入居する住まいや利用可能な福祉サービス等に関する情報提供

２　共同生活介護等の体験的な利用を行うための連絡調整

３　地域生活への移行後の障害福祉サービス利用のための指定相談支援事業所との連絡調整

４　地域生活への移行の際の公的手続等への同行等の支援

５　その他利用者の地域生活への移行のために必要な支援


	□適正に算定している

　□適正に算定していない

　□該当なし


	１　事前調書Ｐ１０
２　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票

３　県知事への届出状況の確認
	

	５　視覚・聴覚言語障害者支援体制加算


	視覚障害者等の利用者の数（重度の視覚、聴覚、言語機能障害又は知的障害のうち２以上の障害を有する利用者は、当該利用者の数に２を乗じて得た数）が、利用者の数に100分の30を乗じて得た数以上であって、視覚障害者との意思疎通に関し専門性を有する者として専ら視覚障害者等の生活支援に従事する従業者を指定基準に加えて、常勤換算方法で利用者の数を50で除した数以上配置しているとして県に届け出た場合において、サービスを行った場合に１日につき所定単位数を加算しているか。【41単位】（平18厚告523別表第12の2の注）

※  留意事項

指定宿泊型自立訓練は除く。


	　□適正に算定している

□適正に算定していない

　□該当なし　


	１　事前調書Ｐ１０
２　訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票

３　知事への届出状況の確認
	

	６　初期加算
	指定生活訓練事業所において指定生活訓練を行った場合に、当該指定生活訓練の利用開始日から起算して30日以内の期間について、1日に月所定単位数を算定しているか。【30単位】
（平18厚告523別表第12の3の注）
※　留意事項
　１　加算の算定は、暦日で30日間のうち利用者が実際に利用した日数となる。

　 　初期加算の算定期間が終了した後、同一敷地内の他の障害福祉サービス事業所等へ添書する場合は、加算対象としない。

　２　利用者が過去３月間に、当該指定障害者支援施設等に入所したことがない場合に限り算定できる。

３　30日（入院・外泊時加算が算定される期間を含む。）を超える病院又は診療所への入院後に再度利用した場合は、初期加算を算定できる。ただし、事業所の同一敷地内に併
設する病院等へ入院した場合は算定できない。  
４　旧法施設支援における入所時特別加算が算定されていた特定旧法受給者については、「入所特別支援加算」が初期加算と同趣旨の加算であることから、初期加算の対象とならない。（ただし、旧法施設で入所時特別加算を算定期間中に指定障害者支援施設へ転換した場合は、30日間から加算した日数を差し引いた残りの日数を加算できる。）

５　宿泊型自立訓練を利用している者が同一敷地内の日中活動サービスを利用している場合については、宿泊型自立訓練のみについて初期加算を算定するものとし、宿泊型自立訓練の利用を開始した日から30日の間算定できる。

　

	　□適正に算定している

□適正に算定していない

　□該当なし　

　


	１　事前調書Ｐ１０
２　訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票


	

	７ 欠席時対応加算


	利用者が生活介護の利用を予定していた日に急病等により利用を中止した場合、従業員が家族等への連絡調整を行うとともに、利用者の状況を記録し、引き続き生活訓練の利用を促すなどの相談援助を行った場合に、１月に4回を限度として所定単位数を算定しているか。【94単位】
（平18厚告523別表第12の4の注）


	　□適正に算定している

　□適正に算定していない

　□該当なし
	１　事前調書Ｐ１０
２　訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票


	

	８　医療連携体制加算

　


	　医療機関との連携により、看護職員を事業所に訪問させ、看護職員が利用者に対して看護を行った場合に、看護を受けた利用者に対し、１日につき所定単位数を算定しているか。

（平18厚告523別表第12の4の2注1、2）

□　医療連携体制加算（Ⅰ）…500単位
　　看護職員が利用者１人に対して看護を行った場合に該当。

□　医療連携体制加算（Ⅱ）…250単位
　　看護職員が利用者２人に対して看護を行った場合に該当（１回の訪問につき8名を限度）。

※精神科訪問看護・指導料等の算定対象になる利用者については、算定しない。


	　□適正に算定している

□適正に算定していない

　□該当なし　

　


	１　事前調書Ｐ１０
２　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票


	

	９　短期滞在加算

９　短期滞在加算


	厚生労働大臣が定める施設基準（下記参照）に適合しているものとして県に届け出た指定生活訓練事業所が、利用者（生活訓練サービス費（Ⅲ）を受けている者を除く。）に対し、居室その他の設備を利用させるとともに、主として夜間において家事等の日常生活能力を向上するための支援その他の必要な支援を行った場合に、1日につき所定単位数を算定しているか。
（平18厚告523別表第12の5の注）
※　施設基準

１　短期滞在加算（Ⅰ）…180単位
(1) 居室の定員が４人以下であること。

(2) 居室のほか、次のアからエに掲げる設備を有していること。

ア　浴室

イ　洗面設備

ウ　便所

エ　その他サービスの提供に必要な設備

(3) 日照、採光、換気等利用者の保健衛生、防災等について十分配慮されていること。(4) 夜間の時間帯を通じて、生活支援員が１人以上配置（夜勤）されていること。

２　短期滞在型加算（Ⅱ）…115単位
(1) 上記１の(1)から(3)に掲げる施設基準を満たしていること。

(2) 夜間の時間帯を通じて、宿直勤務を行う職員が１人以上配置されていること。

（平18厚告551四のロ）
※　留意事項

１　指定生活訓練利用者であって、次のいずれかに該当する者に対して宿泊を提供した場

合に算定できる。

　　　①　生活訓練の一環として、生活訓練計画に位置づけられている場合

　　　②  心身の状況の悪化防止など、緊急の必要性が認められる場合

２　居室その他の設備の継続的な提供を行うものについては、原則として指定宿泊型自立訓練として提供するが、平成21年3月31日において現に継続的に居室の提供を受けている者が利用している場合又は受けようとする者がいる場合であって、平成21年4月1日以降も引き続き利用する場合にあっては、平成24年3月31日までの間に限り、生活訓練の一環として、自立訓練（生活訓練）計画に位置付け、算定できるものとする。


	　□適正に算定している

□適正に算定していない

　□該当なし　

　


	１　事前調書Ｐ１０
２　訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票

３　県知事への届出状況の確認
	

	10　日中支援加算

（宿泊型自立訓練の場合）


	指定宿泊型自立訓練事業所が、生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援若しくは通所による旧法施設支援に係る支給決定を受けている利用者又は就労している利用者が心身の状況等により当該障害福祉サービスを利用又は就労することができないときに、当該利用者に対して昼間の時間帯における支援を行った場合であって、当該支援を行った日が1月につき2日を超える場合に、当該2日を超える期間について、1日につき所定単位数を算定しているか。
【270単位】（平18厚告523別表第12の5の2注）

	　□適正に算定している

□適正に算定していない

　□該当なし　

　


	１　事前調書Ｐ１０
２　訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票


	

	11　通勤者生活支援加算

（宿泊型自立訓練の場合）


	指定宿泊型自立訓練の利用者のうち100分の70以上の者が通常の事業所に雇用されているとして、県知事に届出した指定宿泊型自立訓練事業所において、主として日中において、職場での対人関係の調整や相談・助言及び金銭管理についての指導等就労を定着させるために必要な日常生活上の支援を行っている場合に、1日につき所定単位数を算定しているか。【18単位】

（平18厚告523別表第12の5の3注）

	　□適正に算定している

□適正に算定していない

　□該当なし　

　


	１　事前調書Ｐ１０
２　訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票

３　県知事への届出状況の確認
	

	12　入院時支援特別加算

（宿泊型自立訓練の場合）

12　入院時支援特別加算

（宿泊型自立訓練の場合）


	家族等からの入院に係る支援が困難な利用者の病院又は診療所への入院に当たり、従業者のいずれかが、生活訓練計画に基づき、病院等を訪問し、病院等との連絡調整及び被服等の準備その他の日常生活の支援を行った場合に、１月に１回を限度として、１月の入院期間の合計日数（入院初日、退院日を除く。）に応じ、所定単位数を加算しているか。

（平18厚告523別表第12の5の4注）
（１）当該月における入院期間の日数の合計が3日以上7日未満の場合【561単位】

（２）当該月における入院期間の日数の合計が7日以上の場合【1,122単位】

※　算定に関する留意事項

１　「当該月の入院期間が３日以上７日未満の場合（加算額561単位）」を算定する場合は少なくとも１回以上、「当該月の入院期間が７日以上の場合（加算額1,122単位）」を算定する場合は少なくとも２回以上、病院等を訪問する必要があること。
  また、入院期間７日以上の場合で、病院等への訪問回数が１回の場合は、561単位を算定すること。

２　入院期間が複数月にまたがる場合で、２月目において入院日数の合計が３日に満たない場合は、２月目は加算を算定しない。

(例)　入院期間が10月20日から11月2日まで

→・10月20日入院   　 本体報酬を算定

・10月21日～31日　 1,122単位(1回/月)を算定

・11月1日　　　　　 算定なし　

・11月2日退院　　　 本体報酬を算定
３　長期入院時支援特別加算を算定する月については算定できない。また、この場合において、最初の1日目で長期入院時支援特別加算を算定した場合であっても、1回の入院における2日目以降の月について、入院時支援特別加算を算定することは可能であること。


	　□適正に算定している

□適正に算定していない

　□該当なし　

　


	１　事前調書Ｐ１０
２　訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票


	

	13  長期入院時支援特別加算

（宿泊型自立訓練の場合）


	　家族等から入院に係る支援を受けることが困難な利用者が病院又は診療所(事業所の同一敷地内に併設する病院又は診療所を除く)への入院を要した場合に、指定宿泊型自立訓練事業所に置くべき従業者のうちいずれかの職種の者が、生活訓練計画に基づき、当該利用者が入院している病院又は診療所を訪問し、当該病院又は診療所との連絡調整及び被服等の準備その他日常生活上の支援を行った場合、１月の入院期間（入院の初日及び最終日を除く）の日数が２日を超える場合に、当該日数を超える期間について、１日つき所定単位数を算定しているか（継続して入院している者にあっては、入院した初日から起算して３月に限る）。

　ただし、入院時支援特別加算が算定される月は、算定しない。

（平18厚告523別表第12の5の5注）
※　算定に関する留意事項

１　特別な事情がない限り、原則、1週に1回以上病院又は診療所を訪問する必要がある。

２　1回の入院で月をまたがる場合、当該加算を算定できる期間の属する月を含め、最大3日間まで算定が可能。

また、2日目以降のこの加算の取扱いについては、当該月2日目までは、この加算は算定できない。

３　入院時支援特別加算を算定する月については算定できない。また、この場合において、最初の1日目で入院時支援特別加算を算定した場合であっても、1回の入院における2日目以降の月について、長期入院時支援特別加算を算定することは可能であること。

４　長期入院時支援特別加算は、長期帰宅時支援加算と同一日に算定することはできない。


	　□適正に算定している

□適正に算定していない

　□該当なし　

　


	１　事前調書Ｐ１０
２　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票


	

	14  帰宅時支援

加算

（宿泊型自立訓練の場合）


	　利用者が生活訓練計画に基づき、家族等の居宅において外泊した場合に、１月に１回を限度として、１月の外泊期間の合計日数（外泊初日、最終日を除く。）に応じ、所定単位数を加算しているか。（平18厚告523別表第12の5の6注）

（１）１月の外泊期間の合計　３日以上７日未満の場合【187単位】

（２）　　　　　　〃　　　　　　　　７日以上の場合【374単位】
※　算定に関する留意事項

１　外泊期間が複数月にまたがる場合で、２月目において外泊日数の合計が３日に満たな

い場合は、２月目は加算を算定しない。
２　帰宅時支援加算は、長期帰宅時支援加算を算定する月については、算定できない。

　　また、この場合において、最初の1月目で長期帰宅時支援加算を算定した場合であっても1回の外泊における2月目以降の月について、帰宅時支援加算を算定できる。

３　宿泊型自立訓練は、共同生活介護又は共同生活援助への体験的な利用に伴う外泊の場合も含むものとするが、宿泊型自立訓練事業所と同一敷地内の指定共同生活介護・共同生活援助事業所を利用する場合は、算定しない。


	　□適正に算定している

□適正に算定していない

　□該当なし　

　


	１　事前調書Ｐ１０
２　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票


	

	15　長期帰宅時

支援加算

（宿泊型自立訓練の場合）


	　利用者が生活訓練計画に基づき家族等の居宅等において外泊した場合に、１月の外泊期間（外泊の初日及び最終日を除く）の日数が2日を超える場合に、当該日数を超える期間について、１日につき所定単位数を算定しているか（継続して外泊している者にあっては、外泊した初日から起算して３月に限る）。

　ただし、帰宅時支援加算が算定されている月は、算定しない。【25単位】
（平18厚告523別表第12の5の7注）

※　算定に関する留意事項

１　１回の外泊で月をまたがる場合は、当該加算を算定できる期間の属する月を含め、最大3月間まで算定が可能。また、２月間以降のこの加算の取扱については、当該月の2日目までは、この加算は算定できないこと。

２　長期帰宅時支援加算は、帰宅時支援加算を算定する月については、算定できない。

　　また、この場合において、最初の1月目で帰宅時支援加算を算定した場合であっても1回の外泊における2月目以降の月について、長期帰宅時支援加算を算定できる。

３　長期帰宅時支援加算は、長期入院時支援特別加算と同一日に算定することはできない。

４　宿泊型自立訓練は、共同生活介護又は共同生活援助への体験的な利用に伴う外泊の場合も含むものとするが、宿泊型自立訓練事業所と同一敷地内の指定共同生活介護・共同生活援助事業所を利用する場合は、算定しない。


	　□適正に算定している

□適正に算定していない

　□該当なし　

　


	１　事前調書Ｐ１０
２　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票


	

	16　地域移行加算
（宿泊型自立訓練の場合）


	利用期間が１月を超えると見込まれる利用者（利用期間が2年を超える者を除く。）の退所に先立って、当該事業所に置くべきいずれかの職種の者が、利用者に対して、退院後の生活について相談助言を行い、かつ、利用者が退院後生活する居宅を訪問し、利用者及び家族等に対して退院後の障害福祉サービスその他の保健医療サービス又は福祉サービスについて相談援助及び連絡調整を行った場合に、利用中１回を限度として所定単位数を加算しているか。

また、利用者の退所後30日以内に利用者の居宅を訪問し、利用者及び家族等に対して相談援助を行った場合に、退院後１回を限度として所定単位数を加算しているか。【500単位】
（平18厚告523別表第12の5の8注）

※　留意事項
１　加算は退所日に算定し、退所後の訪問相談については訪問日に算定すること。

　２　次のいずれかに該当する場合は加算を算定できない。

　　(1)　退所して病院又は診療所へ入院する場合

(2)　退所して他の社会福祉施設等へ入所する場合

(3)　死亡退所の場合

３　加算の対象となる相談援助を行った場合は。相談援助を行った日及び相談援助の内容の要件を記録すること。

４　加算の相談援助の内容は、次のようなものであること。

(1)　退所後の障害福祉サービスの利用等に関する相談援助

(2)　食事、入浴、健康管理等居宅における生活に関する相談援助

(3)　退所する者の運動機能及び日常生活動作能力の維持及び向上を目的として行う各種訓練等に関する相談援助

(4)　住宅改修に関する相談援助

(5)　退所する者の介護等に関する相談援助

  ５　退所前の相談援助に係る加算を算定していない場合であっても、退所後の訪問による相談援助を行えば、当該支援について加算を算定できること。

	　□適正に算定している

□適正に算定していない

　□該当なし　
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	17 地域生活移行個別支援特別加算


	次に適合するものとして県に届け出た事業所において、特別な支援に対応して生活訓練計画に基づき、地域生活のための相談援助や個別の支援を行った場合に、当該利用者に対し、3年以内（医療観察法に基づく通院期間の延長が行われた場合は、延長期間を限度とする。）において、1日につき所定単位数を加算しているか。【670単位】（平18厚告523別表第12の5の9注）

※　施設基準（平18厚労告551・四・ハ）
１　基準上配置すべき生活支援員に加え、適切な支援を行うために必要な数の生活支援員を配置する。

２　社会福祉士又は精神保健福祉士の資格を有する者が配置され、指導体制が整えられていること。

３　従業者に対して医療観察法等に基づく入院によらない医療を受けている者又は刑事施設若しくは少年院を釈放された障害者に関する研修が年1回以上行われていること。

４　保護観察所、更生保護施設、指定医療機関又は精神保健福祉センター等との協力体制が整っていること。

	　□適正に算定している

□適正に算定していない

　□該当なし　
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３　県知事への届出状況の確認
	

	18　利用者負担上限管理加算
	指定生活訓練事業者が利用者負担額合計額の管理を行った場合に、1月につき所定単位数を算定しているか。（平18厚告523別表第12の6の注）【160単位】

	　□適正に算定している

□適正に算定していない

　□該当なし　
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	19　食事提供体制加算


	（１）食事提供体制加算（Ⅰ）…68単位

低所得者等（短期滞在加算（前頁）が算定される者のうち、心身の状況の悪化防止など、緊急の必要性が認められる場合（短期滞在加算の留意事項の①のイ）であって、継続的に居室の提供を受ける者以外に限る。）に対して算定した場合に、平成24年3月31日までの間、1日につき所定単位数を適正に算定しているか。（平18厚告523別表第12の7の注1）
※　留意事項

１　１日に複数回食事を提供した場合でも、複数回分の算定はできない。（食材料費につい

ては複数食分の徴収は差し支えない。）
２　食事提供体制を整えているものとして知事に届け出た施設が、市町村民税所得割の合算した額が28万円未満の低所得者の利用者に対して食事提供を行った場合に算定

（※　平成24年3月31日までの経過措置延長）
※　留意事項
１　原則として当該事業所内の調理室を使用して調理した場合に算定するものであるが、食事の提供に関する業務を当該事業所の最終的責任の下で第三者に委託することは差し支えない。

２　事業所外で調理されたものを提供する場合（クックチル、クックフリーズ、クックサーブ又は真空調理（真空パック）法により調理を行う過程において急速冷凍したものを再度加熱して提供するものに限る。）、運搬手段等について衛生上適切な措置がなされているものについては、事業所外で調理し搬入する方法も認められる。

この場合、例えば出前の方法や市販の弁当を購入して、利用者に提供するような方法は加算の対象とならない。

　３　本加算は、本体報酬が算定されている日のみ算定が可能。

　　→　事業所に来てサービスを受けたが途中で体調を崩して食事を取らなかった場合は本加算の算定は可能であるが、事業所を急に休んでしまった場合は事業所が当該利用者の食事を準備していても算定できない。（この場合は、利用者からキャンセル料として食材料費を徴収できるかは、契約内容による。）
（２）食事提供体制加算（Ⅱ）…42単位

低所得者等であって生活訓練計画等により食事の提供を行うこととなっている利用者に対して、事業所に従事する調理員又は第三者に委託して食事提供体制を整えているものとして県に届け出た事業所において、食事提供を行った場合に、平成24年3月31日までの間、1日につき所定単位数を適正に加算しているか。（平18厚告523別表第12の7の注2）
※　留意事項

　指定宿泊型自立訓練事業所の利用者で、他の事業所で同日に食事の提供を受けた場合は、宿泊型自立訓練事業所のこの加算は請求できない。　

	　□適正に算定している

□適正に算定していない

　□該当なし　
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	20　精神障害者退院支援施設加算


	次に適合するものとして県に届け出た指定生活訓練事業所において、精神病床におおむね1年以上入院していた精神障害者その他これに準ずる精神障害者に対して、居住の場を提供した場合に、1日につき所定単位数を算定しているか。
（平18厚告523別表第12の8の注、平18厚告551四のロ）
□　精神障害者退院支援施設加算（Ⅰ）…180単位
　　　夜間の時間帯を通じて生活支援員を1人以上配置
※　施設基準（平18厚労告551・四・二）
１　利用定員が次に掲げる精神障害者退院支援施設

　(1) 精神病床を転換して設けられたもの  20人以上60人以下

　(2) それ以外のもの　　　　　　　　　　20人以上30人以下

２　居室の定員が次の基準を満たしていること

　(1) 病床転換型　　　　4人以下であること

　(2) それ以外のもの　　原則として個室であること

３　利用者1人当たりの居室の床面積が次の基準を満たしていること　 
　(1) 病床転換型　　　6㎡以上であること

　(2) それ以外のもの　8㎡以上であること

４　居室のほか、浴室、洗面設備、便所、必要な設備を有していること

５　日照、採光、換気等の利用者の保健衛生、防災等について配慮していること

６　夜間の時間帯を通じて、生活支援員が１人以上配置されていること
□　精神障害者退院支援施設加算（Ⅱ）…115単位
　　夜間の時間帯を通じて宿直職員を1人以上配置
※　施設基準（平18厚労告551・四・二）
１　（Ⅰ）の１～６に同じ

２　夜間の時間帯を通じて、宿直勤務を行う職員が1人以上配置されていること。
　

	　□適正に算定している

□適正に算定していない

　□該当なし　
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第６　介護給付費等の算定及び取り扱い〔就労移行支援〕
	主 眼 事 項
	着　眼　点（根拠法令）
	自己点検結果
	確認書類
	指導結果

	２　就労移行支援サービス費

（Ⅰ）～（Ⅱ）
	（１）就労移行支援サービス費については、次のいずれかに該当する利用者に対して、指定就労移行支援を行った場合に、所定単位数を算定しているか。

　　　 (平18厚告523別表第13)

□　就労移行支援サービス費（Ⅰ）

  就労を希望する者であって、単独で就労することが困難であるため、就労に必要な知識及び技術の習得、就労先の紹介その他の支援が必要な65歳未満の者に対して、指定就労移行支援を行った場合（一般の事業所が行った場合）（平18厚告523別表第13の注1）

　ア　利用定員が20人以下　　　　　 　850単位

　イ　利用定員が21人以上40人以下　　759単位

　ウ　利用定員が41人以上60人以下　　727単位

　エ　利用定員が61人以上80人以下　　683単位

　オ　利用定員が81人以上           　647単位

□　就労移行支援サービス費（Ⅱ）

あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師等に関する法律（昭和22年法律第217号）に規定するあん摩マッサージ指圧師免許、はり師免許又はきゅう師免許を取得することにより就労を希望する65歳未満の者に対して指定就労移行支援を行った場合（平18厚告523別表第13の注2）

　ア　利用定員が20人以下　　　　　 　533単位

　イ　利用定員が21人以上40人以下　　476単位

　ウ　利用定員が41人以上60人以下　　446単位

　エ　利用定員が61人以上80人以下　　435単位

　オ　利用定員が81人以上           　421単位

※　指定就労移行支援事業所とは別の場所での支援における報酬の算定

　　指定就労移行支援事業所のほか、次の１、２の支援（事業所とは別の場所での支援）に

　ついても、一定の要件のもと報酬の算定が可能である。

　　　１　事業所外支援

　　　２　施設外就労

　

　　　※　１、２の内容及び報酬の算定は下記のとおり。

※留意事項

１　事業所外支援（対象サービス：就労移行支援、就労継続支援Ａ・Ｂ）

　　事業所とは別の場所で行われる企業実習等への支援については、次の要件を全て満たす場合に限り、1年間に180日を限度として報酬の算定が可能。

(1) 事業所外支援の具体例

　　企業実習、就職活動、トライアル雇用（ステップアップ雇用）等

(2) 要件

　　ア　事業所外等支援の内容が、運営規程に位置づけられていること

　　イ　事業所外等支援の内容が、事前に個別支援計画に位置づけられ、1週間毎に個別支援計画の内容について必要な見直しが行われているとともに、当該支援により、就労能力や工賃の向上及び一般就労への移行が認められること。

　　ウ　利用者又は実習受入事業者等から、事業所外等支援期間中の利用者の状況について聞き取りを行うことにより、日報が作成されていること。

　　エ　事業所外等支援の提供期間中における緊急時の対応ができること

　　オ　障害者試行雇用（トライアル雇用）（Ｈ２０年度より）

　　　a　前記ア、ウ、エを満たすこと。

      b　事業所外のサービス提供を含めた個別支援計画を３か月毎に作成（事業所外サービス提供時は、１週間毎）し、かつ見直しを行うことで、就労能力や工賃の向上及び一般就労への移行に資すると認められること。

　　カ　精神障害者ステップアップ雇用

　　　a　前記オの要件を全てみたすこと。

　　　b　事業所外の活動時間が20時間を下回る場合、通常の施設利用を行うことにより、週20時間以上とすること。

　(3) 報酬の算定期間

・「1年間」：4月1日から3月31日までの期間

　　　　・「180日」：利用者が実際に利用した日数の合計数（特例の場合、当該期限を超えて可能）

(4) その他

　　　居宅において就労継続支援Ａ型及び就労継続支援Ｂ型を利用する場合は対象外

２　施設外就労（対象サービス：就労移行支援、就労継続支援Ａ・Ｂ）

　　　利用者と職員とがユニットを組み、企業から請け負った作業を当該企業内で実施する施設外就労については、次の要件を全て満たす場合に、報酬の算定が可能。

　　

　(1) 施設外就労の最低定員及び上限

　　　　　施設外就労１ユニット当たり最低定員３人（施設外就労の総数は利用定員の半数以下）

　　　(2) 施設外就労の職員配置

　　　　　本事業を実施する１ユニット当たりの利用定員につき、各事業の常勤換算方法に基づく職員を配置すること。

　　　(3) 利用定員の取扱

　　　　　施設外就労により就労している者と同数の者を主たる事業所の利用者として新たに受け入れることが可能。
　　　(4) 報酬の適用単価

　　　　　主たる事業所の利用定員に基づく報酬単価を適用。

　　　(5) その他

・施設外就労先の企業と請負作業に関する契約を締結する。

・施設外就労を運営規程へ明記し、施設外就労についての規則を設けるとともに、対象者は事前に個別支援計画に規定する。

・施設外就労に関する実績を、毎月の報酬請求にあわせて提出する。

・施設外就労に随行する支援員は、就労先企業の協力の下、以下の業務を行う。

　　ア　事業の対象となる障害者の作業程度、意向、能力等の把握

　　イ　委託企業の選定及び委託企業における作業実施に向けた調整

　　ウ　対象者が施設外支援を行うために必要な支援（作業指導等）

　　エ　施設外支援についてのノウハウの蓄積及び提供

　　オ　委託先企業や対象者の家族との連携

・事業の円滑実施に向けて、関係機関との連携に努める（労働局、地域障害者職業センター、職安等）

（２）地方公共団体が設置する指定就労移行支援事業所の場合は、所定単位数の965/1000に相当する単位数を算定しているか。（平18厚告523別表第13の1の注3、4）


	　□適正に算定している
□適正に算定していない


	１　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票
	


	主 眼 事 項
	着　眼　点（根拠法令）
	自己点検結果
	確認書類
	指導結果

	〔各種加算〕

３　視覚・聴覚言語障害者支援体制加算
	視覚障害者等の利用者の数（重度の視覚、聴覚、言語機能障害又は知的障害のうち２以上の障害を有する利用者は、当該利用者の数に２を乗じて得た数）が、利用者の数に100分の30を乗じて得た数以上であって、視覚障害者との意思疎通に関し専門性を有する者として専ら視覚障害者等の生活支援に従事する従業者を指定基準に加えて、常勤換算方法で利用者の数を50で除した数以上配置しているとして県に届け出た場合において、サービスを行った場合に１日につき所定単位数を加算しているか。【41単位】（平18厚告523別表第13の2の注）


	　□適正に算定している

□適正に算定していない

　□該当なし　
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３　県知事への届出状況の確認
	

	４　就労移行支援体制加算
	指定就労移行支援のあった日の属する年度の前年度及び前々年度において、指定就労移行支援事業所等における指定就労移行支援等を受けた後就労し、6月を超える期間継続して就労している者の数を当該指定就労移行支援に係る利用定員で除した数に、前年度については100分の80を乗じた数と前々年度については100分の20を乗じた数を加えた数が次のいずれかに該当するものとして県に届け出た事業所において、指定就労移行支援を行った場合に、1日につき所定単位数を加算しているか。（平18厚告523別表第13の3の注）
（１）利用定員のうち就労定着者が100分の5以上100分の15未満の場合 　　21単位

（２）利用定員のうち就労定着者が100分の15以上100分の25未満の場合　　48単位

（３）利用定員のうち就労定着者が100分の25以上100分の35未満の場合　　82単位
（４）利用定員のうち就労定着者が100分の35以上100分の45未満の場合　 126単位
（５）利用定員のうち就労定着者が100分の45以上                        189単位


	　□適正に算定している

□適正に算定していない

　□該当なし
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３　県知事への届出状況の確認
	

	５　初期加算
	指定就労移行支援事業所において指定就労移行支援を行った場合に、当該指定就労移行支援の利用開始日から起算して30日以内の期間について、1日に月所定単位数を算定しているか。

【30単位】（平18厚告523別表第13の4の注）

※　留意事項
　１　加算の算定は、暦日で30日間のうち利用者が実際に利用した日数となる。

　 　初期加算の算定期間が終了した後、同一敷地内の他の障害福祉サービス事業所等へ添書する場合は、加算対象としない。

　２　利用者が過去３月間に、当該指定障害者支援施設等に入所したことがない場合に限り算定できる。
  ３　30日（入院・外泊時加算が算定される期間を含む。）を超える病院又は診療所への入院後に再度利用した場合は、初期加算を算定できる。ただし、事業所の同一敷地内に併
設する病院等へ入院した場合は算定できない。  
４　旧法施設支援における入所時特別加算が算定されていた特定旧法受給者については、「入所特別支援加算」が初期加算と同趣旨の加算であることから、初期加算の対象とならない。（ただし、旧法施設で入所時特別加算を算定期間中に指定障害者支援施設へ転換した場合は、30日間から加算した日数を差し引いた残りの日数を加算できる。）

	　□適正に算定している

□適正に算定していない

　□該当なし　
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	６　訪問支援特別加算
	連続して5日間利用がなかった場合（※１）において、当該指定就労移行支援事業所に置くべき従業者のうちいずれかの職種の者が、就労移行支援計画に基づき、予め当該利用者の同意を得て、当該利用者の居宅を訪問して相談援助等（※２）を行った場合に、1月につき2回を限度として、就労移行支援計画に位置づけられた内容の指定就労移行支援を行うのに要する標準的な時間で所定単位数を算定しているか。（平18厚告523別表第13の5の注）
（１）所要時間1時間未満の場合　　　　　　　　　　　　　187単位

（２）所要時間1時間以上の場合　　　　　　　　　　　　  280単位

※　留意事項

１　「利用がなかった場合」

　当該利用所を3ヶ月以上継続的に利用していた者について、最後に利用した日から中5日間以上連続して利用がなかった場合。

この場合の「5日間」とは、開所日数で5日間のこと（利用者の利用予定日ではない。）

２　「相談援助等」

　　　　家族等との連絡調整、引き続き当該就労移行支援を利用するための働きかけ、当該

利用者に係る就労移行支援計画の見直し等の支援

　３　1月に2回算定する場合は、当該加算の算定後又は指定就労移行支援の利用後、再度5日間以上連続して指定就労移行支援の利用がなかった場合にのみ対象となること。




	　□適正に算定している

□適正に算定していない

　□該当なし　
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３　個別支援計画


	

	７　利用者負担上限管理加算
	指定就労移行支援事業者が利用者負担額合計額の管理を行った場合に、1月に月所定単位数を算定しているか。【150単位】（平18厚告523別表第13の6の注）
※　次に該当する場合には加算は算定できない。
　　上限額管理事業所のみを利用し、他の事業所の利用がない場合は、上限額に達しているか否かにかかわらず、加算を算定できない。

	　□適正に算定している
□適正に算定していない

　□該当なし　
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	８　食事提供体制加算


	食事提供体制加算について適正に算定しているか。【42単位】

（平18厚告523別表第13の7の注）
　○　加算の算定要件

　食事提供体制を整えているものとして県に届け出た施設が、市町村民税所得割の合算した額が28万円未満の低所得者の利用者に対して食事提供を行った場合に算定

（※　平成24年3月31日までの経過措置延長）

※　留意事項
１　原則として当該事業所内の調理室を使用して調理した場合に算定するものであるが、食事の提供に関する業務を当該事業所の最終的責任の下で第三者に委託することは差し支えない。

２　事業所外で調理されたものを提供する場合（クックチル、クックフリーズ、クックサーブ又は真空調理（真空パック）法により調理を行う過程において急速冷凍したものを再度加熱して提供するものに限る。）、運搬手段等について衛生上適切な措置がなされているものについては、事業所外で調理し搬入する方法も認められる。

この場合、例えば出前の方法や市販の弁当を購入して、利用者に提供するような方法は加算の対象とならない。

　３　本加算は、本体報酬が算定されている日のみ算定が可能。

　　→　事業所に来てサービスを受けたが途中で体調を崩して食事を取らなかった場合は本加算の算定は可能であるが、事業所を急に休んでしまった場合は事業所が当該利用者の食事を準備していても算定できない。（この場合は、利用者からキャンセル料として食材料費を徴収できるかは、契約内容による。）

	　□適正に算定している
□適正に算定していない

　□該当なし　
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３　県知事への届出状況の確認
４　外部委託している場合は委託契約書
	

	９　精神障害者退院支援施設加算
	厚生労働大臣が定める施設基準に適合するものとして県に届け出た精神障害者退院支援施設である指定就労移行支援事業所において、精神病床におおむね1年以上入院していた精神障害者その他これに準ずる精神障害者に対して、居住の場を提供した場合に、1日につき所定単位数を算定しているか。（平18厚告523別表第13の8の注、平18厚告551五）
□　精神障害者退院支援施設加算（Ⅰ）…180単位

　　夜間の時間帯を通じて生活支援員を1人以上配置（夜勤）

□　精神障害者退院支援施設加算（Ⅱ）…115単位
　夜間の時間帯を通じて宿直職員を1人以上配置

	　□適正に算定している

□適正に算定していない

　□該当なし　
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３　県知事への届出状況の確認

	

	10　福祉専門職員配置等加算


	　職業指導員、生活支援員及び就労支援員の配置が次の条件に該当して県に届出している場合、１日につき所定単位数を加算しているか。（平18厚生告523別表第13の9の注1、2）

·  福祉専門職員配置等加算（Ⅰ）…10単位
生活支援員等として常勤で配置されている従業員のうち、社会福祉士、介護福祉士又は精神保健福祉士である従業員の割合が100分の25以上であるものとして県に届け出た指定就労移行支援事業所でサービスを提供した場合

· 福祉専門職員配置等加算（Ⅱ）…6単位
　次のいずれかに該当するものとして県に届出し、サービスを提供した場合

（１）生活支援員等として配置されている従業員のうち、常勤で配置されている従業者の割合が100分の75以上であること。

（２）生活支援員等として常勤で配置されている従業員のうち、３年以上従事している従業者の割合が100分の30以上であること。


	□適正に算定している

　□適正に算定していない

　□該当なし
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	11 欠席時対応加算
	通所による利用者が、利用を予定していた日に、急病等によりその利用を中止した場合において、従業者が、利用者又は利用者の家族等への連絡調整を行うとともに、利用者の状況等を記録し、引き続き指定就労移行支援の利用を促すなどの相談支援を行った場合に、１月につき4回を限度に、１回につき所定単位数を加算しているか。【94単位】（平18厚告523別表第13の10の注）


	　□適正に算定している

　□適正に算定していない

　□該当なし
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	12　医療連携体制加算


	　医療機関との連携により、看護職員を事業所に訪問させ、看護職員が利用者に対して看護を行った場合に、看護を受けた利用者に対し、１日につき所定単位数を算定しているか。

（平18厚告523別表第13の11の注）

□　医療連携体制加算（Ⅰ）…500単位
　　看護職員が利用者１人に対して看護を行った場合に該当。

□　医療連携体制加算（Ⅱ）…250単位
　　看護職員が利用者２人に対して看護を行った場合に該当（１回の訪問につき8名を限度）。

※精神科訪問看護・指導料等の算定対象になる利用者については、算定しない。


	　□適正に算定している

□適正に算定していない

　□該当なし　
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	12　就労支援関係研修修了加算
	　就労移行支援体制加算の対象となる指定就労移行支援事業所を対象に、就労支援員に関し就労支援に従事する者として１年以上の実務経験を有し、第1号職場適応訓練等の研修を修了した者を就労支援員として配置している場合に1日つき所定単位数を加算しているか。【11単位】（平18厚告523別表第13の13の注）


	　□適正に算定している

□適正に算定していない

　□該当なし　
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	13　施設外就労加算

　


	　月の利用日数から事業所内における必要な支援等を行うための２日を除く日数を限度として、次の基準に適合し、企業内又は官公庁等で作業を行った場合に、施設外就労の人数に応じて、１日つき所定単位数を加算しているか。【100単位】（平18厚告523別表第13の13の注）

（１）１ユニットは利用者３人以上

（２）施設外就労の利用者の数の合計数は100分の70以下

（３）１ユニット毎に職員を配置することとし、その職員の数が、常勤換算で、１ユニットにおける施設外就労利用者の数を6で除した数以上


	　□適正に算定している

□適正に算定していない

　□該当なし　
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３　個別支援計画


	


第６　介護給付費等の算定及び取り扱い〔就労継続支援Ａ型〕
	主 眼 事 項
	着　眼　点（根拠法令）
	自己点検結果
	確認書類
	指導結果

	２　就労継続支援Ａ型サービス費

（Ⅰ）～（Ⅱ）
	（１）就労継続支援Ａ型サービス費（Ⅰ）～（Ⅱ）については、専ら通常の事業所に雇用されることが困難であって、適切な支援により雇用契約に基づく就労が可能である者のうち65歳未満のもの又は年齢、心身の状態その他の事情により通常の事業所に雇用されることが困難である者のうち、適切な支援によっても雇用契約に基づく就労が困難であるものに対して、指定就労継続支援Ａ型を行った場合に、所定単位数を算定しているか。

　　　 (平18厚告523別表第14)（平18厚告523別表第14の注1）

□　就労継続支援Ａ型サービス費（Ⅰ）

  　指定就労継続支援Ａ型であって、従業者の員数が利用者の数を7.5で除して得た数以上

  （平18厚告523別表第14の注2）

　ア　利用定員が20人以下　　　　　 　590単位

　イ　利用定員が21人以上40人以下　　527単位

　ウ　利用定員が41人以上60人以下　　494単位

　エ　利用定員が61人以上80人以下　　485単位

　オ　利用定員が81人以上           　470単位

□　就労継続支援Ａ型サービス費（Ⅱ）

  　指定就労継続支援Ａ型であって、従業者の員数が利用者の数を10で除して得た数以上

  （平18厚告523別表第14の注3）

　ア　利用定員が20人以下　　　　　 　539単位

　イ　利用定員が21人以上40人以下　　481単位

　ウ　利用定員が41人以上60人以下　　448単位

　エ　利用定員が61人以上80人以下　　439単位

　オ　利用定員が81人以上           　424単位

※　留意事項

指定就労継続支援Ａ型事業所に雇用される障害者以外の者については、就労継続支援Ａ型サービス費の算定対象とならない。
※　指定就労移行支援事業所とは別の場所での支援における報酬の算定

　　指定就労移行支援事業所のほか、次の１、２の支援（事業所とは別の場所での支援）に

　ついても、一定の要件のもと報酬の算定が可能である。

　　　１　事業所外支援

　　　２　施設外就労

　

　　　※　１、２の内容及び報酬の算定は下記のとおり。

１　事業所外支援（対象サービス：就労移行支援、就労継続支援Ａ・Ｂ）

　　事業所とは別の場所で行われる企業実習等への支援については、次の要件を全て満たす場合に限り、1年間に180日を限度として報酬の算定が可能。

(1) 事業所外支援の具体例

　　企業実習、就職活動、トライアル雇用（ステップアップ雇用）等

(2) 要件

　　ア　事業所外等支援の内容が、運営規程に位置づけられていること

　　イ　事業所外等支援の内容が、事前に個別支援計画に位置づけられ、1週間毎に個別支援計画の内容について必要な見直しが行われているとともに、当該支援により、就労能力や工賃の向上及び一般就労への移行が認められること。

　　ウ　利用者又は実習受入事業者等から、事業所外等支援期間中の利用者の状況について聞き取りを行うことにより、日報が作成されていること。

　　エ　事業所外等支援の提供期間中における緊急時の対応ができること

　　オ　障害者試行雇用（トライアル雇用）（Ｈ２０年度より）

　　　a　前記ア、ウ、エを満たすこと。

      b　事業所外のサービス提供を含めた個別支援計画を３か月毎に作成（事業所外サービス提供時は、１週間毎）し、かつ見直しを行うことで、就労能力や工賃の向上及び一般就労への移行に資すると認められること。

　　カ　精神障害者ステップアップ雇用

　　　a　前記オの要件を全てみたすこと。

　　　b　事業所外の活動時間が20時間を下回る場合、通常の施設利用を行うことにより、週20時間以上とすること。

　(3) 報酬の算定期間

・「1年間」：4月1日から3月31日までの期間

　　　　・「180日」：利用者が実際に利用した日数の合計数（特例の場合、当該期限を超えて可能）

(4) その他

　　　居宅において就労継続支援Ａ型及び就労継続支援Ｂ型を利用する場合は対象外

２　施設外就労（対象サービス：就労移行支援、就労継続支援Ａ・Ｂ）

　　　利用者と職員とがユニットを組み、企業から請け負った作業を当該企業内で実施する施設外就労については、次の要件を全て満たす場合に、報酬の算定が可能。

　　

　(1) 施設外就労の最低定員及び上限

　　　　　施設外就労１ユニット当たり最低定員３人（施設外就労の総数は利用定員の半数以下）

　　　(2) 施設外就労の職員配置

　　　　　本事業を実施する１ユニット当たりの利用定員につき、各事業の常勤換算方法に基づく職員を配置すること。

　　　(3) 利用定員の取扱

　　　　　施設外就労により就労している者と同数の者を主たる事業所の利用者として新たに受け入れることが可能。
　　　(4) 報酬の適用単価

　　　　　主たる事業所の利用定員に基づく報酬単価を適用。

　　　(5) その他

・施設外就労先の企業と請負作業に関する契約を締結する。

・施設外就労を運営規程へ明記し、施設外就労についての規則を設けるとともに、対象者は事前に個別支援計画に規定する。

・施設外就労に関する実績を、毎月の報酬請求にあわせて提出する。

・施設外就労に随行する支援員は、就労先企業の協力の下、以下の業務を行う。

　　ア　事業の対象となる障害者の作業程度、意向、能力等の把握

　　イ　委託企業の選定及び委託企業における作業実施に向けた調整

　　ウ　対象者が施設外支援を行うために必要な支援（作業指導等）

　　エ　施設外支援についてのノウハウの蓄積及び提供

　　オ　委託先企業や対象者の家族との連携

・事業の円滑実施に向けて、関係機関との連携に努める（労働局、地域障害者職業センター、職安等）

（２）地方公共団体が設置する指定就労継続支援Ａ型事業所の場合は、所定単位数の965/1000に相当する単位数を算定しているか。（平18厚告523別表第14の1の注2、3）


	　□適正に算定している
□適正に算定していない


	１　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票
	


	主 眼 事 項
	着　眼　点（根拠法令）
	自己点検結果
	確認書類
	指導結果

	〔各種加算〕

３  視覚・聴覚言語障害者支援体制加算
	視覚障害者等である利用者の数が、利用者の数に100分の30を乗じて得た数以上であって、視覚障害者との意思疎通に関し専門性を有する者として専ら視覚障害者等の生活支援に従事する従業者を指定基準に加えて、常勤換算方法で利用者の数を50で除した数以上配置しているとして県に届け出た場合において、指定就労継続支援Ａ型を行った場合に１日につき所定単位数を加算しているか。【41単位】（平18厚告523別表14の2の注）

	　□適正に算定している

□適正に算定していない

　□該当なし　


	１　事前調書Ｐ１０
２　訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票

３　県知事への届出状況の確認
	

	４　就労移行支援体制加算
	前年度において、指定就労継続支援Ａ型を利用した後に就労し、6ヶ月以上継続して就労している者（連続して6月以上雇用されている者）が、指定就労継続支援Ａ型に係る利用定員の100分の5を超えるものとして県に届け出た事業所において、指定就労継続支援Ａ型等を行った場合に、1日につき算定しているか。【26単位】（平18厚告523別表第14の3の注）

※　

※留意事項

１　算定対象となる利用定員は、前年度の数であること。
２　就労継続支援Ａ型を経て企業等に雇用されてから６月を経過した日が属する年度における利用者の数で算定すること。

３　就労した企業等に連続して６月以上雇用されている者であること。

	　□適正に算定している

□適正に算定していない

　□該当なし
	１　事前調書Ｐ１０
２　訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票

３　県知事への届出状況の確認
	

	５　初期加算

	指定就労継続支援Ａ型事業所において指定就労継続支援Ａ型を行った場合に、当該指定就労継続支援Ａ型の利用開始日から起算して30日以内の期間について、1日に月所定単位数を算定しているか。【30単位】（平18厚告523別表第14の4の注）

※　留意事項
　１　加算の算定は、暦日で30日間のうち利用者が実際に利用した日数となる。

　 　初期加算の算定期間が終了した後、同一敷地内の他の障害福祉サービス事業所等へ添書する場合は、加算対象としない。

　２　利用者が過去３月間に、当該指定障害者支援施設等に入所したことがない場合に限り算定できる。
  ３　30日（入院・外泊時加算が算定される期間を含む。）を超える病院又は診療所への入院後に再度利用した場合は、初期加算を算定できる。ただし、事業所の同一敷地内に併
設する病院等へ入院した場合は算定できない。  
４　旧法施設支援における入所時特別加算が算定されていた特定旧法受給者については、「入所特別支援加算」が初期加算と同趣旨の加算であることから、初期加算の対象とならない。（ただし、旧法施設で入所時特別加算を算定期間中に指定障害者支援施設へ転換した場合は、30日間から加算した日数を差し引いた残りの日数を加算できる。）

	　□適正に算定している

□適正に算定していない

　□該当なし　

　


	１　事前調書Ｐ１０
２　訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票


	

	６　訪問支援特別加算


	連続して5日間利用がなかった場合（※１）において、当該指定就労継続支援Ａ型事業所に置くべき従業者のうちいずれかの職種の者が、就労継続支援Ａ型計画に基づき、予め当該利用者の同意を得て、当該利用者の居宅を訪問して相談援助等（※２）を行った場合に、1月につき2回を限度として、就労継続支援Ａ型計画に位置づけられた内容の指定就労継続支援Ａ型を行うのに要する標準的な時間で所定単位数を算定しているか。（平18厚告523別表第14の5の注）
（１）所要時間1時間未満の場合　　　　　　　　　　　　　187単位

（２）所要時間1時間以上の場合　　　　　　　　　　　　  280単位

※　留意事項
１　「利用がなかった場合」

　当該利用所を3ヶ月以上継続的に利用していた者について、最後に利用した日から中5日間以上連続して利用がなかった場合。

この場合の「5日間」とは、開所日数で5日間のこと（利用者の利用予定日ではない。）

２　「相談援助等」

　　　　家族等との連絡調整、引き続き当該就労継続支援Ａ型を利用するための働きかけ、

当該利用者に係る就労継続支援Ａ型計画の見直し等の支援

　３　1月に2回算定する場合は、当該加算の算定後又は指定就労継続支援Ａ型の利用後、再度5日間以上連続して指定就労継続支援Ａ型の利用がなかった場合にのみ対象となること。

	　□適正に算定している

□適正に算定していない

　□該当なし　
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２　訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票

３　個別支援計画


	

	７　利用者負担上限管理加算
	指定就労継続支援Ａ型事業者が利用者負担額合計額の管理を行った場合に、1月に月所定単位数を算定しているか。【150単位】（平18厚告523別表第14の6の注）
※　次に該当する場合には加算は算定できない。
　　上限額管理事業所のみを利用し、他の事業所の利用がない場合は、上限額に達しているか否かにかかわらず、加算を算定できない。

	　□適正に算定している
□適正に算定していない

　□該当なし　
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	８　食事提供体制加算


	食事提供体制加算について適正に算定しているか。【42単位】

（平18厚告523別表第14の7の注）
　○　加算の算定要件

　食事提供体制を整えているものとして知事に届け出た施設が、市町村民税所得割の合算した額が28万円未満の低所得者の利用者に対して食事提供を行った場合に算定

（※　平成24年3月31日までの経過措置延長）

※　留意事項
１　原則として当該事業所内の調理室を使用して調理した場合に算定するものであるが、食事の提供に関する業務を当該事業所の最終的責任の下で第三者に委託することは差し支えない。

２　事業所外で調理されたものを提供する場合（クックチル、クックフリーズ、クックサーブ又は真空調理（真空パック）法により調理を行う過程において急速冷凍したものを再度加熱して提供するものに限る。）、運搬手段等について衛生上適切な措置がなされているものについては、事業所外で調理し搬入する方法も認められる。

この場合、例えば出前の方法や市販の弁当を購入して、利用者に提供するような方法は加算の対象とならない。

　３　本加算は、本体報酬が算定されている日のみ算定が可能。

　　→　事業所に来てサービスを受けたが途中で体調を崩して食事を取らなかった場合は本加算の算定は可能であるが、事業所を急に休んでしまった場合は事業所が当該利用者の食事を準備していても算定できない。（この場合は、利用者からキャンセル料として食材料費を徴収できるかは、契約内容による。）

	　□適正に算定している
□適正に算定していない

　□該当なし　

　


	１　事前調書Ｐ１０
２　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票

３　県知事への届出状況の確認
４　外部委託している場合は委託契約書
	

	９　福祉専門職員配置等加算


	　職業指導員又は生活支援員の配置が次の条件に該当して県に届出している場合、１日につき所定単位数を加算しているか。（平18厚生告523別表第14の8の注）

·  福祉専門職員配置等加算（Ⅰ）…10単位
生活支援員等として常勤で配置されている従業員のうち、社会福祉士、介護福祉士又は精神保健福祉士である従業員の割合が100分の25以上であるものとして県に届け出た指定就労継続支援Ａ型事業所でサービスを提供した場合

· 福祉専門職員配置等加算（Ⅱ）…6単位
　次のいずれかに該当するものとして県に届出し、サービスを提供した場合

（１）生活支援員等として配置されている従業員のうち、常勤で配置されている従業者の割合が100分の75以上であること。

（２）生活支援員等として常勤で配置されている従業員のうち、３年以上従事している従業者の割合が100分の30以上であること。


	□適正に算定している

　□適正に算定していない

　□該当なし


	１　事前調書Ｐ１０
２　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票

３　県知事への届出状況の確認
	

	10  欠席時対応加算


	通所による利用者が、利用を予定していた日に、急病等によりその利用を中止した場合において、従業者が、利用者又は利用者の家族等への連絡調整を行うとともに、利用者の状況等を記録し、引き続き指定就労継続支援Ａ型の利用を促すなどの相談支援を行った場合に、１月につき4回を限度に、１回につき所定単位数を加算しているか。【94単位】（平18厚告523別表第14の9の注）


	　□適正に算定している

　□適正に算定していない

　□該当なし
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	11　医療連携体制加算


	　医療機関との連携により、看護職員を事業所に訪問させ、看護職員が利用者に対して看護を行った場合に、看護を受けた利用者に対し、１日につき所定単位数を算定しているか。

（平18厚告523別表第14の10の注）

□　医療連携体制加算（Ⅰ）…500単位
　　看護職員が利用者１人に対して看護を行った場合に該当。

□　医療連携体制加算（Ⅱ）…250単位
　　看護職員が利用者２人に対して看護を行った場合に該当（１回の訪問につき8名を限度）。

※精神科訪問看護・指導料等の算定対象になる利用者については、算定しない。


	　□適正に算定している

□適正に算定していない

　□該当なし　
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２　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票


	

	12　施設外就労加算

　


	　月の利用日数から事業所内における必要な支援等を行うための２日を除く日数を限度として、次の基準に適合し、企業内又は官公庁等で作業を行った場合に、施設外就労の人数に応じて、１日つき所定単位数を加算しているか。【100単位】（平18厚告523別表第14の11の注）

（１）１ユニットは利用者３人以上

（２）施設外就労の利用者の数の合計数は100分の70以下

（３）１ユニット毎に職員を配置することとし、その職員の数が、常勤換算で、１ユニットにおける施設外就労利用者の数を6で除した数以上


	　□適正に算定している

□適正に算定していない

　□該当なし　
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２　訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票

３　個別支援計画


	

	13　重度者支援体制加算

　
	　前年度において、障害基礎年金１級を受給する利用者の数が当該年度の指定就労継続支援Ａ型の利用者の数の100分の50（特定旧法指定施設からの移行にあっては、100分の5）であるとして県に届け出た場合に、利用定員に応じて、１日につき所定単位数を加算しているか。（平18厚告523別表第14の12の注）

（１）利用定員が20人以下　　　　　 　56単位

（２）利用定員が21人以上40人以下　　50単位

（３）利用定員が41人以上60人以下　　47単位

（４）利用定員が61人以上80人以下　　46単位

（５）利用定員が81人以上           　45単位


	　□適正に算定している

　□適正に算定していない

　□該当なし
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２　訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票

３　県知事への届出状況の確認


	


第６　介護給付費等の算定及び取り扱い〔就労継続支援Ｂ型〕
	主 眼 事 項
	着　眼　点（根拠法令）
	自己点検結果
	確認書類
	指導結果

	２　就労継続支援Ｂ型サービス費

（Ⅰ）～（Ⅱ）
	（１）就労継続支援Ｂ型サービス費（Ⅰ）～（Ⅱ）については、年齢、心身の状態その他の事情により通常の事業所に雇用されることが困難である者のうち適切な支援によっても雇用契約に基づく就労が困難であるものに対して、指定就労継続支援Ｂ型を行った場合に、所定単位数を算定しているか。

　　　 (平18厚告523別表第15)（平18厚告523別表第15の注1～3）

□　就労継続支援Ｂ型サービス費（Ⅰ）

  　指定就労継続支援Ｂ型であって、従業者の員数が利用者の数を7.5で除して得た数以上

　ア　利用定員が20人以下　　　　　 　590単位

　イ　利用定員が21人以上40人以下　　527単位

　ウ　利用定員が41人以上60人以下　　494単位

　エ　利用定員が61人以上80人以下　　485単位

　オ　利用定員が81人以上           　470単位

□　就労継続支援Ｂ型サービス費（Ⅱ）

  　指定就労継続支援Ｂ型であって、従業者の員数が利用者の数を10で除して得た数以上

　ア　利用定員が20人以下　　　　　 　539単位

　イ　利用定員が21人以上40人以下　　481単位

　ウ　利用定員が41人以上60人以下　　448単位

　エ　利用定員が61人以上80人以下　　439単位

　オ　利用定員が81人以上           　424単位

※　留意事項

　　就労継続支援Ｂ型については、次のいずれかに該当する者が対象となる。

１　就労経験がある者であって、年齢や体力の面で一般企業に雇用されることが困難となった者　
２　就労移行支援事業を利用（暫定支給決定における利用を含む。）した結果、本事業の利用が適当と判断された者
３　１及び２に該当しない者であって、50歳に達している者又は障害基礎年金1級受給者
４　平成24年3月31日までの間に限り、１から３までのいずれにも該当しない者であって、地域に一般就労や就労継続支援Ａ型による雇用の場が乏しいことや、就労移行支援が少なく、一般就労へ移行することが困難と市町村が判断した地域の利用希望者

※　指定就労移行支援事業所とは別の場所での支援における報酬の算定

　　指定就労移行支援事業所のほか、次の１、２の支援（事業所とは別の場所での支援）に

　ついても、一定の要件のもと報酬の算定が可能である。

　　　１　事業所外支援

　　　２　施設外就労

　

　　　※　１、２の内容及び報酬の算定は下記のとおり。

１　事業所外支援（対象サービス：就労移行支援、就労継続支援Ａ・Ｂ）

　　事業所とは別の場所で行われる企業実習等への支援については、次の要件を全て満たす場合に限り、1年間に180日を限度として報酬の算定が可能。

(1) 事業所外支援の具体例

　　企業実習、就職活動、トライアル雇用（ステップアップ雇用）等

(2) 要件

　　ア　事業所外等支援の内容が、運営規程に位置づけられていること

　　イ　事業所外等支援の内容が、事前に個別支援計画に位置づけられ、1週間毎に個別支援計画の内容について必要な見直しが行われているとともに、当該支援により、就労能力や工賃の向上及び一般就労への移行が認められること。

　　ウ　利用者又は実習受入事業者等から、事業所外等支援期間中の利用者の状況について聞き取りを行うことにより、日報が作成されていること。

　　エ　事業所外等支援の提供期間中における緊急時の対応ができること

　　オ　障害者試行雇用（トライアル雇用）（Ｈ２０年度より）

　　　a　前記ア、ウ、エを満たすこと。

      b　事業所外のサービス提供を含めた個別支援計画を３か月毎に作成（事業所外サービス提供時は、１週間毎）し、かつ見直しを行うことで、就労能力や工賃の向上及び一般就労への移行に資すると認められること。

　　カ　精神障害者ステップアップ雇用

　　　a　前記オの要件を全てみたすこと。

　　　b　事業所外の活動時間が20時間を下回る場合、通常の施設利用を行うことにより、週20時間以上とすること。

　(3) 報酬の算定期間

・「1年間」：4月1日から3月31日までの期間

　　　　・「180日」：利用者が実際に利用した日数の合計数（特例の場合、当該期限を超えて可能）

(4) その他

　　　居宅において就労継続支援Ａ型及び就労継続支援Ｂ型を利用する場合は対象外

２　施設外就労（対象サービス：就労移行支援、就労継続支援Ａ・Ｂ）

　　　利用者と職員とがユニットを組み、企業から請け負った作業を当該企業内で実施する施設外就労については、次の要件を全て満たす場合に、報酬の算定が可能。

　　

　(1) 施設外就労の最低定員及び上限

　　　　　施設外就労１ユニット当たり最低定員３人（施設外就労の総数は利用定員の半数以下）

　　　(2) 施設外就労の職員配置

　　　　　本事業を実施する１ユニット当たりの利用定員につき、各事業の常勤換算方法に基づく職員を配置すること。

　　　(3) 利用定員の取扱

　　　　　施設外就労により就労している者と同数の者を主たる事業所の利用者として新たに受け入れることが可能。
　　　(4) 報酬の適用単価

　　　　　主たる事業所の利用定員に基づく報酬単価を適用。

　　　(5) その他

・施設外就労先の企業と請負作業に関する契約を締結する。

・施設外就労を運営規程へ明記し、施設外就労についての規則を設けるとともに、対象者は事前に個別支援計画に規定する。

・施設外就労に関する実績を、毎月の報酬請求にあわせて提出する。

・施設外就労に随行する支援員は、就労先企業の協力の下、以下の業務を行う。

　　ア　事業の対象となる障害者の作業程度、意向、能力等の把握

　　イ　委託企業の選定及び委託企業における作業実施に向けた調整

　　ウ　対象者が施設外支援を行うために必要な支援（作業指導等）

　　エ　施設外支援についてのノウハウの蓄積及び提供

　　オ　委託先企業や対象者の家族との連携

・事業の円滑実施に向けて、関係機関との連携に努める（労働局、地域障害者職業センター、職安等）

（２）地方公共団体が設置する指定就労継続支援Ｂ型事業所の場合は、所定単位数の965/1000に相当する単位数を算定しているか。（平18厚告523別表第15の1の注2、3）


	　□適正に算定している
□適正に算定していない


	１　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票
	


	主 眼 事 項
	着　眼　点（根拠法令）
	自己点検結果
	確認書類
	指導結果

	〔各種加算〕

３  視覚・聴覚言語障害者支援体制加算
	視覚障害者等である利用者の数が、利用者の数に100分の30を乗じて得た数以上であって、視覚障害者との意思疎通に関し専門性を有する者として専ら視覚障害者等の生活支援に従事する従業者を指定基準に加えて、常勤換算方法で利用者の数を50で除した数以上配置しているとして県に届け出た場合において、指定就労継続支援Ｂ型を行った場合に１日につき所定単位数を加算しているか。【41単位】（平18厚告523別表15の2の注）

	　□適正に算定している

□適正に算定していない

　□該当なし　


	１　事前調書Ｐ１０
２　訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票

３　県知事への届出状況の確認
	

	４　就労移行支援体制加算
	前年度において、指定就労継続支援Ｂ型を利用した後に就労し、6ヶ月以上継続して就労している者（連続して6月以上雇用されている者）が、指定就労継続支援Ｂ型に係る利用定員の100分の5を超えるものとして県に届け出た事業所において、指定就労継続支援Ｂ型等を行った場合に、1日につき算定しているか。【13単位】（平18厚告523別表第15の3の注）

※　

※留意事項

１　算定対象となる利用定員は、前年度の数であること。
２　就労継続支援Ｂ型を経て企業等に雇用されてから６月を経過した日が属する年度における利用者の数で算定すること。

３　就労した企業等に連続して６月以上雇用されている者であること。

	　□適正に算定している

□適正に算定していない

　□該当なし
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３　県知事への届出状況の確認
	

	５　目標工賃達成加算


	前年度に、指定就労継続支援Ｂ型事業所の利用者に対して支払った工賃の平均額が、次のいずれにも該当するものとして県知事に届け出た指定就労継続支援Ｂ型事業所において、指定就労継続支援Ｂ型を行った場合に、1日につき所定単位数を加算しているか。(平18厚告523別表第15の4の注1、2)

□　目標工賃達成加算（Ⅰ）…26単位
（１）当該前年度における地域の最低賃金の３分の１以上に相当する額を超えていること。

（２）前年度県に届け出た目標工賃を超えていること。

□　目標工賃達成加算（Ⅱ）…10単位
（１）前年度の施設別の県の平均工賃の８割を超えていること。
（２）「工賃倍増５ヵ年計画」に積極的に参加し、自らも「工賃引き上げ計画」を作成し、目標工賃達成に向けて、業務、作業内容等の見直しを計画的に位置づけたうえで実施していること。


	□適正に算定している

□適正に算定していない

□該当なし
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３　県知事への届出状況の確認
	

	６　初期加算
	指定就労継続支援Ｂ型援事業所において指定就労継続支援Ｂ型を行った場合に、当該指定就労継続支援Ｂ型の利用開始日から起算して30日以内の期間について、1日に月所定単位数を算定しているか。【30単位】（平18厚告523別表第15の5の注）

※　留意事項
　１　加算の算定は、暦日で30日間のうち利用者が実際に利用した日数となる。

　 　初期加算の算定期間が終了した後、同一敷地内の他の障害福祉サービス事業所等へ添書する場合は、加算対象としない。

　２　利用者が過去３月間に、当該指定障害者支援施設等に入所したことがない場合に限り算定できる。
  ３　30日（入院・外泊時加算が算定される期間を含む。）を超える病院又は診療所への入院後に再度利用した場合は、初期加算を算定できる。ただし、事業所の同一敷地内に併
設する病院等へ入院した場合は算定できない。  
４　旧法施設支援における入所時特別加算が算定されていた特定旧法受給者については、「入所特別支援加算」が初期加算と同趣旨の加算であることから、初期加算の対象とならない。（ただし、旧法施設で入所時特別加算を算定期間中に指定障害者支援施設へ転換した場合は、30日間から加算した日数を差し引いた残りの日数を加算できる。）

	　□適正に算定している

□適正に算定していない

　□該当なし　
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２　訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票


	

	７　訪問支援特別加算


	連続して5日間利用がなかった場合（※１）において、当該指定就労継続支援Ｂ型事業所に置くべき従業者のうちいずれかの職種の者が、就労継続支援Ｂ型計画に基づき、予め当該利用者の同意を得て、当該利用者の居宅を訪問して相談援助等（※２）を行った場合に、1月につき2回を限度として、就労継続支援Ｂ型計画に位置づけられた内容の指定就労継続支援Ｂ型を行うのに要する標準的な時間で所定単位数を算定しているか。（平18厚告523別表第15の6の注）
（１）所要時間1時間未満の場合　　　　　　　　　　　　　187単位

（２）所要時間1時間以上の場合　　　　　　　　　　　　  280単位

※　留意事項
１　「利用がなかった場合」

　当該利用所を3ヶ月以上継続的に利用していた者について、最後に利用した日から中5日間以上連続して利用がなかった場合。

この場合の「5日間」とは、開所日数で5日間のこと（利用者の利用予定日ではない。）

２　「相談援助等」

　　　　家族等との連絡調整、引き続き当該就労継続支援Ｂ型を利用するための働きかけ、

当該利用者に係る就労継続支援Ａ型計画の見直し等の支援

　３　1月に2回算定する場合は、当該加算の算定後又は指定就労継続支援Ｂ型の利用後、再度5日間以上連続して指定就労継続支援Ｂ型の利用がなかった場合にのみ対象となること。

	　□適正に算定している

□適正に算定していない

　□該当なし　
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２　訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票

３　個別支援計画


	

	８　利用者負担上限管理加算
	指定就労継続支援Ｂ型事業者が利用者負担額合計額の管理を行った場合に、1月に月所定単位数を算定しているか。【150単位】（平18厚告523別表第15の7の注）
※　次に該当する場合には加算は算定できない。
　　上限額管理事業所のみを利用し、他の事業所の利用がない場合は、上限額に達しているか否かにかかわらず、加算を算定できない。

	　□適正に算定している
□適正に算定していない

　□該当なし　

　


	１　事前調書Ｐ１０
２　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票


	

	９　食事提供体制加算


	食事提供体制加算について適正に算定しているか。【42単位】

（平18厚告523別表第15の8の注）
　○　加算の算定要件

　食事提供体制を整えているものとして知事に届け出た施設が、市町村民税所得割の合算した額が28万円未満の低所得者の利用者に対して食事提供を行った場合に算定

（※　平成24年3月31日までの経過措置延長）

※　留意事項
１　原則として当該事業所内の調理室を使用して調理した場合に算定するものであるが、食事の提供に関する業務を当該事業所の最終的責任の下で第三者に委託することは差し支えない。

２　事業所外で調理されたものを提供する場合（クックチル、クックフリーズ、クックサーブ又は真空調理（真空パック）法により調理を行う過程において急速冷凍したものを再度加熱して提供するものに限る。）、運搬手段等について衛生上適切な措置がなされているものについては、事業所外で調理し搬入する方法も認められる。

この場合、例えば出前の方法や市販の弁当を購入して、利用者に提供するような方法は加算の対象とならない。

　３　本加算は、本体報酬が算定されている日のみ算定が可能。

　　→　事業所に来てサービスを受けたが途中で体調を崩して食事を取らなかった場合は本加算の算定は可能であるが、事業所を急に休んでしまった場合は事業所が当該利用者の食事を準備していても算定できない。（この場合は、利用者からキャンセル料として食材料費を徴収できるかは、契約内容による。）

	　□適正に算定している
□適正に算定していない

　□該当なし　

　


	１　事前調書Ｐ１０
２　介護給付費・訓練等給付費等明細書及びサービス提供実績記録票

３　県知事への届出状況の確認
４　外部委託している場合は委託契約書
	

	10　福祉専門職員配置等加算


	　職業指導員又は生活支援員の配置が次の条件に該当して県に届け出ている場合、１日につき所定単位数を加算しているか。（平18厚生告523別表第15の9の注）
·  福祉専門職員配置等加算（Ⅰ）…10単位
生活支援員等として常勤で配置されている従業員のうち、社会福祉士、介護福祉士又は精神保健福祉士である従業員の割合が100分の25以上であるものとして県に届け出た指定就労継続支援Ｂ型事業所でサービスを提供した場合

· 福祉専門職員配置等加算（Ⅱ）…6単位
　次のいずれかに該当するものとして県に届出し、サービスを提供した場合

（１）生活支援員等として配置されている従業員のうち、常勤で配置されている従業者の割合が100 
	□適正に算定している

　□適正に算定していない

　□該当なし
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３　県知事への届出状況の確認
	

	10　福祉専門職員配置等加算


	分の75以上であること。
（２）生活支援員等として常勤で配置されている従業員のうち、３年以上従事している従業者の割合が100分の30以上であること。

	
	
	

	11  欠席時対応加算


	通所による利用者が、利用を予定していた日に、急病等によりその利用を中止した場合において、従業者が、利用者又は利用者の家族等への連絡調整を行うとともに、利用者の状況等を記録し、引き続き指定就労継続支援Ｂ型の利用を促すなどの相談支援を行った場合に、１月につき4回を限度に、１回につき所定単位数を加算しているか。【94単位】（平18厚告523別表第15の10の注）


	　□適正に算定している

　□適正に算定していない

　□該当なし
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	12　医療連携体制加算


	　医療機関との連携により、看護職員を事業所に訪問させ、看護職員が利用者に対して看護を行った場合に、看護を受けた利用者に対し、１日につき所定単位数を算定しているか。

（平18厚告523別表第15の11の注）

□　医療連携体制加算（Ⅰ）…500単位
　　看護職員が利用者１人に対して看護を行った場合に該当。

□　医療連携体制加算（Ⅱ）…250単位
　　看護職員が利用者２人に対して看護を行った場合に該当（１回の訪問につき8名を限度）。

※精神科訪問看護・指導料等の算定対象になる利用者については、算定しない。


	　□適正に算定している

□適正に算定していない

　□該当なし　
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	13　施設外就労加算

　


	　月の利用日数から事業所内における必要な支援等を行うための２日を除く日数を限度として、次の基準に適合し、企業内又は官公庁等で作業を行った場合に、施設外就労の人数に応じて、１日つき所定単位数を加算しているか。【100単位】（平18厚告523別表第15の12の注）

（１）１ユニットは利用者３人以上

（２）施設外就労の利用者の数の合計数は100分の70以下

（３）１ユニット毎に職員を配置することとし、その職員の数が、常勤換算で、１ユニットにおける施設外就労利用者の数を6で除した数以上


	　□適正に算定している

□適正に算定していない

　□該当なし　
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３　個別支援計画


	

	14　重度者支援体制加算

　
	　前年度において、障害基礎年金１級を受給する利用者の数が当該年度の指定就労継続支援Ｂ型の利用者の数の100分の50（特定旧法指定施設からの移行にあっては、100分の5）であるとして県に届け出た場合に、利用定員に応じて、１日につき所定単位数を加算しているか。（平18厚告523別表第15の13の注）

（１）利用定員が20人以下　　　　　 　56単位

（２）利用定員が21人以上40人以下　　50単位

（３）利用定員が41人以上60人以下　　47単位

（４）利用定員が61人以上80人以下　　46単位

（５）利用定員が81人以上           　45単位


	　□適正に算定している

　□適正に算定していない

　□該当なし
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	15  目標工賃達成指導員配置加算

　
	　「工賃引き上げ計画」を策定し、計画に掲げた工賃目標の達成に向けて積極的に取り組むための指導員を配置し、この指導員、職業指導員及び生活支援員の数が、常勤換算方法により利用者の数を6で除した数以上配置しているとして県に届け出た場合に、利用定員に応じて、１日につき所定単位数を加算しているか。ただし、就労継続支援Ｂ型サービス費（Ⅰ）を算定している事業所に限る。（平18厚告523別表第15の14の注）

（１）利用定員が20人以下　　　　　 　81単位

（２）利用定員が21人以上40人以下　　72単位

（３）利用定員が41人以上60人以下　　67単位

（４）利用定員が61人以上80人以下　　66単位

（５）利用定員が81人以上           　64単位


	　□適正に算定している

□適正に算定していない

　□該当なし　
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